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第 1 章 緒論 
 
現代の学校における教育活動の大部分は，教科の指導であり，授業である。教科は，教
育内容の複雑化と分化によって成立してきた。ヨーロッパの学校における教科の起源とし
ては，古代ギリシャ・ローマ時代に自由民の教養とされた七自由科があげられる。七自由
科とは，文法・修辞学・弁証法の三学と，算術・幾何・天文・音楽の四芸を指す。七自由
科における分化は，統合を前提としている。七自由科の基本目標は，調和的に発達した全
体的人間の教育であった。ルネサンスを経たヨーロッパでは，汎知主義による包括的・体
系的知識の普及を促す思想・教育運動があった 1)。その代表であるコメニウスは，すべての
人に教育を与えることを主張し，その教授学の体系化を試みた 2)。しかし，人類すべての知
識を学校の教科に取り入れることはできない。このことから，教科課程に関する議論が 19
世紀に入ってから進められた。その後，学校が国民大衆の教育機関となり，次第に民主化
されることを経て，現代の学校教育へ変化していった。19 世紀末から 20 世紀にかけて行わ
れたカリキュラム構成に関する議論においても，教科というものが教育内容の単位として
扱われている 1)。これまで述べてきたように教科の存立の根拠は，科学的知識の体系化・分
化に求められる。この体系化・分化によって，概念や法則や基本的な事実そのものを，個
人的経験の狭い範囲を超えて習得し発展することが可能となった。これが近代以降の教科
における重要な役割の一つである。しかし，学問の体系がそのまま直接的に教科の体系に
移行することはない。また，学校における人間形成機能も，教科の役割として重要である
ことは言うまでもない。人間形成の手段として教科の体系に学問の諸体系を組み込む際に
は，どのような人間像を形成するのかといった教育政策を含む政治的・経済的要因の影響
を受ける。子供の知識や能力の発達を考慮する心理学的・教授学的要因もある 1),3)。したが
って教科教育は，教科を教える，教科で教えるという 2 つの役割をもって，学校教育の中
心的活動を担っている。 
 日本の学校で教えられる教科は，学校教育法施行規則によって定められている 4)。教育職
員免許法（以下，免許法）で規定されている免許状の枠組みでは，教員免許状を教科等ご
とに定めているのは，中学校以上の校種に関する免許状である 5)。したがって，授業の担当
者については，一般的に小学校では学級担任制，中学校以上の校種では教科担任制である。
しかし，一部では小学校における教科担任制の事例が見られる 6),7),8),9),10)。これらの事例で
は，教科の専門性や小学校と中学校の一貫性に重点を置いている。このことからも，教科
は学校教育の基本的かつ重要な観点であることが分かる。教員は，教科に対して教科経営
という形で関わる。教科経営とは，学校教育で行われる教科全般を対象とするいわゆる教
科教育の授業活動の目的をより一層効果的，能率的に達成しようとするための必要諸条件
の組織化と運営である 11)。教科経営は，授業の場面だけでなく，指導計画の検討，学習環
境の整備や評価方法の検討・実施，成績処理まで多岐にわたる。このことから，教科経営
の成否は学校教育の成否に直結することとなる。よって，教科教育の各場面で発揮される
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教員の資質・能力は重要であるといえる。 
教員の資質・能力については，これまで多くの議論がなされてきた。日本においては，
米国の教師教育改革の影響を受けながら進められてきた 12)。日本における教員の資質・能
力に関する議論における重要な教員の知識モデルとして，Shulman が提唱した「教育学的
推論と活動モデル」がある 13)。「教育学的推論と活動モデル」は，「理論的推論要素」と「過
程的構成要素」から成り立っている。前者は，教員が保有している知識のカテゴリーを整
理したものである。後者は，教員が知識を働かせる過程を定式化したものである。学問的
知識と臨床経験を統合する上で，Shulman の提唱したモデルは重要な示唆を与えた。一方
で，学校教育が教育政策という側面から，日本における教員に求められる資質・能力の捉
え方も重要である。教員の資質・能力とは，一般に「専門的職業である『教職』に対する
愛着，誇り，一体感に支えられた知識，技能等の総体」とされており，「素質」とは区別さ
れ後天的に形成可能なものと解されるものである 14)。また，教員の知識・技能には，人間
の成長・発達についての深い理解や教科等に関する専門的知識，広く豊かな教養が含まれ
る 15)。日本において，こうした資質・能力を身に付けた専門職としての教員の養成は，免
許状主義を基本とし，大学における教員養成と開放性を原則に構成されている 16)。教員養
成においては，教員として最小限必要な資質・能力を身に付けさせるとしている 15)。最小
限必要な資質・能力とは，採用当初から学級や教科と担任しつつ，教科指導，生徒指導等
の職務に著しい支障が生じることなく実践できる資質・能力である。したがって，教員養
成は，教員の資質・能力の基礎を身に付ける段階である。 
本研究では，教員の資質・能力のうち，特に教科経営に関わる資質・能力を教科専門力
とする。免許法に基づき教員養成で修得する内容は，大きく分けると「教科に関する科目」
と「教職に関する科目」がある 5)。中央教育審議会の答申である「これからの学校教育を担
う教員の資質能力の向上について」（以下，平成 27 年答申）では，教職課程における科目
の大くくり化及び教科と教職の統合を図る方向性が示されている 17)。具体的には，「教科に
関する科目」と「教職に関する科目」の中の「教科の指導法」を統合し，「教科及び教科の
指導法に関する科目」とするイメージが示されている 18)。教科の運営に関わるものである
こと，改定案で大くくり化されることを踏まえ，「教科の指導法」に関する内容も教科専門
力に関連するものとして扱う。本研究では，教科専門力における教科内容に関する知識・
技能等を修得する「教科に関する科目」（以下，教科専門科目）に着目する。教科専門科目
の内容は，各教科の背景となる学問の科目と等しいものではない。これは，教科と学問の
構造と同様である。例えば，中学校技術・家庭科（技術分野）（以下，技術科）の教員養成
における教科専門科目であれば，工学や農学の科目とは異なるということである。その理
由は，科目の目的や目標が異なるためである。端的に言えば，養成段階を経て，教科経営
において活用されるために修得するという目的的な科目として設置されている。したがっ
て，概念や知識・技能を扱い方や学習方法も異なる。近年，教員養成の質的水準に寄与す
るコアカリキュラム作成に関連した提言や試案が，審議会や関係団体においてなされてき
た。直近では，平成 27 年答申において，大学が教職課程を編成するにあたり参考とする指
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針として，教職コアカリキュラムを関係者が共同で作成する必要があるとしている 17)。教
職コアカリキュラムの在り方に関する検討会において，「教職課程コアカリキュラム」が作
成された。作成方針において，教職課程は医学教育や獣医学教育，法科大学院教育等のコ
アカリキュラムが作成されている専門職業人養成課程と異なり，校種・教科・職種・種類
が多岐にわたることから，まずは校種や職種に共通性の高い現行の「教職に関する科目」
について作成することとしている 19)。この教職コアカリキュラムでは対象としていない現
行の「教科に関する科目」については，今後順次整備していくことが求められている。教
科に関連する内容として，先述したように「教科及び教科の指導法に関する科目」される
「各教科の指導法」について，全体目標と一般目標，到達目標が示されている 19)。「各教科
の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）」において，学生が到達すべき個々の基準を
示す到達目標数として 10 項目が挙げられている。これらから教科経営においては，授業場
面に限らず様々な場面において多面的な能力が求められることが分かる。 
技術科の教員養成においては，教科専門科目の指導内容基準に関して，日本産業技術教
育学会が提案した「技術科教員養成修得基準」がある 20)。しかし，学び方や，内容の改善
方法についてはあまり議論されていない。これは，免許法において設定されている科目の
授業については，開放性の原則のもとで各大学の創意工夫に委ねられているため，議論が
進めにくい現状があると考えられる。さらに，教科経営者としての技術科を担当する教員
（技術科教員）に求められる資質・能力に関しては，あまり検討されていない。 
教員の資質・能力の形成は，教員養成で完結するものではない。日本においては，養成，
採用，研修の段階を経てなされるものであるとされている。これまでは，大学と教育委員
会等の任命権者で役割分担されていた。近年は，養成・研修の各段階において大学と教育
委員会の連携が求められ，制度の新設や改変が数多く示されている 17)。その中には，教育
委員会と大学等の協働の場である教員養成協議会において，教員養成指標や研修計画の整
備を進め，教員養成・採用・研修の一体化の実現を目指すという動向もある。この改革の
基本的な考えは，教員養成における学習を通した資質・能力の形成は，学校における教育
実践のために行われるということである。したがって，教員養成に対する評価というのは，
学校教育に与える効果によって行われるべきである。本研究では，教員養成における学習
が学校教育に与える効果のことを教員養成の実質的効果と呼ぶ。教員養成において何をど
のように学ぶことが，児童・生徒の学びに繋がるのかを検討する必要がある。もちろん，
教科専門教育においても，社会や生活といった背景だけでなく，学校教育における実践的
な知見からのフィードバックが求められる。 
 技術科教員養成の教科専門科目では，技術科の学習内容である生活や社会で利用されて
いる材料，加工，生物育成，エネルギー変換及び情報の技術について扱う。これら各内容
の技術の発展は日進月歩である。加えて，産業において普及した後に，個人化していく技
術は多い。代表的なものが，パーソナルコンピュータである。パーソナルコンピュータの
普及によって，多くの職業あるいは個人の活動の改善が図られた。その結果，新しい仕事
や趣味の創出にもつながった。このように個人に普及した技術は，生徒にとっても身近な
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技術となる。加えて，生徒は，今後の生活の中で，それらの技術を評価し活用していくこ
とが想定される。教科を教える，教科で教えるといった教科教育の意味から，教員養成の
教科専門で扱う内容的な検討も必要である。しかし，あらゆる技術を網羅的に扱うことは
現実的ではない。教科専門のいずれの科目においても，何について教えるか，何を通して
教えるかについて，どういった方針で検討するかといった検討方法自体が現代的課題であ
る。 
近年注目されている個人化した技術として，デジタルものづくりに用いられる技術があ
る。ものづくりの対象は幅広く，特に空間のある部分を占め，人間の感覚でとらえること
ができる物的な存在形態を持つものから，ソフトウェア業やデザイン業などで取り扱われ
る物的な存在形態を持たない対象も含まれる。本研究におけるデジタルものづくりでは，
物的な存在形態を持つものを対象とする。対象とするデジタルものづくりとは，コンピュ
ータの活用によってデジタル化されたものづくりであるといえる。このデジタルものづく
りは，1950 年代の NC 工作機械の実用化に端を発し，設計における CAD(Computer Aided 
Design)や CAE(Computer Aided Engineering)の導入や加工におけるマシニングセンタの
活用など，製造の各プロセスにおいて進んできた 21)。この変化は，物というアナログなデ
ータをデジタル化することによって，コンピュータが扱えるようにしたということもでき
る。例えるなら，手で文章を書いていた状態から，ワープロソフトを使って文章を書いて
る状態への変化である。この変化は，試行錯誤のしやすさや入出力，送受信を容易にした。
さらに，コンピュータ内の仮想 3 次元空間に表すことにより設計や製造の情報を分かりや
すくした。このデジタルものづくりに用いられる技術の発展により，コンカレントエンジ
ニアリング（以下，CE）が実現された。これによって，製品開発の初期段階から設計や製
造，営業といった各部署の協働を可能となり，設計から生産までの QCD(Quality･Cost･
Delivery)の改善が図られてきた。また，デジタルものづくりにおいて，レーザーカッター
や 3D プリンタなどのコンピュータと接続されたデジタル工作機械をもちいて，3DCG な
どのデジタルデータを素材から切り出すなどして成形する技術をデジタル・ファブリケー
ションと呼んでいる 22)。N・ガーシェンフェルドらは，デジタル・ファブリケーションの技
術を個人が活用するものづくりを，パーソナル・ファブリケーションとして提唱している
22)。パーソナル・ファブリケーションには，コンピュータによってさまざまなツールを自動
化しつつ，そのノウハウをインターネットで広く共有することで，個人がより容易に，高
度な創作に取り組むことができるという発想がある。これにより，DIY(Do It Yourself)の
延長として個人のものづくりを支え，多品種少量生産による産業構造の確立を進めている
21),22)。諸外国の学校教育では，反復プロセスの習得やイノベーション人材の育成のために，
国主導や官民共同でデジタルものづくりの導入が進められている 21)。また，日本の学校教
育においては，デジタルものづくりを活用した立体認知能力の向上や創造性育成の必要性
が指摘されている 21)。さらに，将来を展望した技術として修得するできる学習環境の整備
を進めることが宣言されている 23)。こうした背景から，技術科においてもデジタルものづ
くりが活用されている。藤田ら（2010）は，3 次元 CAD で作成した立体モデルを用いた設
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計教育が，立体認知能力の発達を支援することを明らかにしている 24)。また，藤田ら（2016）
は，3 次元 CAD のモデリング機能を活用した設計教育は，設計図などの技術的言語に関する能
力（以下，技術的言語能力）の習得に効果があることを明らかにした 25)。特に，技術的言語能
力の形成において「製作した製作品から形状モデルを作成する学習形態」は「形状モデルを作成
してから製作する学習形態」に比べて，初学者には効果があると述べている 25)。さらに，生徒
がデジタル工作機械を活用する実践的研究も行われている 26),27),28)。これらの研究により，
技術科におけるデジタルものづくりの学習効果や学習意義が明らかにされてきている。今
後のデジタルものづくりの発展や学習効果への期待から，普通教育における技術教育の一
翼を担う技術科教員に対するデジタルものづくり教育が必要である。技術科教員の研修に
ついての研究はすでに見られる。山本ら（2012）は，3D プリンタで製作した教材を用いた
教員研修を実施している 29)。しかしながら，技術科教員養成において，デジタルものづく
りに関する知識・技能の修得や活用に関して，ほとんど議論されていない。筆者が，2014
年および 2015 年に免許更新講習参加者 6 名を対象に行った調査では，「デジタルものづく
りへの興味」「デジタルものづくりを学習内容として技術科へ導入」「教材開発へのデジタ
ルものづくりの活用」「授業における教員・生徒へのデジタルものづくりの活用」「技術科
教員のデジタルものづくりに関する知識・技能の修得」のすべてにおいて，肯定的な回答
であった。この結果からも，技術科の教科経営を行っている教員からニーズがあると考え
られる。 
そこで，本研究では，デジタルものづくりを題材とし，技術科教員の教科専門力を向上
するための教科専門教育の提案を行う。この目的のために，次の 3 つの内容について検討
および考察する。 
① 技術科教員養成における教科専門教育で修得する資質・能力の検討 
② 教科専門力向上を目指した，教員養成におけるデジタルものづくり学習プログラムの
開発 
③ 学校教育における実践を通した，デジタルものづくり学習プログラムの実質的効果の
評価 
 本研究の構成は，以下の通りとした。まず，これまでの教員の資質・能力に関する議論
を概観する。それを踏まえ，技術科教員に求められる資質・能力，特に教科専門に関する
資質・能力の要素の検討を行う。次に，技術科教員養成の教科専門の学習における教科専
門力の向上方法について考察する。具体的には，デジタルものづくりを活用した学習プロ
グラムの開発と，教員養成における授業実践を通した教育効果の評価を行う。さらに，デ
ジタルものづくりを活用した技術科における授業実践の考察を通して，開発したデジタル
ものづくり学習プログラムの実質的効果を検証する。 
各章の概要は，以下の通りである。第 2 章では，教員の資質・能力に関する議論を整理
し，技術科教員養成で扱うことが求められる教科専門力の要素について検討する。まず，
教員に求められる資質・能力について，いつの時代も求められる資質・能力と現代社会に
おける教員像における資質・能力を整理する。次に，技術科の特徴を考慮しつつ，技術科
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教員養成における教科専門教育で修得する資質・能力とその学習方法について検討する。 
第 3 章では，デジタルものづくりに着目し，教員養成における教科専門の授業を通した
資質・能力の向上を志向した学習方法について考察する。デジタルものづくりを活用した
学習プログラムの開発を行う。開発した学習プログラムは，授業実践を通して教育効果の
評価を行う。 
第 4 章では，学校教育における実践事例からのフィードバックにより，第 3 章の学習プ
ログラムの実質的効果を検証する。第 3 章の学習プログラムの受講生が実施する，デジタ
ルものづくりを活用した技術科の教育実践における教育効果について考察する。これによ
り，本研究で開発した教員養成におけるデジタルものづくり学習プログラムの実質的効果
を考察する。 
第 5 章では，本研究で提案した技術科教員の教科専門力を向上するための教科専門教育
および提案した教科専門教育の評価を整理し，今後の研究について考察する。 
以上の流れにより，デジタルものづくりを題材とし，技術科教員の教科専門力を向上す
るための教科専門教育を提案する。なお，本研究における教員養成では，教員養成機関の
うち，教員養成課程を中心として扱う。しかし，大学における教科専門教育の場を広く捉
え，教員養成課程に限定せず，修士課程も含んだ教員養成を対象に論じる。
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第 2 章 技術科教員における教科専門力の検討 
 
2.1 緒言 
専門職としての教員の資質・能力は，複数の要素を持つ。教科経営に関わる資質・能力
である教科専門力は，その一部である。本研究では，資質・能力の中の知識について，常
に再構成を繰り返すダイナミックなシステムと捉えている。このような知識観について，
今井（2016）は，「使うための知識」としての知識観だと述べている 30)。一方で，知識とは
「客観的事実」であり，事実という知識片を集めるといった知識観も見られる。この知識
片を集め膨張させるモデルにおいては，他の要素どうしを関連づけられていないため，使
うことが難しい。知識をシステムと捉えた場合は，新しく取り入れられた要素は，システ
ム中にすでに存在している要素と関連づけられながら学習されることとなる。その構造に
よって，新たな知識を発見することも，知識をシステムと捉える知識観の特徴である。ま
た，平成 27 年答申において，これからの時代に必要とされる知識を有機的に結びつけ構造
化する力の向上が求められている点からも，この知識観は適当であると考えられる。今井
（2016）は，システムをつくるためには，システムの外枠が重要であることを述べている
30)。誤ったスキーマがシステムの土台となってしまうと，新しい要素の学習が困難になる。
このことから，新たな領域との出会いが多い教員養成は担う役割は大きい。したがって，
教員養成においては，より多くの知識片を集めることよりも，システムの土台を作ること
優先的に求められる。教員の資質・能力の枠組みについては，先行研究がいくつかある。
当然，教科専門力の向上に関して，各教科に共通項を見出すことも考えられる。しかし，
教科専門力全体の話については別稿に譲り，本論文では技術科教員に求められる資質・能
力に関する議論に留めたい。 
日本教育大学協会において，初めて中学校の教科別の到達目標モデルのサンプルを示し
ている 31)。このモデルでは，教科専門と教科教育を一体として捉えたモデルである。さら
に，今後の発展的なモデル形成を見据え，具体的なモデルとして策定されている。また，
技術科教員の資質・能力の一部である，知識や技能については日本産業技術教育学会から
技術科教員養成修得基準が示されている 20)。技術科教員養成修得基準によって，技術科教
員の質保証を目指した実践的研究が進められてきた 32),33)。一方で，技術科教員に求められ
る資質・能力の全体像や資質・能力ごとの関係性については，あまり研究が見られない。
橋本孝之ら（2011）は，「技術科教員に求められる資質能力」を提案することを目的とし，
「全ての教員に求められる資質能力」を踏まえて資質・能力を検討している 34)。ここでは，
「全ての教員に求められる資質能力」を「コミュニケーション能力，学級経営能力などの
能力」と「専門的知識・技能」に分けられるとした。また，「専門的知識・技能」も「教職
専門」と「教科専門」に分けられることができるとしている。ここでの「専門的知識・技
能」とは，教科経営の際に発揮される知識・技能である。さらに，すべての教員に求めら
れる資質･能力を各教科で考えた際に「教科専門に関わる知識･技能」は相対的に重要にな
ると指摘している。また，これまで述べた技術科教員に求められる資質・能力に関連する
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研究は，平成 27 年答申において教員の資質・能力向上の背景として示されている，教育課
程・授業方法の改革や社会環境の急激な変化，学校を取り巻く環境の変化に対応していな
い 17)。それらの課題に応じた現代的な教員像における資質・能力を検討する必要がある。
そこで，本研究では，「すべての教員に求められる資質・能力」を，図 2.1 に示したよう「い
つの時代も求められる資質・能力」と「現代的な教員像における資質・能力」に分けて考
える。また，技術科教員として強調される資質・能力を技術科教員として求められる資質・
能力とし，図 2.1 に示したようにあると考えた。 
すべての教員に求められる資質・能力について整理したうえで，特に技術科を担当する
教員として求められる資質・能力について考察する。また，教員養成や教員研修における
現状と課題を踏まえて，教員養成で育成する技術科教員の教科専門に関する資質・能力と，
その向上方法について考察する。 
 
 
図 2.1 すべての教員に求められる資質・能力 
 
2.2 すべての教員に求められる資質・能力 
2.2.1 いつの時代も求められる資質・能力 
 まず，すべての教員に求められる資質・能力のうち，時代を超えて求められる教員の資
質・能力についての議論を整理する。平成 9 年における教育職員養成審議会答申「新たな
時代に向けた教員養成の改善方策について（第 1 次答申）」（以下，平成 9 年答申）では，
昭和 62 年における同審議会答申「教員の資質能力の向上方策等について」を基に「いつの
時代も教員に求められる資質能力」について述べている 35)。平成 9 年答申におけるいつの
時代も求められる資質・能力とは，「教育者としての使命感，人間の成長・発達についての
深い理解，幼児・児童・生徒に対する教育的愛情，教科等に関する専門的知識，広く豊か
な教養，これらを基盤とした実践的指導力等」であるとしている。平成 9 年答申で述べら
れたいつの時代も求められる資質・能力からは，教員の資質・能力は多岐にわたることが
読み取れる。一方で，各要素の関連性については触れられていない。また，どのような教
員像に基づいているのか分かりにくい。そこで，本研究では，教員の専門性の核心に関す
る研究から，いつの時代も求められる資質・能力，特に授業実践において活用される知識
について検討することとした。 
 1980 年代より，世界の様々な国々で子供たちの学力向上や学力保証を考えていく際に教
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員の資質・能力が話題となり，教員の力量の研究に関心が向けられるようになった 36)。1980
年代のアメリカでは，「教職の専門性」確立のために大規模な改革が進んだ。Schön は，専
門家の捉え方として，「技術熟達者 (technical expert)」と「反省的実践家 (reflective 
practitioner)」という 2 種類の概念を提示した 37)。 
技術熟達者とは，現実の問題に対処するために，専門的知識や科学的技術を合理的に適
用する実践者としての専門家像である。一方で，反省的実践家とは，「行為の中の省察」と
呼ばれる洞察を行う専門家像である。「行為の中の省察」とは，活動の流れの中で，瞬時に
生じては消えゆく束の間の探求としての思考のことである。Kennedy（1987）や Rubin（1989）
はこれらの概念を用いて，教員の専門性は学術理論や教授スキルを授業に合理的に適応で
きることにあるのではなく，授業過程での思考や判断にあると主張している 38),39)。 
授業過程における意思決定に関しては，Shavelson & Stern（1981）のモデルを修正した
𠮷崎（1988）のモデルがある 40)。𠮷崎のモデルを図 2.2 に示す。このモデルでは，授業計
画と授業実態との比較において，教員が認知するズレと原因に応じて，次の 3 つの意思決
定過程を想定している。授業過程の意思決定において，教員が知識を用いるのは，授業計
画と実態とのズレが許容範囲を超え，その原因が授業内容の問題に帰結する場合である。
この時，教材内容についての知識と，授業構造についての知識とから行動選択肢を呼び出
し，ある程度満足できる行動選択肢を選ぶ。また，授業計画を検討するときには，教材内
容や授業構造についての知識に加え，生徒についての知識が用いられる。生徒についての
知識は，教室事象を観察するためのモニタリング・スキーマの構成にも用いられる。教員
は，このスキーマの働きによって，授業計画と授業実態との比較を行う。このように，授
業を実施する教員の思考や判断の背景には，種々の知識が働いていることが考えられる。 
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図 2.2 授業過程における教師の意思決定モデル（𠮷崎，1988） 
 
授業をはじめとする教科経営において求められる教員の資質・能力は，その場の状況に
依存している。また，教員は様々な知識を利用しているだけではない。教員は知識を複合
し，学級や教材という文脈に合わせた知識として使用していることが実証的に明らかにさ
れてきている 41)。Shulman（1987）は，教員の知識モデルとして「教育学的推論と活動モ
デル」を提唱した 42)。このモデルでは，表 2.1 に示す理論的構成要素と図 2.3 に示す過程的
構成要素から成り立っている。前者は，教員が保有している知識である「知識基礎」をカ
テゴリー化して整理したものである。後者は，教員が知識を働かせる過程を定式化したも
のである。図 2.3 に示すように，一連の循環をする活動である。Shulman は，理論的構成要
素に含まれる PCK(Pedagogical Content Knowledge)の概念によって学問的知識と臨床経験
を統合することを提唱した。佐藤学は，この PCK を「授業を前提とした教材についての知
識」と訳している。「授業を前提とした教材についての知識」とは，「教材の内容を生徒に
伝達し生徒の認識へと変容する過程で機能する教師の知識」であり，「教師が保有している
授業状況
1.キュー(手掛り)
―生徒の注意
―生徒の反応
―生徒の行動
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択
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教育内容の知識（content knowledge）を，生徒の能力や背景の多様性に応じて教育学的に
（pedagogically）強力で適切なかたちへと変容する」教員の資質・能力であるとしている
43)。Shulman は，教員の専門性を，教員が理解した内容を生徒が理解しやすい形に変形す
る｢翻案｣という活動に置いている。それを支える知識として PCK を位置付けている。省察
によって PCK を自覚化し自らの活動をコントロールできるようになるという意図を込めて，
｢教育学的推論と活動モデル｣を提唱した 42)｡表 2.1 で示した理論的構成要素は，教員が教科
経営を行うことを前提に，いつの時代も求められる資質・能力の要点を述べているもので
あるといえる。 
  
表 2.1 理論的構成要素 
① 教科内容に関する知識 
② 一般的な教育に関する知識 
③ カリキュラムに関する知識 
④ PCK 
⑤ 学習者と学習者の特性に関する知識 
⑥ 教育的文脈に関する知識 
⑦ 教育目標・価値とその哲学的・歴史的根拠に関する知識 
 
 
 
図 2.3 過程的構成要素 
 
 
  
理解
comprehension
評価
evaluation
省察
reflection
指導
instruction
新しい理解
new 
comprehension
翻案
transforming
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2.2.2 現代的な教員像における資質・能力 
 現代は，社会の変化が複雑さを増し，予測困難な時代である。現代における教員像から
教員の資質・能力について考察する。木原（2016）は，近年の教師教育の研究と実践の基
盤を成す教員像を「多元的・持続的に省察を繰り返す教師」と総称している 44)。「多元的・
持続的に省察を繰り返す教師」の資質・能力は，現代の学校教育，主として義務教育段階
に関わる教員の力量に関する諸研究の知見から，表 2.2 に示す 5 つの側面に還元できる。こ
れらの 5 つの側面の基底に位置付く「よき社会人」は，21 世紀社会において働き活躍する
人材に求められる資質・能力である。教員として特に求められる資質・能力は，「技術的熟
達者（認知的反省）」，「探究的熟達者（実践的反省）」，「批判的実践家（政治的社会的反省）」，
「専門的な学習共同体のメンバー」という教員像の資質・能力である。「技術的熟達者(認知
的反省)」，「探究的熟達者（実践的反省）」は，前述した Schön の提案する専門家像を持っ
た教員像である。「批判的実践家（政治的社会的反省）」も，反省的実践家としての教員像
である。前述の「探究的熟達者」としての教員像との違いは，その反省の対象が政治や社
会といったマクロな存在に向けられる点である。教員が批判的実践家としての資質・能力
を有することは，結果的に子供たちの学力を高めたり，目標を達成したりしやすい要因と
なっている 44)。「5. 専門的な学習共同体のメンバー」としての教員とは，生徒の学習の質
を向上させるために，自らの経験で蓄積した知恵を共有し，集団として探求する教員であ
る。我が国における，専門的な学習共同体およびそのネットワーク化は，歴史を有し，さ
らに進行中である 44)。２１世紀を生き抜くための力を育成するための教員像をして，「学び
続ける教員像」の確立が求められる。「学び続ける教員」とは，「教職生活全体を通じて，
実践的指導力等を高めるとともに，社会の急速な進展の中で，知識・技能の絶えざる刷新
が必要であることから，教員が探究力を持ち，学び続ける存在」としての教員像である 45)。
平成 24 年答申では，教員養成においても，学び続ける教員像の確立のために高度化をねら
った改善が求められている 45)。さらに，教科経営に関する目標がまとめられた教職課程コ
アカリキュラムにおける「各教科の指導法（情報機器及び教材の活用も含む）」の到達目標
においても同様の考えがみられる。到達目標を表 2.3 に示す。教科経営という観点からも学
び続ける教員像は重要であり，(1)と(2)それぞれの 5.は，いずれも学び続ける教員像に関連
したものであると考えられる。また，その他の項目においても，PCK や実践的反省などの
反省的実践家としての専門性を踏まえた記述がみられる。PCK を踏まえた記述であろう(1)
の 4.では，教科の背景となる学問領域が，教科経営という目的のために扱われることが示
されている。したがって，教科専門学習においては，教科経営で活用されることを見通し
た学習が望ましい。 
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表 2.2 変化する社会における教員像の 5 つの要素 44) 
教員像 能力・資質 代表的概念 
1.よき社会人 教養 市民性 
技能（スキル） 21 世紀型スキル 
精神的健康 幸福感，安定感 
2.技術的熟達者 
（認知的反省） 
知識 PCK 
技能（スキル） 教授スキル 
3.探究的熟達者 
（実践的反省） 
臨床知 実践的知識・思考 
問題解決力 多文化や学力格差に応ずるための指導力 
4.批判的実践家 
（政治的社会的反省） 
学び続ける意思 アイデンティティ 
コミットメント 
レジリエンス 
5.専門的な学習共同体のメンバー 学び続ける関係性 同僚性 
リーダーシップ 
パートナシップ 
  
表 2.3 「各教科の指導法」の到達目標 19) 
(1)当該教科の目標及び内容 
1.学習指導要領における当該教科の目標及び主な内容並びに全体構造を理解している。 
2.個別の学習内容について指導上の留意点を理解している。 
3.当該教科の学習評価の考えを理解している。 
4.当該教科と背景となる学問領域との関係を理解し，教材研究に活用することができる。 
5.発展的な学習内容について探求し，教科指導への位置付けを考察することができる。 
 ※中学校教諭及び高等学校教諭 
(2)当該教科の指導方法と授業設計 
1.子供の認識・思考・学力等の実態を視野に入れた授業設計の重要性を理解している。 
2.当該教科の特性に応じた情報機器及び教材の効果的な活用方法を理解し，授業設計に活用する 
ことができる。 
3.学習指導要領の構成を理解し，具体的な授業を想定した授業計画と学習指導案を作成することが
できる。 
4.模擬授業の実施とその振り返りを通して，授業改善の視点を身に付けている。 
5.当該教科における授業実践の動向を知り，授業設計の向上に取り組むことができる。 
 ※中学校教諭及び高等学校教諭 
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教員の同僚性についても重要視されている。表 2.2 の「5. 専門的な学習共同体のメンバ
ー」の代表的概念において同僚性が挙げられ，学び続ける関係性のために必要であること
を指摘している。日本の方針としても，平成 24 年答申において，「困難な課題に同僚と協
働し，地域と連携して対応する教員」の必要性が述べられている 45)。さらに，平成 27 年答
申では，教育課程の改善を実現する体制整備として，学内外における協働の重要性につい
て述べ，「チームとしての学校」という学校像を示している。「チームとしての学校」像と
は，「校長のリーダーシップの下，カリキュラム，日々の教育活動，学校の資源が一体的に
マネジメントされ，教職員や学校内の多様な人材が，それぞれの専門性を生かして能力を
発揮し，子供たちに必要な資質・能力を確実に身に付けさせることができる学校」である。
「チームとしての学校」においては，教員以外の多様な専門人材が学校に参画することが
前提としている。したがって，各教員には，専門性と協働性が求められる。「チームとして
の学校」による体制整備によって，教員は本来的な業務に専念することが期待される。平
成 27 年答申では，本来的な業務としては，学習指導，生徒指導，進路指導，学校行事，授
業準備，教材研究，学年・学級経営，校務分掌や校内委員会等に係る事務，教務事務（学
習評価等）が挙げられる 17)。 
学習指導や授業準備，教材開発といった授業に関連する教科経営の業務においては，「ア
クティブ・ラーニング」の視点からの授業改善が求められている。「アクティブ・ラーニン
グ」とは，「教員による一方的な講義形式の教育とは異なり，学修者の能動的な学修への参
加を取り入れた教授・学習法の総称」である 46)。この授業改善は，主体的・協働的な深い
学びの実現のために行われている。一斉授業型以外の方法を用いた授業運営と，これまで
述べてきた教員の専門性や資質・能力は矛盾するものではない。生徒に知識や技能だけを
身に付けさせるのではなく，変化の激しい社会を生きぬく力を育むために，教科教育にお
ける目標達成をねらうことである。また，そのために授業においても最適な方法を選択す
るということである。「アクティブ・ラーニング」の視点からの授業改善を支える教員像と
して，ワークショップや参加型授業を行うファシリテーター（促進させる者）としての教
員像が考えられる 47)。ファシリテーターとしての教員像は，場面の企画をする役割を担う
人としての教員像である 48)。この教員像は，用意された知識を効率よく伝達するトップダ
ウン型の指導者ではない。学習者に対し引き出したり，問いかけたり，待ったりしながら，
学習者同士をつなぐといったボトムアップ型あるいはネットワーク型と表現される教育形
態を志向する支援者としての教員像である。こうした教員像においては，何を教えたかで
はなく，生徒が学び，できるようになったが重要となる。したがって，ティーチング的要
素やカウンセリング的要素，コーチング的要素は，場面や曲面に応じて柔軟に活用しなが
ら学びの場をデザインする。そのため，教員が教えるか，教えないかといった方法論的な
議論ではない。このような学校教育を「教える」から「学ぶ」の転換は，「方法」から「目
的」への重点の転換であるともいえる。「学ぶ」ことに重点を転換した学校教育においては，
図 2.4 に示すような教員と学習者の関係は従来の「教える」「教えられる」という関係性で
はない。特に学ぶべき事柄が多様化している現代においては，図 2.5 に示す佐伯（1995）
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が提案した関係性として捉えることが必要である 49)。図 2.5 に示す関係性においては，学
ぶ内容は教員の頭の中にあるわけではなく，文化の中に埋め込まれている。教員は，文化
に参加して，教科についてより深く探求している必要がある。また，このような関係性に
おいては，教員は教員に続いて文化へ参加しようとする学習者を援助する役割を果たすと
考えられる。より効果的に学校教育の目的を達成するために，教員養成においても時代に
即した教員像にもとづいて改善を行う必要がある。 
 
 
図 2.4 知識の伝達者としての教員と学習者の関係 
 
 
図 2.5 文化への参加援助者としての教員と学習者の関係（佐伯（1995）を参考に筆者作成） 
 
2.3 技術科教員に求められる資質・能力 
 専門分野などの立場によって，修得すべき内容や強調される点が区々である。このこと
から，求められる資質・能力を網羅的にあげることは際限がない。また，教員養成におい
ては，各教科に即した資質・能力を育む必要があるとされている 50)。したがって，本研究
では，技術科教員養成において，技術科の教科運営の特徴から強調される資質・能力につ
いて検討することとした。また，個別の知識・技能を網羅的にあげることは避け，どのよ
うな要素があるかについて検討する。 
 
2.3.1 技術科教育の変遷 
まず，技術科の目標と内容構成の概観を通して，技術科教員に求められる資質・能力に
ついて検討する。表 2.4 に各学習指導要領改訂時の技術・家庭科の目標を示す。技術科とし
ての目標が別途書かれているものについては，技術・家庭科の目標と併記している。技術
科は，職業科を前身として，科学技術教育の向上を図るという基本方針に基づき 1958 年（昭
和 33 年）の中学校学習指導要領から，技術・家庭科という形で新設された 51),52)。技術・家
庭科の目標からは，ものづくりを通した人間形成を行うことが読み取ることができる。そ
の一方で，産業界への奉仕を目的にした従順な労働者の育成であるという批判や，将来の
学習者 
知識 
教員 
伝達 
学習者 
知識 
文化 
教員 
参加 参加 
援助 
 16 
変化に適応できる能力育成のため理論的学習を充実させる必要性の指摘もあった 51)。1969
年（昭和 42 年）改訂の学習指導要領においては，技術・家庭科の目標に「くふう創造の能
力」を養うことが加えられた 53)。これは，教育課程審議会における教育課程改善の一般方
針の取りまとめにおいて，「目標については，生活に必要な基礎的技術の習得とともに，そ
れを通して思考力や想像力を養うという目標を明らかにすること」という方針が示された
ことによる 51)。これにより，技術科教育がものづくりを通して，どのような資質・能力を
育成するのかが明らかにされた。以降，工夫し創造する資質・能力は技術科教育における
キーワードになったといえる。その後，1977 年（昭和 52 年）と 1989 年（平成 1 年）の中
学校学習指導要領改訂においては，目標に大きな変更はなかった 54),55)。1998 年（平成 10
年）に改訂された中学校学習指導要領における技術・家庭科の目標も，前回の改訂からほ
とんど変更はない。しかし，この 1998 年の改訂では，技術科と家庭科それぞれの目標の記
載が加えられた。また，技術科の学習活動は，実践的・体験的であることが述べられた。
また，技術が果たす役割についての理解し，適切に活用するという技術リテラシー教育と
しての文言が加えられた。技術リテラシーとは，技術と社会との関わりについて理解し，
技術に関する知識や技能を活用して，さまざまな技術的課題を適切に解決する能力であり，
技術を公正に評価・活用する能力や，新たな技術や製品を創造する能力を含むものである
56)。技術リテラシーは，技術的職業につかない人も含めて，すべての生徒に必要である。技
術的リテラシーを育むことは，個人を賢い消費者とするだけでなく，主権者として社会的
な意思決定に関与できることに繋がる 57)。この側面は，2008 年（平成 20 年）改訂の中学
校学習指導要領において，技術科の目標に「技術を適切に評価し活用する能力」と示され
ることでより強調された 58)。さらに，2017 年（平成 29 年）改訂においては，他教科と連
携しやすい形で，目標として資質・能力が明確化された。具体的には，生きて働く「知識・
技能」の習得，未知の状況にも対応できる「思考力・判断力・表現力等」の育成，学びを
人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力・人間性」の涵養の 3 つの柱からなる枠組
みで整理された 59)。また，「技術の見方・考え方を働かせ」学習活動を行うという，実践的・
体験的な活動内容に関しての記述も示された。「技術の見方・考え方」とは，「生活や社会
における事象を，技術との関わりの視点で捉え，社会からの要求，安全性，環境負荷や経
済性等に着目して技術を最適化すること」である。また，2017 年 6 月に公示された中学校
学習指導要領解説によると，技術の発達を主体的に支える（ガバナンス）力と技術革新を
牽引する（イノベーション）力をねらっていることが述べられている 60)。また，そのねら
いを達成するために，「知識・技能」の習得，「思考力・判断力・表現力等」の育成，「学び
に向かう力・人間性」の涵養が必要であるとしている。これまで述べてきたように，常に
時代に合わせながら目標が変わってきた中で，全人教育に対する意義がある。普通教育と
しての技術教育を担う技術科教員としては，教科の目標や価値を理解し教科経営をする必
要がある。このことは，すべての教科で言えることである。特に技術科の場合は，これま
で述べたように目標が，それ以前の目標を方法として取り込む形で更新されてきた経緯が
ある。今後も社会や生活の中で活用される技術の発展の影響を受け，更新されていくこと
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が想定される。したがって，技術科教員は，教科の目的や価値について，学習し続けなが
ら，理解し実践する必要がある。加えて，見方・考え方は教科の目的や価値の根幹に関わ
るものである。したがって，教科経営者としては，教科の目的や価値に関する事柄は，最
小限必要な資質・能力であるといえる。 
技術科は，時代的な背景や社会的な要請に即した形で，内容構成を変化させてきた 51)。
表 2.5 に各学習指導要領改訂時の技術・家庭科の内容構成を示す。新設時には，男女別カリ
キュラムであった 52)。その後，1977 年改訂学習指導要領による一部内容乗り入れという形
を経て，1989 年改訂より男女別カリキュラムは廃止となった 54)。また，この改訂では，「情
報基礎」が新設された。「情報基礎」では，①コンピュータの仕組み，②コンピュータの基
本操作と簡単なプログラムの作成，③コンピュータの利用，④日常生活や産業の中で果た
している情報やコンピュータの役割と影響，の４項目が示されている。「情報基礎」に関す
る技術は，近年，特に発展が目覚ましい領域である。「情報基礎」に関する技術では，教科
の目標を踏まえて，生徒が情報活用能力を習得できる題材の開発が求められた。その後，
2008 年改訂の学習指導要領以降は，技術科のすべての内容を必修となり，実質的に学習内
容の増加となった 58)。その一方で，授業時数は改訂ごとに減少している。2008 年改訂の学
習指導要領では時数の増減はなかったが，先述の通り全内容が必修となったため実質的な
時間数削減といえる。こうした状況から，複合的な教材に対する必要性が高まった。また，
各領域の技術に対する理解とそれら俯瞰し関連づけて捉えることが求められるといえる。 
技術科という教科を経営する専門家としては，技術科の内容に関する知識・技能を十分
に修得する必要がある。その知識・技能を基礎にして PCK を働かせ，学校教育に適合して
いくことが求められる。また，新しい技術が開発されたり，普及されたりすることによっ
て，今後も教科内容や扱う範囲が変わっていくことも考えられる。したがって，技術科教
員は学び続けることが特に求められる教科であるといえる。 
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表 2.4 技術・家庭科の目標の変遷 
改訂年 目標 
1958 年 
(昭和 33 年) 
１ 生活に必要な基礎的技術を習得させ，創造し生産する喜びを味わわせ，近代技術に関
する理解を与え，生活に処する基本的な態度を養う。 
２ 設計・製作などの学習経験を通して，表現・創造の能力を養い，ものごとを合理的に
処理する態度を養う。 
３ 製作・操作などの学習経験を通して，技術と生活との密接な関連を理解させ，生活の
向上と技術の発展に努める態度を養う。 
４ 生活に必要な基礎的技術についての学習経験を通して，近代技術に対する自信を与
え，協同と責任と安全を重んじる実践的な態度を養う。 
1969 年 
(昭和 44 年) 
生活に必要な技術を習得させ，それを通して生活を明るく豊かにするためのくふう創造
の能力および実践的な態度を養う。 
このため， 
１ 計画，製作，整備などに関する基礎的な技術を習得させ，その科学的な根拠を理解さ
せるとともに，技術を実際に活用する能力を養う。 
２ 家庭や社会における技術と生活との密接な関連を理解させ，生活を技術的な面からく
ふう改善し，明るく豊かにする能力と態度を養う。 
３ 仕事を合理的，創造的に進める能力や協同・責任および安全を重んじる態度を養う。 
1977 年 
(昭和 52 年) 
生活に必要な技術を習得させ，それを通して家庭や社会における生活と技術との関係を
理解させるとともに，工夫し創造する能力および実践的な態度を育てる。 
1989 年 
(平成 1 年) 
生活に必要な基礎的な知識と技術の習得を通して，家庭生活や社会生活と技術とのかか
わりについて理解を探め，進んで工夫し創造する能力と実践的な態度を育てる。 
1998 年 
(平成 10 年) 
 生活に必要な基礎的な知識と技術の習得を通して，生活と技術とのかかわりについて理
解を深め，進んで生活を工夫し創造する能力と実践的な態度を育てる。 
（技術分野の目標） 
実践的・体験的な学習活動を通して，ものづくりやエネルギー利用およびコンピュータ活
用等に関する基礎的な知識と技術を習得するとともに，技術が果たす役割について理解を
深め，それらを適切に活用する能力と態度を育てる。 
2008 年 
(平成 20 年) 
 生活に必要な基礎的な知識と技術の習得を通して，生活と技術とのかかわりについて理
解を深め，進んで生活を工夫し創造する能力と実践的な態度を育てる。 
（技術分野の目標） 
ものづくりなどの実践的・体験的な学習活動を通して，材料と加工，エネルギー変換，生
物育成および情報に関する基礎的・基本的な知識および技術を習得するとともに，技術と
社会や環境とのかかわりについて理解を深め，技術を適切に評価し活用する能力と態度を
育てる。 
2017 年 
(平成 29 年) 
生活の営みに係る見方・考え方や技術の見方・考え方を働かせ，生活や技術に関する実
践的・体験的な活動を通して，よりよい生活の実現や持続可能な社会の構築に向けて，生
活を工夫し創造する資質・能力を次のとおり育成することを目指す。 
(1) 生活と技術についての基礎的な理解を図るとともに，それらに係る技能を身に付ける
ようにする。 
(2) 生活や社会の中から問題を見いだして課題を設定し，解決策を構想し，実践を評価・
改善し，表現するなど，課題を解決する力を養う。 
(3) よりよい生活の実現や持続可能な社会の構築に向けて，生活を工夫し創造しようとす
る実践的な態度を養う。 
（技術分野の目標） 
技術の見方・考え方を働かせ，ものづくりなどの技術に関する実践的・体験的な活動を通
して，技術によってよりよい生活や持続可能な社会を構築する資質・能力を次のとおり育
成することを目指す。 
(1) 生活や社会で利用されている材料，加工，生物育成，エネルギー変換および情報の技
術についての基礎的な理解を図るとともに，それらに係る技能を身に付け，技術と生活や
社会，環境との関わりについて理解を深める。 
(2) 生活や社会の中から技術に関わる問題を見いだして課題を設定し，解決策を構想し，
製作図等に表現し，試作等を通じて具体化し，実践を評価・改善するなど，課題を解決す
る力を養う。 
(3) よりよい生活の実現や持続可能な社会の構築に向けて，適切かつ誠実に技術を工夫し
創造しようとする実践的な態度を養う。 
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表 2.5 技術・家庭科の内容構成の変遷（1958~1977） 
改訂年 内容構成および履修方法 
1958 年 
(昭和 33 年) 
〔男子向き〕１年 設計・製図，木材加工・金属加工，栽培 
      ２年 設計・製図，木材加工・金属加工，機械 
      ３年 機械，電気，総合実習 
〔女子向き〕１年 調理，被服製作，設計・製図，家庭機械・家庭工作 
      ２年 調理，被服製作，家庭機械・家庭工作 
      ３年 調理，被服製作，保育，家庭機械・家庭工作 
〇男子向き，女子向き別，学年別に示された内容は，すべて取り扱う。 
1969 年 
(昭和 44 年) 
〔男子向き〕１年 製図，木材加工，金属加工 
      ２年 木材加工，金属加工，機械，電気 
      ３年 機械，電気，栽培 
〔女子向き〕１年 被服，食物，住居 
      ２年 被服，食物，家庭機械 
      ３年 被服，食物，保育，家庭電気 
〇男子向き，女子向き別，学年別に示された内容は，すべて取り扱うが，３年では必要に
より一部の内容を削除・代替することができる。 
1977 年 
(昭和 52 年) 
Ａ 木材加工〔１，２〕       Ｆ 被服〔１，２，３〕 
Ｂ 金属加工〔１，２〕       Ｇ 食物〔１，２，３〕 
Ｃ 機械〔１，２〕         Ｈ 住居 
Ｄ 電気〔１，２〕         Ｉ 保育 
Ｅ 栽培 
〇男女のいずれにも地域や学校の実態および生徒の必要並びに男女相互の理解と協力を
図ることを考慮して，７以上の領域を選択して履修させる。 
1989 年 
(平成 1 年) 
Ａ 木材加工            Ｇ 家庭生活 
Ｂ 電気              Ｈ 食物 
Ｃ 金属加工            Ｉ 被服 
Ｄ 機械              Ｊ 住居 
Ｅ 栽培              Ｋ 保育 
Ｆ 情報基礎 
〇ＡからＫまでの中から７以上の領域を選択して履修させる。その際，Ａ，Ｂ，Ｇ，Ｈの
４領域はすべての生徒に履修させる。 
1998 年 
(平成 10 年) 
〔技術分野〕            〔家庭分野〕 
Ａ 技術とものづくり        Ａ 生活の自立と衣食住 
Ｂ 情報とコンピュータ       Ｂ 家庭と家庭生活 
〇技術分野のＡ，Ｂおよび家庭分野のＡ，Ｂの（1）～（4）の項目については，すべての
生徒に共通に履修させる。その他の項目については選択的に履修させる。 
2008 年 
(平成 20 年) 
〔技術分野〕            〔家庭分野〕 
Ａ 材料と加工に関する技術     Ａ 家庭生活と家族 
Ｂ エネルギー変換に関する技術   Ｂ 日常の食事と調理の基礎 
Ｃ 生物育成に関する技術      Ｃ 快適な衣服と住まい 
Ｄ 情報に関する技術        Ｄ 身近な消費生活と環境 
〇技術分野の内容Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄおよび家庭分野の内容Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄについて，すべて
の生徒に履修させる。ただし，家庭分野の内容Ａ（3）エ，Ｂ（3）ウおよびＣ（3）イに
ついては，これら 3 事項のうち 1 又は 2 事項を選択して履修させる。 
2017 年 
(平成 29 年) 
〔技術分野〕            〔家庭分野〕 
Ａ 材料と加工の技術        Ａ 家族・家庭生活 
Ｂ 生物育成の技術         Ｂ 衣食住の生活 
Ｃ エネルギー変換の技術      Ｃ 消費生活・環境 
Ｄ 情報の技術 
〇技術分野の内容Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄおよび家庭分野の内容Ａ，Ｂ，Ｃについて，すべての生
徒に履修させる。ただし，家庭分野の内容Ａ（4），Ｂ（7）およびＣ（3）については，こ
れら 3 項目のうち 1 以上を選択して履修させる。 
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2.3.2 技術科の担当形態 
2014 年度に行われた全国アンケート調査によると，多くの学校で技術科教員は 1 校に 1
人程度である 61)。このことから，技術科教員は，新任から教科経営全体を担当することが
考えられる。教育課程の編成は，学校長が責任者となって各学校が行う 62)。教育課程とは，
学校教育の目的や目標を達成するために，教育の内容を子供の心身の発達に応じ，授業時
数との関連において総合的に組織した学校の教育計画である。このうち，学年ごとあるい
は学級ごとなどに，指導目標，指導内容，指導の順序，指導方法，使用教材，指導の時間
配分等を定めた具体的な計画が，指導計画である。中学校における指導計画の具体は，教
科経営の一部である。教育課程の他の内容との関連を考慮しながら，教科担当教員が中心
となって指導計画を立てることが考えられる。このことは，教科担当教員の教科専門力が
発揮される職務の 1 つである。教員は，就任後に実践共同体へ参加し，実践を行うように
なる。教員の実践の参加構造の一部は徒弟的である 63)。しかし，徒弟制度の正統的周辺参
加の過程とは異なり，就任後すぐに既存の参加者と同等の責任や地位が付与され，同じ実
践を要求される点で特殊さを有している 64)。したがって，技術科教員は，各学校の教科経
営を担う専門家として教育課程の編成に参加する。教育課程の編成においては，カリキュ
ラム・マネジメントの考え方が重要視されている 65)。カリキュラム・マネジメントで求め
られるのは，次の 3 つの側面である。1 つは，自校の目標に沿って，教科横断的な視点でカ
リキュラムを編成することである。もう 1 つは，自校の子供たちの実態や地域の現状に応
じて，各校の創意工夫をして特色のある教育を進める PDCA サイクルの確立することでる。
最後の 1 つは，地域の特色に根差し，地域の資源を活用したカリキュラムの実現すること
である。また，カリキュラム・マネジメントの対象は，総合的に組織した学校の教育計画
であるため，学習環境や学習評価についての範疇である。技術科教員は，教科の担当形態
により，特にカリキュラム・マネジメントに関する資質・能力が求められていると考えら
れる。 
 
2.4 技術科教員に求められる教科専門力の要素 
本研究では，特定の教科に関係なく教員に求められる資質・能力には，いつの時代も求
められる資質能力と現代的な教員像における資質・能力があるとしている。この 2 つは要
素には重なる部分を持つ。この資質・能力に対して，技術科教員として強調される技術科
教員として求められる資質・能力を，教科専門力とする。この教科専門力に含まれる要素
を具体的に述べると表 2.6 であると考えた。①「技術科の内容に関する資質・能力」は，教
科内容に関する個別の知識・技能を中心とした資質・能力である。一般的に領域ごとに分
類されるものとして示される。また，教科に関わる教養とは分けて考えるものである。②
「技術科の目的・価値に関する知識」は，教員が教科経営において何か意思決定をする際
の行動指針といっても良い。教科の見方・考え方も，この資質・能力に含まれるものとす
る。③「PCK」は，①を文脈に対して翻訳する能力であり，教育実践において発揮される
ものである。ここでは狭義的な意味での知識というよりも，知恵や経験知と呼ばれるよう
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な明文化しにくい知識も含まれる。④「学び続ける資質・能力」は，他の要素の更新する
際に活用されるものであり，関係性や意欲，考え方を含むものである。⑤「協働する資質・
能力」は，他の専門家との関わり方に関する能力である。「チームとしての学校」を前提と
する学校において，技術科の専門家として関わる際に重要な役割を果たす。⑥「カリキュ
ラム・マネジメントに関する資質・能力」は指導計画だけでなく，教育計画全体との関わ
りの中で教科経営をする際に必要な資質・能力である。これらの教科専門力の要素は，多
くの知識・技能や考え方や態度を含み，複合的に用いられることが考えられる。 
 
表 2.6 技術科教員に求められる教科専門力の要素 
① 技術科の内容に関する資質・能力 
② 技術科の目的・価値に関する資質・能力 
③ PCK 
④ 学び続ける資質・能力 
⑤ 協働する資質・能力 
⑥ カリキュラム・マネジメントに関する資質・能力 
  
本研究では，教員養成や教員研修における教科に関する学習を「教科専門に関する学習」
と「教科指導法に関する学習」に分けて考える。2 つの領域の関係は図 2.6 に示すようにな
る。「教科専門に関する学習」では，表 2.6 における①を中心に，③④も考慮した学習が対
象であると考えた。一方で，「教科指導法に関する学習」では，②を中心に，③④⑤⑥も考
慮した学習が対象であると考えた。重なる部分は，ICT の活用であったり，教材・教具の
開発であったり，2 つの領域を複合的に学ぶ領域である。また，どちらにも含まれない領域
は，「教科教養に関する学習」として位置付ける。 
 
 
図 2.6 教科専門力の学習領域 
 
2.5 教科専門力を高める教員養成の現状と課題 
平成 9 年答申によれば，教員の資質・能力は，教職生活全体を通して次第に向上させる
ものである。教職生活全体には，養成・採用・研修の ３段階がある。教職生活全体を通し
た向上とは，養成における最小限必要な資質・能力を修得し，採用段階で資質・能力を確
認し，研修によって資質・能力を向上していくということである。また，このように常に
専門性の向上がもとめられる教職生活は，専門的な生涯学習として捉えることもできる。
生涯学習機会の分類は，表 2.7 に示すようにフォーマル教育，ノンフォーマル教育，インフ
ォーマル教育がある 66)。教科専門教育は，教員の専門的な生涯教育の一部である。教員養
成・教員研修のフォーマル教育としては，例えば教員養成の教科専門に関する科目や，初
教科専門 教科指導法
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任者研修，十年経験者研修といった職務としての研修が該当する。ノンフォーマル教育と
しては，大学の公開授業，通信教育，資格試験が該当する。技術科教員に関するノンフォ
ーマル教育の事例としては，日本産業技術教育学会が主催する技術科教員指導能力認定試
験 67)がある。インフォーマル教育としては，学外・勤務外での講演会や研修会，学習者同
士の相互学習，読書が該当する。技術科教育や教科内容に関わる講演会や研修会も様々な
団体によって行われている 68),69),70)。学習者同士の相互学習には Web ページや SNS といっ
たインターネットを活用した事例もある。ノンフォーマル教育やインフォーマル教育では，
教職生活の段階を超えての交流も考えられるのが特徴である。 
 
表 2.7 生涯学習機会の分類 
 
フォーマル教育 ノンフォーマル教育 インフォーマル教育 
一般的な
生涯学習
の概要 
高度に制度化され，年齢によ
って構造化され，階層的に構
成された，小学校から大学に
至るまでの教育。実際には学
校における教育を指す 
学校教育（フォーマルエデュ
ケーション）の枠組みの外
で，特定の集団に対して一定
の様式の学習を用意する，組
織化され，体系化された（こ
の点でインフォーマルエデ
ュケーションと区別される）
教育活動を指す。 
あらゆる人々が，日常的経験
や環境との触れ合いから，知
識，技術，態度，識見を獲得
し蓄積する，生涯にわたる過
程。組織的，体系的教育では
なく，習俗的，無意図的な教
育機能である。具体的には，
家庭，職場，遊びの場で学ぶ，
家族や友人の手本や態度か
ら学ぶ，ラジオの聴取，映
画・テレビの視聴を通じて学
ぶなどがあげられる。 
主な 
学習機会 
の例 
教員養成， 
初任者研修， 
十年経験者研修 
大学の公開授業， 
通信教育， 
資格試験 
講演会，研修会， 
学習者同士の相互学習， 
読書 
 
 教員の質保証というという観点から，フォーマル教育，特に基礎を担う教員養成の高度
化が重要である 45)。特に教科専門に関する学習に関しては，学校教育の教科内容を踏まえ
て，授業内容を構成することの重要さについても指摘されている。安彦（2009）では，教
科担当者を安彦は教科担当者のことを，専門教養を備えた教科教育学者として，「その分野
の最先端の研究成果」を自分で研究しなくても「知っている」こと，および，その分野の
研究における「基礎的な概念」を子どもに伝えられるほどに「徹底的に知っている」こと，
基本的な課題とすることが求められるとしている 71)。平成 9 年答申においても同様に，教
員養成で修得する教科等に関する専門的知識および技能について，内容的に適切な「広が
り」と「深み」を持たせることを配慮するとしている 35)。教科専門科目の改善は，答申に
おいて幾度も課題としてあげられている。これは，教育職員免許法および同法施行規則に
基づき設定された科目は，開放性の原則により各々が創意工夫して開講している現状によ
ると考えられる。また，教科内容構成や教職実践演習といった，教科専門科目と教科教育
科目，教職科目を架橋や統合する科目の設置が見られる。架橋や統合をねらった新たな科
目の設置によって，資質・能力の向上が期待できる。しかし，教科専門科目が教員養成の
立場から独自のもとであるべきという，根本的な課題の解決にはならない。表 2.8 に示すよ
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うに，教科専門科目の最低単位数は免許法が改正されるごとに削減されている 72)。第 1 章
でも触れたように，平成 28 年の改正案においては，従来は分かれていた教科専門科目と教
科教育科目が大括り化された。これまでのことを踏まえ，技術科教員養成における教科専
門に関する科目の課題として，以下の 3 つが挙げられる。1 つ目の課題は，技術科の内容に
関する知識・技能に関連して，基礎的な概念の理解と最先端の研究成果の理解をするよう
に改善することである。2 つ目の課題は，技術科の目的や価値を踏まえながら，教科専門の
内容を学校教育に適応させるといった，PCK を働かせる学習方法への改善である。3 つ目
の課題は，上記 2 つの課題に対して改善した教科専門に関する科目の，学校教育における
効果を評価することである。 
これらの課題について，技術科教員養成の教科専門に関する科目の先行研究は見られて
ない。さらに，技術科教員養成の学習プログラムに関する研究の中に，その学習プログラ
ムの学校教育における効果を検証したものは見られない。したがって，技術科教員養成に
おける教科専門に関する科目において，先に述べた課題を解決するための，教科専門力の
向上を狙った学習プログラムの開発が必要である。また，開発した学習プログラムの学校
教育における効果を評価するため，技術科における実践事例の開発および学習効果の調査
が必要である。このような，教科専門に関する科目に関する学校教育からのフィードバッ
クは，教員養成の高度化を図るだけでなく，学校教育における教科教育の充実という点に
おいても意義がある。 
 
表 2.8 中学校教諭一種免許状を取得するために大学において修得する最低単位数 72),73) 
 
単位区分 最低単位数 
昭和 63 年改正免許法 教科に関する科目 40 
教職に関する科目 
（各教科の指導法を含む） 
19 
平成 10 年改正免許法 教科に関する科目 20 
教職に関する科目 
（各教科の指導法を含む） 
31 
教科又は教職に関する科目 8 
平成 28 年改正免許法案 教科及び教科の指導法に関する科目 
（各教科の指導法を含む） 
28 
教育の基礎的理解に関する科目 10 
道徳，総合的な学習の時間等の指導
法及び生徒指導，教育相談等に関す
る科目 
10 
教育実践に関する科目 7 
大学が独自に設定する科目 28 
               ※網掛け箇所は，特に教科専門力に関連する科目 
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2.6 結言 
 すべての教員に求められる資質・能力に関して，教員の専門性の核心に関する研究から，
いつの時代でも求められる資質・能力について検討した。その結果，教員の専門性とは，
従来の専門家像である「技術熟達者」と異なった，授業過程での思考や判断にある「反省
的実践家」としての専門性があることが分かった。その思考や判断には，文脈的に合わせ
種々の知識が複合的に働いている。その要素として，Shulman の理論的構成要素における
知識があげられる。この理論的構成要素が，教員が教科経営を行うことを前提とする際，
いつの時代にでも求められる資質・能力であると考えられることが分かった。 
 現代的な教員像から，すべての教員に求められる資質・能力について検討した。その結
果，社会の変化が複雑さを増し予測困難な時代という現代における教員像として，学び続
ける意思や関係性の重要性があると分かった。加えて，教員も含む多様な専門家が参画す
る学校像においては協働性の重要さが強調されることが分かった。協働性が求められる背
景には，近年の授業改善の視点の転換が見られることが分かった。授業における「方法」
から「目的」への重点の転換により，教科教育においても，教科の目標や内容に関する教
員の理解が一層重視されることが考えられる。 
 技術科の特徴によって強調されたり，個別に求められたりする資質・能力について検討
した。技術科教育の変遷から，特術科の目標はそれ以前の目標を方法として取り込むこと
で更新されてきたことが分かった。また，内容構成についても，生活や社会で利用されて
いる技術の発達によって教科内容やその必修領域の増加がみられることが分かった。これ
らのことから，技術科の教科経営を行う教員は，教科の目的や価値の理解，内容に関する
知識・技能の修得が求められることが分かった。加えて，それらを学び続けることも求め
られることが分かった。また，教科の担当形態の実態からは，教育課程の編成においては，
新任時から技術科教育の専門家として関わっていくことが考えられる。したがって，カリ
キュラム・マネジメントに関する資質・能力をはじめ，教科経営を前提とした資質・能力
は，初任時から求められることが分かった。 
 すべての教員に求められる資質・能力を踏まえて，技術科教員に求められる教科専門力
の要素について検討した。技術科教員として強調されたり，固有に求められたりする資質・
能力の総称を本研究における技術科教員に求められる教科専門力である。この技術科教員
に求められる教科専門力の要素として，①技術科の内容に関する資質・能力，②技術科の
目的・価値に関する資質・能力，③PCK，④学び続ける資質・能力，⑤協働する資質・能
力，⑥カリキュラム・マネジメントに関する資質・能力があげられると考えた。教科専門
力に関する学習の領域として，教員養成の開講科目より教科専門に関する学習と教科指導
法に関する学習がある。そして，領域によって重点化される点が異なる。教科専門に関す
る学習であれば，上記の技術科教員に求められる教科専門力の要素における①技術科の内
容に関する資質・能力を中心に，③PCK や④学び続ける資質・能力の向上に配慮した学習
を行うことが効果的であると考えられた。 
教科専門力を高める学習の現状と課題について検討した。教員の資質・能力は，教職生
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活全体を通して次第に向上させるものである。教職生活全体を通した学習を教員の生涯教
育としてみると，教員養成はフォーマル教育と位置づけられる。したがって，教員の質保
証の観点から考えると，教員養成の高度化が重要であると考えられた。しかし，技術科教
員養成の教科専門に関する学習においては，以下の３点の課題があることが分かった。1 点
目の課題は，技術科の内容に関する知識・技能に関連して，基礎的な概念の理解と最先端
の研究成果の理解をする学習への改善である。2 点目の課題は， PCK を働かせ，技術科の
目的や価値を踏まえながら，学校教育に適応させる活動を通した学習への改善である。3 点
目の課題は，改善した教科専門に関する学習の，学校教育における効果を評価することで
ある。 
これらの課題を解決するため，以下の 2 点を行う。まず，教科専門力の向上をねらった
教科専門に関する学習プログラムの開発を行う。次に，開発した学習プログラムの学校教
育における効果を評価するため，技術科における実践事例の開発が必要である。
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第 3 章 教員養成におけるデジタルものづくり学習プログラムの開発 
 
3.1 緒言 
 第 1 章で述べたように，個人化してきた技術であるデジタルものづくりに関する知識・
技能の修得や活用に関して，技術科教員養成ではほとんど議論されていない。そこで，技
術科の内容に関する知識・技能に関連しつつ，デジタルものづくりに関する基礎的な概念
の理解と最先端の研究成果の理解をする学習プログラムが必要であると考えた。教員養成
は，教員に求められる資質・能力の基礎を育む段階である。したがって，学習内容の修得
だけでなく，興味・関心を高め，学習継続を促す必要もある。また，技術科教員養成にお
けるデジタルものづくり学習プログラムは，学校教育という文脈に合わせた学習として開
発する必要がある。 
本研究では，技術科で実施される機構学習におけるデジタルものづくりの活用に着目し
た。機構学習は，中学校段階における技術教育の重要な内容として扱われてきた。しかし，
機構学習において，動きを想像して設計したり，設計通りに加工したりすることは初学者
にとって容易ではなく，製作に時間がかかりすぎることが指摘されている 74),75)。こうした
習熟度や時間，設備の制約により，説明中心の理論学習の授業が多かったことも指摘され
ている 76),77)。また，機構の基礎となる歯車やリンクなどの動力伝達用の教材・教具につい
ては，学校教育を中心に様々研究されており 78),79)，コンピュータ支援により機構の動作を
シミュレーションしたり，作図したりするソフトウェアやブロック教材が提案されてきた
80),81),82)。しかしながら，依然として設計通りに加工や製作することが難しく，意図した仕
組みを再現するうえでの課題であった。カムのような任意の形状を持つ機械要素の場合は，
機構の設計・製作は一層難しい。これらの課題に対して，デジタルものづくりを活用し，3
次元データである立体モデルの制作を通した設計および立体モデルに基づく加工ができれ
ば，意図した仕組みを再現することができる。設計・製作を通して学習することができる
ようになることで，機構学習における理解を深めることができると考えた。本章では，教
科専門力を向上させることをねらった教科専門教育として，機構学習を題材としたデジタ
ルものづくり学習プログラムの開発を行う。具体的には，まず，学習プログラムの目的と
方針を整理したうえで，基本となる学習プログラムの提案を行う。次に，技術科教員養成
の現状を考慮した実践事例を提案し，教育実践を通した学習効果の検証を行うこととした。 
 
3.2 デジタルものづくり学習プログラムの目標と方針 
開発する学習プログラムは，第 2 章で述べた技術科教員に求められる教科専門力の要素
のうち，教科専門に関する学習で対象とした「技術科の内容に関する資質・能力」「PCK」
「学び続ける資質・能力」の向上をねらう。また，開発する学習プログラムの目標として
次の３点を設定した。1 点目は，デジタルものづくりに関する知識・技能を修得させること
である。2 点目は，デジタルものづくりを活用して教材・教具を考案・作製するなど，学校
教育に適応させる活動を通して，PCK を向上させることである。3 点目は，デジタルもの
 27 
づくりに関する学習意欲と活用意欲を高めることである。次に，開発する学習プログラム
の基本方針を以下に示す。 
(1) 構想から評価までのプロセスを通して学習させる 
(2) 複数の部品から構成される立体モデルを制作させる 
(3) シミュレーションや製図，加工などに立体モデルを活用させる 
(4) 教材・教具の考案・作製など学校教育での活用について検討させる 
(5) 課題は，模倣的課題，改作的課題，創作的課題の順に設ける 
(6) デジタルものづくりの利用方法や利用効果を資料で明示する 
 基本方針について，具体的に以下のように説明する。 
(1) 製作品の構想から評価までのプロセスを通して学習させることとした。これは，構想
から評価までのプロセスを通して，知識を深めるとともに，技能の定着を図るためで
ある。また，構想から評価までのプロセスは，技術科固有の方法知である技術的課題
解決である。このプロセスを通して学習することは，技術的課題解決力育成すること
につながる。技術と社会との関わりについて理解するだけでなく，技術に関する知識
や技能を活用して，技術的課題を解決することは，技術リテラシー育成の観点から技
術科教員として重要であると考えた。 
(2) 複数の部品から構成される立体モデルの制作を行わせることとした。立体モデルは，
コンピュータ上で実物のように扱えることから，従来の図面ベースの設計に比べて，
干渉チェックに大きな効果を発揮する 83)。干渉チェックをはじめ，設計に関するさま
ざまな問題点を早い段階に明らかにすることは，最終的な製作品について質の検討や
製作時間の短縮を図ることができる 84)。このようなデジタルものづくりの特徴を実践
的，体験的に学習するために，複数の部品を組み立てるプロセスを設けることとした。 
(3) 制作した立体モデルを活用したシミュレーションや製図，加工など行わせることとし
た。設計プロセスで制作した立体モデルを他のプロセスでも活用することでより効果
的・効率的にものづくりを進めることは，デジタルものづくりの特徴の 1 つである。
デジタルデータである設計情報がどのように活用されるのかを実践的に学習するため
に，制作した立体モデルを活用した投影図の作成や加工データの制作を課題に含める
こととした。 
(4) 教材・教具の考案・作製を行わせることとした。教員養成では，独自の目的や内容が
要求されており，扱う内容の応用・実践の場である中学校技術科の内容と関連し，そ
れらが生徒の学力形成や発展に寄与するものでなければならないと考えられる 85),86)。
デジタルものづくりに用いられる技術は，着想を具現化するための技術である。また，
立体モデルによる情報は共有しやすい。したがって，教員自身の発想による教材・教
具の開発を支援し，優れた教材・教具を学校教育に普及させることになる。このこと
から，扱う課題と技術科の内容との関係を説明するとともに，教材・教具の考案・作
製を課題として扱うこととした。 
(5) 学習プログラムにおける課題は，模倣的課題，改作的課題，創作的課題の順に設ける
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こととした。学んだ知識や技能を，教育実践の場で活用できる能力と態度の育成は重
要である。しかし，課題に関連する知識・技能が十分でなければ解決できないことも
多く，「自由な発想」だけで対処させようとすると，「はいまわり」を生じさせてしま
い，課題を達成できない 87)。そこで，課題を達成しながら学習できるように，学習の
ステップを細かく設定する必要があると考えた。まず，模倣的課題では，基本的な知
識・技能に重点を置き，手順書に従って進めることで確実に達成できるように工夫す
る。次に，改作的課題では，模倣的課題で修得した知識・技能を活用して取り組む課
題とする。この課題では，解決方法や手順など受講生が考え，工夫する箇所を設ける。
最後に，創作的課題では，課題に合わせて何を作るのか構想するところから取り組み，
今まで修得した知識・技能を深めることができるように，課題を設定することとした。 
(6) 生活や産業の中でのデジタルものづくりの利用方法や利用効果について，資料を用い
て明示することとした。技術が生活や産業に果たしている役割については，技術科に
とって重要な内容である 88)。現代社会で広く普及している技術として理解してもらう
ために，講義部分にデジタルものづくりに関する技術の歴史や産業での役割，個人へ
の普及，教育への活用に関して説明することとした。 
 
3.3 基本となる学習プログラムの提案 
 前節で述べた学習プログラムの目的・方針に基づき，基本となる学習プログラムを提案
する。基本となる学習プログラムの展開を表 3.1 に示す。提案する学習プログラムは，授業
の形式として講義と実習，演習を含む。 
 はじめに，受講生が技術教育との関連性について意識づけるように，技術科教員に必要
なリテラシーあるいは内容論として，デジタルものづくりに関する社会的背景から学校教
育での活用事例までを講義形式で解説した。社会的背景として，工場の自動化とともに発
展してきた CAD/CAM,NC 加工技術という歴史的な概要を述べてから，3 次元 CAD につ
いて解説した。設計時に 3 次元 CAD を用いて作られる立体モデルがあることで，自動加工
や解析など設計以外の工程にデジタルものづくりの手法を導入することが可能になる。し
たがって，3 次元 CAD を用いた設計が，デジタルものづくりの要となる。3 次元 CAD の
発達によって，製図の目標はコンピュータの中で製品をつくり上げることに変わった。こ
れによって設計意図を伝えるという製図工程の役割がより充実し，設計分野以外の人が開
発の初期段階から関われる余地が生まれた。このことが，コンカレントエンジニアリング
（Concurrent Engineering，同時協調型開発）を実現し，設計段階の問題点を早期に明らか
にし，結果的に QCD(Quality、Cost、Delivery)の改善を図ることもできる。また，3 次元
CAD の分かりやすさを支えている自由曲面や自由曲線の描画原理や，容易な設計変更を可
能にしたパラメトリック設計の特徴についても解説した。学校教育での活用に関連して，
個人での活用事例であるパーソナルファブリケーションの国内外の動向，国内におけるデ
ジタルものづくりに関する実践事例に関する資料を提供し解説した。 
次に，実習・演習課題を通じて，段階的に学習を進めながら，デジタルものづくりに関
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する基本的な知識・技能とその活用方法について学習させる。前述の基本方針に従って，
実習・演習課題は模倣的課題，改作的課題，創作的課題の順に設ける。なお，各実習・演
習課題の詳細については後述する。学習プログラムの終盤では，教材・教具の設計・製作
について発表させる。 
さらに，デジタルものづくりに関する新たな問いを持たせ，学習意欲や活用意識が高ま
るように，学校教育でのデジタルものづくりの活用がどのような影響をもたらすか議論す
る時間を設けている。この演習の際に，受講者から出たアイディアやキーワードを板書す
るなどして，議論が深まるように配慮する。 
 
表 3.1 基本となる学習プログラムの展開 
学習内容 形式 課題 
1. デジタルものづくりの概要と近年の潮流 
2. デジタルものづくりの学校教育での活用事例 
3. ３次元 CAD 基本操作 
4. 機構の設計・製作 
 
5. 教材の考案・製作など学校教育での活用演習 
6. 学校教育での活用に関する議論 
講義 
講義 
実習 
講義/
実習 
演習 
演習 
 
 
車模型の制作（模倣的課題） 
カム機構の設計･製作（改作的課題） 
 
例：教材･教具の設計･製作（創作的課題） 
 
 本研究では，技術科教員養成における授業課題として，技術科の学習内容と関連を図り
ながら検討し，実習・演習課題を提案した。実習・演習課題として，以下の車模型の制作，
カム機構の設計・製作，教材の設計・製作など学校教育での活用に関する課題を設定した。
また，それぞれの課題で用いる手順書およびテキストを作成した。手順書とテキストは，
巻末に付録として添付する。 
 制作課題の車模型の外観を図 3.1 に示す。車模型は，車体，車軸，車輪，バンパーの 4
種類の部品から構成されている。それぞれの部品の制作と組み立てを通して，基本的なモ
デリングとアセンブリについて学習する。また，この課題は手順書に従って行う。 
 
 
図 3.1 車模型の外観（立体モデル) 
 
  
  
車体(1 個) 
車軸(2 個) 
車輪(4 個) 
バンパー(1 個) 
(a) 部品 (b) 組立後 
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次に，カム機構の設計・製作課題について説明する。カムは任意形状を持った機械要素
であって，その直接接触によって相手側に任意の運動を与えようとするものである。カム
の主な種類を，図 3.2 に示す。様々な形状の中から，ある出力を実現するための形状が選択
される。 
 
 
  (3)直動カム    (4)逆カム      (8)エンドカム (9)斜板カム 
(a) 平面カム              (b) 立体カム 
図 3.2 カムの主な種類 89) 
 
また，カムは，きわめて広範囲な機械に組み込まれており，重要かつ基本的な機械要素
である 90)。カム機構には種々の種類があるが，本研究では比較的容易に設計・製作が可能
な板カムを用いる。カム以外の部品は共通であり，受講生はカム部分を設計する。設計の
際，まず，図 3.3 に示すようなテキストに設けられた図を利用し，カム線図と輪郭形状をか
き，カムの出力について構想，検討する。その後，図 3.4 に示す 3 次元 CAD のカムモデリ
ング機能を用い，構想したカムのカム線図を基に基本円半径や変位量等を入力しモデリン
グする。この時に，圧力角などの動作に関する条件を確認する。確認後，3 次元 CAD でカ
ムをモデリングし，他の部品とアセンブリする。次に，シミュレーションにより機構の動
きを確かめる。その後，制作した立体モデルを基に，投影図の作成と自動加工による加工
を行う。受講生は，カム機構の設計・製作を通して，立体モデルの活用と加工データ，自
動加工について学習する。後述する実践事例によって使用する機械が異なるため，具体的
なカム機構は実践事例ごとに異なる。このことから，設計・製作するカム機構の仕様等に
ついては，実践事例ごとに説明する。 
(1)板カム    (2)確動カム    (5)円筒カム  (6)円すいカム (7)球面カム 
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(a)カム線図記入欄           (b)輪郭形状記入欄 
図 3.3 テキスト内のカム構想ワークシートの一部 
 
 
図 3.4 3 次元 CAD におけるのカムの諸条件入力画面 
 
 次に，教材の考案・製作など学校教育における活用に関する課題について説明する。こ
の課題では，受講生自身が教材・教具を設計・製作を行ったり，デジタルものづくりの学
校教育における活用に関して議論を行ったりする。今後，学習した知識・技能を活かすた
めには，学習した知識・技能を応用する活動を行う必要がある。そのために，自身で学校
教育という文脈に応じて設計・製作するものを決め，学習した知識・技能を活用し設計・
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製作にあたる活動がよい。教材・教具の設計・製作を行う場合，3 次元 CAD を用いた立体
モデルの制作，NC 工作機械もしくは 3D プリンタを用いた加工をする。また，設計・製作
した教材・教具の活用方法を説明する学習指導案などの指導資料を作成する。受講生は，
教材・教具の設計・製作を通して，修得した知識・技能を深めるとともに，学校教育での
活用について考える。 
 
3.4 授業実践の実施 
大学での養成，開放性の原則によって，実際に実施する際にはそれぞれの大学の特徴を
生かした上で実施される。2016 年 4 月 1 日現在の技術科の免許資格を取得できる大学は，
65 大学（68 学部）である 91)。専攻・コース等としては，143 の専攻・コース等（以下，専
攻）がある。取得できる学部としては，大まかに分けると教員養成系学部と工学系学部の
学部がある。教員養成系学部における専攻は，技術科教員養成という観点から次の 3 類型
に分類できる。（1）中等教育の教員養成を主な目的としている。（2）初等教育の教員養成
を主な目的としている。（3）教職課程はあるが，教員養成を専攻の主な目的としていない。
（1）型の多くは，技術教育に関するコース等が設けられている。このため，専攻ごとある
いはいくつかのコース等共同で機器を設置することが考えられる。（2）型の場合，多くは
専攻の卒業要件に中等教育の教科である技術科の教員免許が含まれない。加えて，学習環
境は大学によって様々である。例えば，技術教育を中心とした専攻が設置されている場合
もあれば，いくつかの教科教育をまとめた専攻として設置されている場合もある。このタ
イプの場合，技術科の免許を取得する学生のニーズも多様である。（3）型では， (1)型や(2)
型のタイプと比べ，より学生のニーズは多様であると考えられる。また，教員免許の取得
は，いくつかある選択肢の 1 つとして設定されている。工学系学部は，教員養成系学部の
（3）型と教職課程が設置されている点では同様である。一方で，設備等の面では教育学部
とは異なり，産業向けの工作機械等が設置されていることが考えられる。 
デジタルものづくりのうち，ソフトウェアについては無料で使用できるものが増えてき
ている。一方で工作機械など加工に用いる技術に関しては，導入コストや設置場所といっ
た点でソフトウェアに比べると敷居が高いといえる。これらのことを考慮し，本研究では，
先述の基本となる学習プログラムの事例として，次の 3 つの実践事例を実施し，学習効果
の検証をすることとした。1 つ目の実践事例は，卓上加工機械を用いた実践事例（以下，卓
上加工機械活用事例）である。例えば，卓上 NC 工作機械や卓上 3D プリンタなどを用いる。
卓上工作機械は，卓上に設置ができるほど小型で，比較的安価な価格で導入することがで
きる。2 つ目の実践事例は，シミュレーションとグループワークを重視した実践事例（以下，
グループワーク重視事例）である。このモデルでは，3 次元 CAD を用いたアセンブリや動
作確認といったシミュレーションを仮想的な製作とする。加えて，グループワーク等の受
講生同士の意見交換を重視する。3 つ目の実践事例は，産業向けの工作機械を用いた NC 実
践事例（以下，産業用 NC 活用事例）である。例えば，マシニングセンタなどといった，
既に設置されている設備を活用することを想定した実践である。 
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3.4.1 卓上加工機械を用いた実践事例 
教員養成大学・学部等への導入しやすさを重視し，卓上加工機械を用いた実践事例であ
る。この卓上加工機械活用事例の展開を表 3.2 に示す。3 次元 CAD として，Inventor  
(Autodesk)を用いる。Inventor は，簡易なシミュレーション機能も有する機械系 3 次元 CAD
である。この 3 次元 CAD は，学生，教育者，教育機関に無料で提供されているものである。
卓上加工機械活用事例では，加工機械として学校教育でも導入や運用が比較的容易な卓上
型の加工機械を用いることとした。具体的には，図 3.5 に示す卓上 NC 工作機械である
monoFab SRM-20 (Roland)，図 3.6 に示す卓上 3D プリンタである AFINIA H479 (AFINIA)
を用いる。加工機械の仕様を表 3.3 に示す。加工データの作成および加工シミュレーション
には，加工機械に付属するソフトウェアを使用する。 
 
表 3.2 卓上加工機械活用事例の展開 
時
数 
授業項目 授業目標 内容 
1 
ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 
(講義) 
･CAD を使った設計に興味･関心を持つ  
･設計における製図情報の役割について知る  
･CAD/CAM,NC 技術の概要，CE について知る  
･製図情報の役割について 
･製品開発における 3 次元 CAD の役割 
･CAD/CAM，NC 技術,CE の概要 
･自由曲線の描画やﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ設計について 
･CAD/CAM の新しい展開について 
2～
4 
CAD 
設計 
(実習) 
･CAD を使って簡単なﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ･ｱｾﾝﾌﾞﾘができる。  ･4 輪車模型のﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ･ｱｾﾝﾌﾞﾘ 
･ｶﾑ曲線図の作り方について知る。  
･ｶﾑの一般的な設計方法を知る。  
･ｶﾑ曲線図からｶﾑの外形を書くことができる。  
･ｶﾑの概要 
･ｶﾑのｽｹｯﾁとﾌｨｰﾁｬｰの作成  
･ｶﾑの圧力角について 
･3 次元 CAD を使ってｱｾﾝﾌﾞﾘができる。  
･ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる動作確認ができる。  
･3 次元 CAD ﾃﾞｰﾀから正投影図の出力ができる。  
･ｶﾑ機構のｱｾﾝﾌﾞﾘ 
･拘束駆動によるｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 
･2 次元図面の出力 
5～
6 
加工･ 
組立 
(講義/ 
実習) 
･加工準備の基本的な役割を知る。  
･CAM の目的と歴史 
･ﾄﾚﾗﾝｽとﾃﾞｰﾀ量，切り残しについて 
･加工ﾃﾞｰﾀの作成 
･3 次元 CAD データをもとに加工準備ができる。  
･自動加工の基本的な仕組･工程を理解できる。  
･加工ﾃﾞｰﾀの作成 
･加工ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 
･作成したデータによる NC 加工 
7～
14 
応用 
(演習) 
･CAD に関する知識･技能を深める。  
･教育現場での応用方法について 検討できる。  
･ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝが可能な機構の立体モデルの作成 
･立体モデルを活用した授業の提案を行う 
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ 
15 まとめ 
･技術科教育において，  
ディジタルものづくりが果たす役割について 
考えることができる。  
･技術科における CAD の利用に関する 
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 
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図 3.5 monoFab SRM-20 の外観 
 
図 3.6 AFINIA H479 の外観 
 
表 3.3 使用加工機械の仕様 
卓上 NC 工作機械：monoFab SRM-20 
加工材料 ケミカルウッド，モデリングワックスなどの樹脂，工作用基盤 
工具径 シャンク径 3mm，3.175mm，4mm，6mm 
加工サイズ 203.2(W)×152.4(D)×60.5(H) mm 
動作速度 6～1800mm／min 
最高回転数 7,000rpm 
電源の要件 100～240V，55W 
外形寸法 451.0(W)×426.6(D)×426.2(H) mm 
付属ソフト MODELA Player 4，Virtual MODELA 
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卓上 3D プリンタ：AFINIA H479 
加工材料 ABS，PLA 樹脂 
ノズル直径 0.40mm 
加工サイズ 140(W)×140(D)×135(H) mm 
積層ピッチ 0.15 /0.20 /0.25 /0.30 /0.35 /0.40mm 
出力速度 10～100cm3／h 
電源の要件 100～240V，200W 
外形寸法 244(W)×260(D)×350(H) mm 
付属ソフト AFINIA 3D 
 
次に，卓上加工機械活用事例において設計･製作するカム機構について説明する。設計・
製作の手順は 3.3 に前述の通りである。卓上加工機械活用事例におけるカム機構の外観を図
3.7 に示す。受講生は板カムのみを設計・製作を行う。板カムの材料には，杉材を用いる。
その他の部品の立体モデルおよび実物は，あらかじめ授業者が用意する。カム機構のケー
スには，透明なプラスチックを用いてカムの動きが確認できるようにする。また，重りの
材料には真鍮を用いる。 
 
図 3.7 卓上加工機械活用事例におけるカム機構の外観（立体モデル） 
 
 演習課題として，表 3.4 に示す教材・教具の設計・製作課題を行う。この課題では，受講
生各自が教材・教具を考案し，設計・製作を行う。3 次元 CAD を用いた立体モデルの制作，
NC 工作機械もしくは 3D プリンタを用いた加工をする。また，設計・製作した教材・教具
の活用方法を説明する学習指導案などの指導資料を作成する。受講生は，教材・教具の設
計・製作を通して，修得した知識・技能を深めるとともに，学校教育での活用について考
える。課題の留意点としては，課題で構想する授業では，生徒にデジタルものづくりの使
い方を学習させる授業としない。これは，学習を支援する教具としての活用について検討
させるということである。また，課題 2 は課題 1 がどの様に学校教育の中で使用できるか
検討し，説明するための資料であることを強調する。 
重り 受動節 
板カム 
回転軸 
79 
91 91 
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表 3.4 デジタルものづくり応用（演習）課題 
課題 1 機構のシミュレーションができる CAD ファイルの作成 
条件 
(1) 学校教育で用いることができる。 
(2) CAD のソフトウェア内で動きなどを確かめる（シミュレーションする）ことができる。 
(3) 動きを確認しながら，仕様を変更できる。 
(4) 3D プリンタや NC 工作機械で出力するかは受講生に任せる。 
課題 2 課題 1 で作った CAD データが授業でどのように活用できるか考え，授業の概要がわかる資料
を作成する。 
条件 
(1) 授業の目標，授業の流れを資料に記載する 
(2) 検討した授業における CAD の役割や効果を考察し，資料に記載する。 
(3) その他，授業を説明するために必要な資料を作成する。 
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2.4.2 シミュレーションとグループワークを重視した実践事例 
シミュレーションとグループワークを重視した実践事例では，シミュレーションを仮想
的な製作とみなし，3 次元 CAD の活用に関するディスカッションを重視した。グループワ
ーク重視事例の展開を表 3.5 に示す。教材開発までは扱っていないが，グループワークを通
して，技術科教育における意義や価値について検討している。3 次元 CAD として，Inventor 
(Autodesk)を用いる。 
  
表 3.5 グループワーク重視事例の展開 
時数  授業項目  目標  内容  
1  
 ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ  
(講義)  
･CAD を使った設計に興味･関心を持つ。  
･設計における製図情報の役割について知る。  
･CAD/CAM,NC 技術,CE の概要について知る。  
･ｶﾑ曲線図の作り方について知る。  
･製図情報の役割について  
･製品開発における 3 次元 CAD の役割  
･CAD/CAM，NC 技術,CE の概要  
･ｶﾑの概要  
2  
CAD  
(実習，
GW)  
･3 次元 CAD を使ってﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞができる。  
･ｶﾑ曲線図からカムを制作することができる。  
･ｶﾑのｽｹｯﾁとﾌｨｰﾁｬｰの制作   
･ｶﾑの圧力角について  
3  
･3 次元 CAD を使ってｱｾﾝﾌﾞﾘができる。  
･ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる動作確認ができる。  
･3D CAD データから正投影図の出力ができる。  
･ｶﾑ機構のｱｾﾝﾌﾞﾘ  
･拘束駆動によるｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ  
･2 次元図面の出力  
4  
･技術科教育において，CAD が果たす役割に 
ついて考えられる。  
･技術科における CAD の利用に関する 
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ  
5  
CAM･
NC  
(実習)  
･CAM，NC 技術を利用した製造の仕組･過程に 
ついて知る。  
･CAM，NC 工作機械を使用したﾃﾞﾓ加工  
 
 次に，グループワーク重視事例において設計・制作するカム機構について説明する。設
計・制作の手順は 3.3 に前述の通りである。ただし，グループワーク重視事例では，立体モ
デルをもとに加工を行わない。3 次元 CAD を用いた組み立てやシミュレーションを仮想的
な製作として扱う。グループワーク重視事例におけるカム機構の外観を図 3.8 に示す。受講
生は，板カムのみ設計・制作を行う。その他の部品の立体モデルはあらかじめ授業者が用
意する。 
 
図 3.8 グループワーク重視事例におけるカム機構の外観（立体モデル） 
 
 CAD の実習後，近年の CAD の展開について解説する。特に個人レベルでの利用が広が
っていることを述べることは，CAD を身近なものに感じる他に，技術科における活用を考
えるきっかけになることをねらっている。その後，技術科における CAD 活用に関するグル
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ープワークを行う。グループワークでは，技術科における CAD の活用及び，教員養成にお
ける CAD の教育的意義についての理解を深めることをねらいとする。グループワークの概
要を以下に示す。また，グループワークの手法を考える際に，ワールド・カフェなどの話
し合いのための手法を参考にした 92),93)。 
・1 グループ 4 人程度である 
・3 パートに分け，決められたテーマについて検討する 
・1 パートごとの時間は，10 分程度とする 
・グループワークのテーマは 
―｢教員は CAD をどのように活用できるか。｣（第 1 パート，第 2 パート） 
―｢教員･生徒にとって CAD はどのような役割を果たすか」（第 3 パート） 
・パートごとにグループのメンバーを入れ替える 
・意見は付箋とペンで模造紙に記録する（図 3.9） 
・グループワーク終了後，各グループは全体に向けて発表を行う 
 上記で述べたように，グループワークでの意見は付箋に書き模造紙に貼って記録する。
また，伏線の色をテーマごとで変更し，どのテーマで話し合った時の意見なのかを視覚的
に分かるようする。さらに，第 3 パートでは「教員」と「生徒」に 2 つの観点から意見を
出すので，どちらの観点からの意見か分かるように色を分ける。これにより，あとで模造
紙を見た際に，どのような話をしていたのか分かりやすくなる。さらに，意見と意見の関
係も積極的にペンで書き込むように指示する。例えば，同様の意見があれば付箋を集め円
で囲いどういった意見かペンで記入したり，対立する意見では，矢印でその関係が分かる
ように記述したりすることが考えられる。 
 パートごとにグループのメンバーを入れ替えるのは，さまざまな意見交換ができるよう
にするためである。意見を記録し，まとめるために使用する模造紙は第 1 パートから第 3
パートまで同じものを使用する。これはパートごとにグループのメンバーが入れ替わって
も，そのグループで話し合われていた内容の共有を図るためである。また，各グループに
は第 1 パートから第 3 パートを通して同じグループに残るリーダーを決める。リーダーは
新しくグループに来たメンバーに今までの話し合いの内容を伝える役割を持つ。最後に行
う発表に関しては模造紙に書いてあることをまとめるようには発表する。 
 
 
図 3.9 使用された模造紙のイメージ 
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3.4.3 産業用 NC 工作機械を用いた実践事例 
産業用 NC 工作機械を用いた実践事例は，産業分野との繋がりを意識し，産業用 NC 工
作機械を活用した事例である。この産業用 NC 活用事例では，卓上 NC 工作機械では簡略
化されている CAM(Computer Aided Manufacturing)や NC コードについて扱うことができ
る。CAM とは，コンピュータ支援製造と呼ばれ，コンピュータの内部に表現されたモデル
に基づいて，生産に必要な各種情報を生成を行うソフトウェア，または機器全体を含むシ
ステムである。CAM の主な目的は，工具軌跡データの作成と NC 工作機械への加工情報用
のデータ出力である。NC コードとは，NC 工作機械を動かすための指令コードである。こ
のコードにより，工具を回転したり，テーブルを移動させたり，移動速度を指定したりす
る。産業用 NC 活用事例の展開を表 3.6 に示す。3 次元 CAD として，Inventor (Autodesk)
を用いる。また，CAM として，ESPRIT(DP Technology)を用いる。ESPRIT は無料の学生
版が提供されている CAM である。それぞれのソフトは，受講生各自のパソコンにインスト
ールし，立体モデルの制作および NC 加工準備環境を準備した。産業用 NC 活用事例では，
加工機械として，図 3.10 に示す M-400C1(MORI SEIKI)を用いる。M-400C1 の主な仕様を
表 3.7 に示す。 
 
表 3.6 産業用 NC 活用事例の展開 
時
数 
授業項目 目標 内容 
1 
CAD/CAM  
ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 
(講義) 
･CAD を使った設計に興味･関心を持つ。  
･設計における製図情報の役割について知る。  
･CAD/CAM,NC 技術の概要，CE について知る。  
･製図情報の役割について  
･製品開発における 3 次元 CAD の役割  
･CAD/CAM，NC 技術,CE の概要  
･自由曲線の描画やﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ設計 
について  
･CAD/CAM の新しい展開について  
2～ 
4 
CAD 
(実習) 
･CAD を使って簡単なﾓﾃﾞﾘﾝｸ ・ﾞｱｾﾝﾌﾞﾘができる。  ･4 輪車模型のﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ･ｱｾﾝﾌﾞﾘ  
･ｶﾑ曲線図の作り方について知る。  
･ｶﾑの一般的な設計方法を知る。  
･ｶﾑ曲線図からｶﾑの外形を制作できる。  
･ｶﾑの概要  
･ｶﾑのｽｹｯﾁとﾌｨｰﾁｬｰの制作  
･ｶﾑの圧力角について  
･3 次元 CAD を使ってｱｾﾝﾌﾞﾘができる。  
･ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる動作確認ができる。  
･3 次元 CAD ﾃﾞｰﾀから正投影図の出力ができる。  
･ｶﾑ機構のｱｾﾝﾌﾞﾘ  
･拘束駆動によるｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ  
･2 次元図面の出力  
5～ 
7 
CAM･NC 加
工 
(講義/実習) 
･CAM の基本的な役割を知る。  
･CAM の基本的な操作ができる。  
･CAM の目的と歴史  
･ﾄﾚﾗﾝｽとﾃﾞｰﾀ量，切り残しについて  
･加工ﾃﾞｰﾀの制作  
･CAM の基本的な操作ができる。  
･CAM を使って加工ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ，NC ｺｰﾄﾞの制作  
ができる。  
･加工ﾃﾞｰﾀの制作 
･加工ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ  
･NC 加工の基本的な仕組・過程を理解できる。  ･制作したデータによる NC 加工  
8～ 
10 
CAD 応用 
(演習) 
･CAD に関する知識・技能を深める。  
･教育現場での応用方法について検討できる。  
･ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝが可能な機構の立体モデル
の制作  
･立体モデルを活用した授業の提案を
行うｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ  
11 まとめ 
･技術科教育において，CAD /CAM が果たす役割
について考えることができる。  
･技術科における CAD の利用に関する  
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ  
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図 3.10 Ｍ-400C1 の外観 
 
表 3.7 使用加工機械の仕様 
NC 工作機械：M-400C1 
移動量 550(Ｘ)×400(Y)×460(Z)mm 
動作速度 
早送り速度: 24000 
切削送り速度:1～50000mm/min 
位置決め精度 0.005mm 
最高回転数 8,000rpm 
電源の要件 31kVA 
外形寸法 3460 (W)×3090 (D)×3548 (H) mm 
  
 次に，産業用 NC 活用事例において設計・制作するカム機構について説明する。設計・
制作の手順は 3.3 に前述の通りである産業用 NC 活用事例では，立体モデルをもとに CAM
を用いた加工準備を行う。カム機構の外観を図 3.11 に示す。グループワーク重視事例のカ
ム機構と基本的に同じ機構である。受講生は，板カムのみ設計・制作を行う。設計・製作
するカムの例を図 3.12 に示す。グループワーク重視事例のカムと異なるのは，回転角度が
分かるように基礎円と同心円状にメモリとして丸い凹みがある点である。なお，カムの材
料には，切削性に優れた桂材を用いる。加工準備では，図 3.12 に示すように CAM を用い
て加工経路を設定し，加工シミュレーションを行った後，NC コードの出力を行う。出力し
た NC コードを用いて，NC 加工を行う。 
 
 41 
 
図 3.11 産業用 NC 活用事例におけるカム機構の外観 
 
 
図 3.12 設計・製作するカムの一例 
 
 
図 3.13 CAM の操作画面（加工経路の表示） 
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 さらに，演習課題として表 3.8 に示す課題を行う。1 グループ 4 人程度のグループを作り，
課題に取り組ませる。課題の留意点としては，課題で構想する授業では，生徒に CAD の使
い方を学習させる授業としない。これは，学習を支援する教具としての活用について検討
させるということである。また，課題 2 は，課題 1 がどの様に学校教育の中で使用できる
か検討し，説明するための資料であることを強調する。 
  
表 3.8 CAD 応用（演習）の課題 
課題 1 機構のシミュレーションができる CAD ファイルの作成 
条件 (1) 機構は，技術科の教科書で扱われている 
・ リンク機構（スライダクランク機構を含む） 
・ カム機構 
から選択する。 
(2) CAD のソフトウェア内で動きを確かめる（シミュレーションする）ことができる。 
(3) 機構の動きを確認しながら，機構の仕様を変更できる。 
課題 2 課題 1 で作った CAD データが授業でどのように活用できるか考え，授業の概要がわかる資料
を作成する。 
条件 (1) 授業の目標，授業の流れを資料に記載する 
(2) 検討した授業における CAD の役割や効果を考察し，資料に記載する。 
(3) その他，授業を説明するために必要な資料を作成する。 
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3.5 授業実践の結果と考察 
3.5.1 卓上加工機械活用事例 
開発した学習プログラムの教育効果を検証するために，教員養成系大学の大学院生 8 名
に対して授業および調査を実施した。実践は，2014 年 10 月～2015 年 2 月に 15 回（1 回当
たり 90 分）実施した。受講生は，全員が小学校・中学校・高等学校のいずれかの教員免許
を取得していた。また，3 次元 CAD などデジタルものづくりの経験があるのは，全受講生
中 6 名であった。 
授業実践当日の様子を図 3.13 に示す。図 3.14 の(a)に示すようにカム線図とカムの輪郭
形状について例題をもとに確認したうえで，カムの設計を行った。図 3.14 の(b)にモデリン
グを行っている様子を示す。3 次元 CAD は受講生各自のパソコンにインストールし，立体
モデルの制作環境を準備した。 
 
   
(a) カム線図とカムの輪郭形状ついての学習   (b)3 次元 CAD を用いたモデリング 
図 3.14 卓上加工機械活用事例の授業実践の様子 
 
(1)アンケート調査 
教員養成における学習プログラムとして，実践に基づき評価を行うため，卓上加工機械
活用事例の実施前後にアンケートを配布し，受講生に回答してもらった。質問項目を表 3.9
に示す。事前調査では，授業内容に関する①～⑮までの質問項目を「そう思う」，「どちら
かといえば，そう思う」，「どちらともいえない」，「どちらかといえば，そう思わない」，「そ
う思わない」の 5 件法で尋ねた。事後調査では，授業内容に関する①～⑮に加え，授業評
価に関する⑯～㉑の質問項目を事前調査と同様に 5 件法で尋ねた。さらに，授業評価に関
しては，どのような点でそう感じたのか自由記述で記入させた。 
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表 3.9 卓上加工機械活用事例のアンケート項目 
No. 
種
別 
質問項目 回答方法 
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 
⑧ 
⑨ 
⑩ 
⑪ 
⑫ 
⑬ 
⑭ 
⑮ 
授
業
内
容 
コンピュータを使った設計・製作に興味はあるか 
デジタルものづくりにおける 3 次元 CAD の役割が分かるか 
デジタルものづくりにおける CAM など加工準備の役割が分かるか 
デジタルものづくりにおける自動加工の役割が分かるか 
図面や立体モデルなど設計情報の利用のされ方が分かるか 
コンカレント・エンジニアリングと QCD の改善の関係が分かるか 
自由曲線の描画原理が分かるか 
パラメトリック設計とは何か分かるか 
シミュレーションと QCD の改善の関係が分かるか 
3 次元 CAD を用いて製作品の構造を検討できるか 
3 次元 CAD を用いて図面を作成できるか 
シミュレーションを用いて加工データの確認ができるか 
加工のためのデータを作ることができるか 
デジタルものづくりを教材開発に活用することができるか 
デジタルものづくりを授業に活用することができるか 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
⑯ 
⑰ 
⑱ 
⑲ 
⑳ 
㉑ 
授
業
評
価 
新しい知識，手法，技能などを修得できたか ※ 
学習活動は楽しかったか ※ 
授業内容についてさらに学習したいか ※ 
授業内容は教科指導や教材開発に活かせるものだったか ※ 
授業内容はわかりやすく整理されていたか ※ 
この授業の難易度は適切だったか ※ 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
※事後のみ調査 
 
アンケート調査結果を表 3.10 に示す。5 件法で求めた回答は，肯定的な回答から順に 5
点，4 点，3 点，2 点，1 点と得点化し，平均と標準偏差を求めた。また，事前と事後で同
一の項目である授業内容に関する項目に対して，t 検定（両側検定）を行い，事後調査の値
と事前調査の値の差を調べた。 
①のコンピュータを使った設計・製作への興味は，事前調査時に高い値を示している。
このことから受講生は，デジタルものづくりについて興味が高い状態であったことがわか
る。また，事後調査の結果より，実践後においても興味の高さが維持されていることが示
された。②～④のデジタルものづくりの役割については，事前調査と事後調査の結果を比
較すると，事後調査時に高い値へ収束していることがわかる。また，加工準備に関しては，
事前調査の結果と比較して有意に上昇した。⑤～⑨のデジタルものづくりの効果や原理に
ついては，事前調査時に⑤の設計情報の利用のされ方に関して高い値を示している。これ
は，受講生の過半数が 3 次元 CAD などを利用したことがあるためと推察される。事後調査
では，⑤を除く，⑥～⑨の全ての項目で事前調査の結果と比較して有意に上昇した。この
ことから，事前調査では低い値だったデジタルものづくりの効果や原理についても理解が
深まったと考えられる。また，⑤は事後調査でも高い値を示し，偏差も小さくなっている。 
⑩～⑬のデジタルものづくりの技能に関しては，事前調査時に⑩，⑪の 3 次元 CAD に関
して比較的高い値を示している。事後調査では，⑩，⑪の 3 次元 CAD に関する項目以外で，
事前調査の結果と比較して有意に上昇している。また，有意差がなかった⑩，⑪も高い値
で推移している。このことから，今まで 3 次元 CAD を利用したことがある受講生も含め，
3 次元 CAD を用いて構想したり，図面を作成したり，制作した立体モデルを基に製作をし
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たりすることについて技能の向上があったと考えられる。 
⑭，⑮の学校教育での活用については，いずれの項目も事後調査で高い値に収束してい
る。特に，教材開発に関する項目で，有意に上昇している。受講生は，創作的課題として，
教材・教具の考案・作成および，その活用方法を説明する指導資料を作成している。この
課題によって教材開発の具体的なイメージを持つことができ，学校教育での活用に自信が
ついたと考えられる。 
授業評価の結果では，いずれの項目も平均値 3.9 以上の高い値を示した。特に，「新しい
知識，技能などの修得」，「楽しさ」，「学習意欲」の項目では，平均値 5.0 と顕著に高い値を
示している。このことより，新しい知識，技能を修得した後，学習を継続させるために重
要な要素についても本実践を通して十分に喚起させることができたと推察される。また，
「授業内容」と「難易度」に関する自由記述では，「製作の流れに沿った内容であり分かり
やすかった」，「中学校技術の授業を想定した授業だったので，難しいけれど必要な物だと
感じた」など，前述の本プログラムの基本方針に従って配慮した点の効果が示された。一
方で，「まだまだ使い勝手の面では，直接的に教育の現場に活かすのは難しい」という意見
がみられた。このことから，教育利用に適した加工機械やソフトウェアの開発や具体的な
活用事例の必要性があると考えられる 
 
表 3.10 卓上加工機械活用事例の事前・事後調査の結果 
№ 
事前(n=8) 事後(n=7) t 検定 
平均 S.D. 平均 S.D. (両側検定) 
① 4.9 0.3 4.9 0.3 ns 
② 3.1 1.5 4.3 0.5 ns 
③ 1.9 1.3 3.9 0.6 ** 
④ 3.5 1.1 4.0 0.9 ns 
⑤ 3.1 1.5 4.0 0.8 ns 
⑥ 1.8 0.8 3.0 0.8 * 
⑦ 1.8 1.1 3.0 0.9 * 
⑧ 1.6 0.7 2.9 1.0 * 
⑨ 1.5 0.7 3.3 0.9 ** 
⑩ 2.8 1.6 3.9 1.1 ns 
⑪ 3.1 1.8 4.0 1.1 ns 
⑫ 1.5 1.0 4.0 0.5 ** 
⑬ 1.5 1.0 4.3 0.5 ** 
⑭ 1.7 1.2 4.6 0.5 ** 
⑮ 3.1 1.7 3.7 1.0 ns 
⑯ － － 5.0 0.0 － 
⑰ － － 5.0 0.0 － 
⑱ － － 5.0 0.0 － 
⑲ － － 3.9 1.0 － 
⑳ － － 4.6 0.5 － 
㉑ － － 4.3 0.7 － 
**p<0.01，* p<0.05           
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(2)受講生の製作品 
受講生の製作品から，知識・技能の活用に関して考察する。次に，演習課題について述
べる。受講生全員が，板カムを設計・製作することができた。受講生が設計・製作したカ
ム機構の一例を図 3.15 に示す。受講生の作品から，デジタルものづくりの設計から製作ま
での基本的な知識・技能を修得できたことが分かった。また，演習課題ではデジタルもの
づくりの手法を活用した教材・教具のアイディアを考えた。その後，1 人 1 つの 3 次元 CAD
データの制作および，3 次元 CAD データを基にした卓上 NC 工作機械や卓上 3D プリンタ
による製作を行なった。受講生の作品例を図 3.16 に示す。この作品は，遊星歯車模型であ
り，演示教材として製作されたものである。さらに，それぞれの製作品の学校教育におけ
る活用法を示した指導資料を作成することができた。これにより，受講生は，教材・教具
の考案・作成にデジタルものづくりを活用できることが分かった。また，2015 年 10 月～
2016 年 2 月に同様の実践を行った。その際の受講生の作品例を図 3.17 に示す。この作品は，
動力伝達機構のシミュレーションを活用した動画教材である。このようにシミュレーショ
ンを活用することで，複数の機構の動画教材を作ることに活用できることが分かった。ま
た，これらの動画教材における機構の条件は，３次元 CAD 上で用意に編集が可能である。 
 
 
(a)NC 工作機械で加工したカム (b)カム機構（実物） 
図 3.15 受講生が設計・製作したカム機構の一例 
 
 
(a)立体モデル     (b)3D プリンタによる出力 
図 3.16 演習課題における作品例（遊星歯車模型） 
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図 3.17 演習課題における作品例（動力伝達機構の動画） 
 
3.5.2 グループワーク重視事例 
 開発した学習プログラムの教育効果を検証するために，教員養成系大学の学部生 13 名に
対して授業および調査を実施した。実践は，2013 年 7 月に 5 回（1 回当たり 90 分）実施し
た。受講生は，実践までに受講生は手描きの製図に関する講義および実習を受けている。
したがって，受講生は製図の基本的な知識・技能についてすでに学習している。また，受
講生の中には教育職員免許取得プログラム 94)受講する学生（以下，免 P 生）が 11 名，科目
等履修生が 1 名含まれている。教育職員免許取得プログラムとは，修士課程の学生のうち
教育職員免許状を持たない学生を対象とした，「長期履修学生制度に基づき 3 年間で大学院
修士課程の教育課程と学部の教育課程を併せて履修することにより，教職に関する高度な
専門知識を修得するとともに，得意分野を持った小学校教員や中学校教員等の養成を目指
す」プログラムである。このことから，受講生の中には，免 P 生として修士課程の学生も
含まれており，既修得知識にはばらつきがある。また，また，3 次元 CAD を使った経験が
あるのは，全受講生中 5 名であった。 
授業実践当日の様子を図 3.18 に示す。図 3.18 の(a)にモデリングを行っている様子を示
す。3 次元 CAD は授業者が用意したパソコンにインストールし，立体モデルの制作環境を
準備した。また，図 3.18 の(b)に示すようにグループワークでは，模造紙を囲むように座り
技術科における CAD の活用について議論した。 
 
    
(a) 3 次元 CAD を用いたモデリング     (b) CAD 活用に関するグループワーク 
図 3.18 グループワーク重視事例の授業実践の様子 
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(1)アンケート調査 
教員養成における学習プログラムとして，実践に基づき評価を行うため，卓上加工機械
活用事例の実施前後にアンケートを配布し，受講生に回答してもらった。質問項目を表 3.11
に示す。事前調査では，授業内容に関する①～⑤までの質問項目を「はい」，「いいえ」の 2
件法で尋ねた。事後調査では，授業内容に関する①～⑤に加え，授業内容に関する⑥と⑦
の質問項目を「そう思う」，「どちらかといえば，そう思う」，「どちらともいえない」，「ど
ちらかといえば，そう思わない」，「そう思わない」の 5 件法で尋ねた。授業評価に関する
⑧～⑬の質問項目のうち，⑧と⑨を 2 件法，⑩～⑬を 5 件法で尋ねた。さらに，授業評価
に関しては，どのような点でそう感じたのか自由記述で記入させた。 
 
表 3.11 グループワーク重視事例のアンケート項目 
No. 
種
別 
質問項目 回答方法 
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 
授
業
内
容 
CAD を用いた設計に興味はあるか 
CAD がどのようなソフトウェアか知っているか 
CAM がどのようなソフトウェアか知っているか 
NC 加工技術がどのような技術か知っているか 
3 次元 CAD が，CE をすすめ開発時間を短縮する理由を知っているか 
教材開発に CAD を利用したいと思うか ※ 
授業に CAD を利用したいと思うか ※ 
2 件法 
2 件法 
2 件法 
2 件法 
2 件法 
５件法 
５件法 
⑧ 
⑨ 
⑩ 
⑪ 
⑫ 
⑬ 
授
業
評
価 
学習活動は楽しかったか ※ 
学習内容についてさらに学習したいか ※ 
新しい知識，手法，技能などを修得できたか ※ 
授業内容は教科指導や教材開発に活かせるものだったか ※ 
授業内容はわかりやすく整理されていたか ※ 
この授業の難易度は適切だったか ※ 
2 件法 
2 件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
※事後のみ調査 
 
 授業内容について質問した事前・事後調査の結果を表 3.12 に示す。①については，事前
から多くの学生が肯定的な回答をしており，実践前から受講者は学習内容について高い興
味を持っていたことがわかる。多くの受講生の興味が実践後においても維持されているこ
とが事後調査から分かる。②～⑤の項目では，いずれの項目においても事前調査よりも肯
定的な回答が増えている。CAD に関する自由記述では，事前調査では「製図をする」「図
面を書く」をいう従来の手書きの製図と同じ内容を，コンピュータ用いて行なっているこ
とを意味する回答がほとんどであった。これに対し，事後調査では，「設計を支援する」「ア
センブリやシミュレーションにより PC 上で作る」という回答が増え，CAD が図面をかく
だけでなく「仮想の製品をコンピュータ上に作り上げるための手段」であることに気づい
ていることが分かった。3 次元 CAD の重要な効果である CE への理解について肯定的な回
答をした受講生に対して，理由を具体的に聞くと，「設計の初期段階から完成品の形状など
の情報を，わかりやすい立体の形で見ることができるため，製造だけでなく販売まで見通
した計画が可能になるから」や「データであるため共有が簡単で，3 次元で完成予想図を見
ることができるため試作に必要がなく，欠陥の発見が早期にできるため。」など，設計段階
と他の段階との関係や 3 次元で描画することによる設計結果の理解しやすさについての回
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答が多く見られた。これらのことから，本実践を通して，各項目の理解が深まったことが
考えられる。また，Fisher の正確検定を用いて事前・事後の差について調査したところ，②
と④は有意であることが分かった。事後調査のみ調査した，CAD の教材開発や授業への利
用についての項目⑥と⑦は，どちらも平均 4 以上の高い値を示していた。このことから，
技術科における CAD の活用および，その教育的意義について理解を深めることができたと
いえる。 
 授業評価について質問した事後調査の結果を表 3.13 に示す。「楽しさ」と「学習意欲」の
項目である⑩と⑪では，大半の受講生が肯定的な回答をしていた。5 件法で回答を求めた⑩
～⑬の項目についても比較的高い値を示し，特に新しい知識等の修得や授業の構成につい
て受講生から評価を得た。これらのことより，卓上加工機械活用事例同様に，新しい知識，
技能を修得した後，学習を継続させるために重要な要素についても本実践を通して十分に
喚起させることができたと推察される。 
 
表 3.12 グループワーク重視事例の事前・事後調査の結果（授業内容） 
№ 
事前(n=13) 事後(n=11) 
Fisher の 
正確検定 
肯定 否定 肯定 否定 (両側検定) 
① 11 2 10 1 ns 
② 5 8 11 0 ** 
③ 3 10 7 4 ns 
④ 5 8 9 2 * 
⑤ 3 10 7 4 ns 
   平均 S.D.  
⑥ － － 4.1 1.1 － 
⑦ － － 4.1 0.9 － 
 **p<0.01，* p<0.05            
 
 
表 3.13 グループワーク重視事例の事後調査の結果（授業評価） 
No. 
事後(n=11) 
肯定 否定 
⑧ 11 0 
⑨ 9 2 
 平均 S.D. 
⑩ 4.3 0.8 
⑪ 3.8 0.7 
⑫ 4.6 0.6 
⑬ 3.5 0.8 
 
(2)受講生の製作品 
グループワーク重視事例の CAD 実習では，モデリング，アセンブリ，シミュレーション，
図面の出力を行なった。受講生全員が課題である設計・制作を行うことができた。作品の
一例を図 3.19 に示す。カム模型教材のカム以外のパーツファイルは，あらかじめ授業者の
方で作成し提供した。また，カム模型のアセンブリファイルを活用してシミュレーション
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を行い，その動作について確認している。カムの CAD データをもとに図面の出力を行なっ
た。こちらもすべての受講生が作成することができた。受講生が作成したカム図面の例を
図 3.20 に示す。授業後の感想用紙からは，平面図，立面図，右側面図の位置を調節しやす
いことや，自由曲線の等角図を描画できるなど CAD データをもとにした利点を体感できた
とする感想が多く得られた。 
 
 
(a)カムのモデリング       (b)カム模型のアセンブリ 
図 3.19 受講生が作成したカム模型例（立体モデル） 
 
 
図 3.20 受講生が作成したカム図面例 
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(3)グループワークの実施結果 
 グループワークでは，技術科での CAD の活用による効果に関して多くの意見が出された。
グループワークでの付箋の記入例を図 3.21 に示す。付箋に記入することにより，短く完結
に意見が書かれている。また，他の意見との関係に応じて，模造紙上での位置を移動させ
る様子が見られた。図 3.21 の他にも，技術科での CAD の活用に関して様々な意見が出さ
れたが，大別すると図 3.22 の「生徒が活用する」ものと「教員が活用する」ものに分けら
れる。 
 
 
図 3.21 付箋の記入例 
 
 
図 3.22 グループワークで出された意見の分類 
  
生徒が利用した場合に考えられる効果に関する意見をまとめると図 3.23 にようになった。
意見の例としては，設計時の試行錯誤を支援する場合だと「アセンブリ機能を使うことで，
子どもトライアンドエラーを行いながら設計できる。」という意見があった。また，技術科
の他の内容との接続を支援する場合だと「図面の改良等から知的財産権の学習にも活用で
きる。」のような具体的な意見が出された。教員が利用した場合に考えられる効果に関する
意見をまとめると図 3.24 にようになった。授業中に利用する「製作課題の説明」や「機構
の説明」と教材開発に利用するものの 2 種類あることが分かる。どちらの場合でも生徒の
実態に合わせて資料や教材を作ることができるという意見が大半を占めていた。このこと
から，受講生は学習プログラムを通して学習した内容を，学校教育の文脈に合わせて活用
しようとすることができることが分かった。 
技術科での CAD の活用 
生徒が活用 教員が活用 
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図 3.23 生徒が活用する場合の効果に関する意見 
 
 
図 3.24 教員が活用する場合の効果に関する意見 
 
3.5.3 産業用 NC 活用事例 
開発した学習プログラムの教育効果を検証するために，教員養成系大学の大学院生 8 名
に対して授業および調査を実施した。実践は，2013 年 10 月～2013 年 12 月に 11 回（1 回
当たり 90 分）実施した。受講生の中には，現職派遣院生である技術科教員が 1 名含まれて
いる。また，3 次元 CAD を使った経験があるのは全受講生中 6 名，CAM を使った経験が
あるのは全受講生中 5 名，NC 加工を行った経験は全受講生中 7 名であった。 
授業実践当日の様子を図 3.25 に示す。図 3.25 の(a)にモデリングを行っている様子を示
す。3 次元 CAD は授業者が用意したパソコンにインストールし，立体モデルの制作環境を
準備した。また，演習の際に，1 グループ 4 名程度のグループを作った。受講生は，模造紙
を使って課題をどの様に取り組むのか，段取りや役割分担などをまとめた。構想がまとま
った段階で他のグループに対して発表を行い，アイディアの交換を行なった。構想発表の
様子を図 3.25 の(b)に示す。 
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(a) 3 次元 CAD を用いたモデリング     (b)授業の構想についての報告  
図 3.25 グループワーク重視事例の授業実践の様子 
 
(1)アンケート調査 
教員養成における学習プログラムとして，実践に基づき評価を行うため，産業用 NC 活
用事例の実施前後にアンケートを配布し，受講生に回答してもらった。質問項目を表 3.14
に示す。事前調査では，授業内容に関する①～⑧までの質問項目を「はい」，「いいえ」の 2
件法で尋ねた。事後調査では，授業内容に関する①～⑧に加え，授業内容に関する⑨と⑩
の質問項目を「そう思う」，「どちらかといえば，そう思う」，「どちらともいえない」，「ど
ちらかといえば，そう思わない」，「そう思わない」の 5 件法で尋ねた。授業評価に関する
⑪～⑯の質問項目のうち，⑪と⑫を 2 件法，⑬～⑯を 5 件法で尋ねた。さらに，授業評価
に関しては，どのような点でそう感じたのか自由記述で記入させた。 
 
表 3.14 産業用 NC 活用事例のアンケート項目 
No. 
種
別 
質問項目 回答方法 
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 
⑧ 
⑨ 
⑩ 
授
業
内
容 
コンピュータを使った設計・製造に興味はあるか 
CAD がどのようなソフトウェアか知っているか 
CAM がどのようなソフトウェアか知っているか 
NC 加工技術がどのような技術か知っているか 
3 次元 CAD が，CE をすすめ開発時間を短縮する理由を知っているか 
CAD による自由曲線は，なぜ同一性や相似性が保たれるのか 
パラメトリック設計の利点はなにか 
CAM のシミュレーション工程がなぜ QCD の改善に役立つのか 
教材開発に CAD/CAM を利用したいと思いましたか ※ 
授業に CAD/CAM を利用したいと思いましたか ※ 
2 件法 
2 件法 
2 件法 
2 件法 
2 件法 
2 件法 
2 件法 
2 件法 
５件法 
５件法 
⑪ 
⑫ 
⑬ 
⑭ 
⑮ 
⑯ 
授
業
評
価 
学習活動は楽しかったか ※ 
授業内容についてさらに学習したいか ※ 
新しい知識，手法，技能などを修得できたか ※ 
授業内容は教科指導や教材開発に活かせるものだったか ※ 
授業内容はわかりやすく整理されていたか ※ 
この授業の難易度は適切だったか ※ 
2 件法 
2 件法 
５件法 
５件法 
５件法 
５件法 
※事後のみ調査 
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授業内容について質問した事前・事後調査の結果を表 3.15 に示す。①については，事前
から多くの学生が肯定的な回答をしており，実践前から受講者は学習内容について興味を
持っていたことがわかる。また，事後調査からは，実践後においても興味が維持されてい
たことが分かる。②～⑧の項目では，いずれの項目においても事前調査よりも肯定的な回
答が増えている。また， CAD の特徴と産業における役割を自由記述で質問する項目では，
事前調査では「製図を行うソフトウェア」とする回答が多かったが，事後調査では「設計
を支援するソフトウェア」とする回答が大半を占めるようになった。事後調査の 3 次元 CAD
の重要な効果である CE への理解について質問に，肯定的な回答をした受講生に対して，理
由を具体的に聞くと「一方向だけの開発改善ではなく，双方向に開発改善することができ
る」や「同時並列的に開発を行うことで，時間の短縮，効率化につながる」など，製品開
発の工程の変化とその効果についての記述が多く見られた。さらに，CAD の仕組みや利点
に関する項目である⑥と⑦では，肯定的な回答が有意に増えていることが分かった。この
ことから，本実践を通して，CAD，CAM，NC 加工などを活用するデジタルものづくりへ
の理解が深まったことがいえる。事後調査のみ調査した，CAD の教材開発や授業への利用
についての項目⑥と⑦は，どちらも平均 4 以上の高い値を示していた。このことから，技
術科における CAD の活用および，その教育的意義について理解を深めることができたとい
える。 
 授業評価について質問した事後調査の結果を表 3.16 に示す。「楽しさ」と「学習意欲」の
項目である⑪と⑫では，すべての受講生が肯定的な回答をしていた。5 件法で回答を求めた
⑬～⑯の項目についても高い値を示し，授業内容や授業構成について受講生から評価を得
た。これらのことより，新しい知識や技能を修得した後，学習を継続させ，学校教育に活
用するための要素についても，本実践を通して十分に喚起させることができたと推察され
る。 
 
表 3.15 産業用 NC 活用事例の事前・事後調査の結果（授業内容） 
No. 
事前(n=8) 事後(n=8) 
Fisher の 
正確検定 
肯定 否定 肯定 否定 (両側検定) 
① 8 0 8 0 ns 
② 8 0 8 0 ns 
③ 5 3 8 0 ns 
④ 7 1 8 0 ns 
⑤ 4 4 7 1 ns 
⑥ 1 7 6 2 * 
⑦ 1 7 7 1 * 
⑧ 5 3 7 1 ns 
   平均 S.D.  
⑨ － － 4.5 0.6 － 
⑩ － － 4.4 0.7 － 
**p<0.01，* p<0.05             
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表 3.16 産業用 NC 活用事例の事前・事後調査の結果（授業評価） 
№ 
事後(n=8) 
肯定 否定 
⑪ 8 0 
⑫ 8 0 
 平均 S.D. 
⑬ 4.6 0.5 
⑭ 4.9 0.3 
⑮ 4.5 0.5 
⑯ 4.3 0.7 
 
(2)受講生の製作品 
産業用 NC 活用事例の CAD/CAM・NC 加工実習では，モデリング，アセンブリ，シミ
ュレーション，図面の出力，NC 加工を行なった。受講生全員が課題の作成を行うことがで
きた。作品の一例を図 3.26 に示す。カム模型教材のカム以外のパーツファイルは，あらか
じめ授業者の方で作成し提供した。また，カム模型のアセンブリファイルを活用してシミ
ュレーションを行い，その動作について確認している。カムの CAD データをもとに図面の
出力を行なった。受講生が作成したカム図面の例を図 3.27 に示す。 
 
 
(a)カムのモデリング       (b)カム模型のアセンブリ 
図 3.26 受講生が作成したカム模型例（立体モデル） 
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図 3.27 受講生が作成したカム図面例 
 
 CAD で作成した立体モデルを利用して，CAM による加工データの作成を行なった。受
講生はそれぞれ，加工シミュレーションで切削加工の様子を確認してから，NC コードの生
成を行なっていた。NC 工作機械によるカム加工の様子を図 3.28 に示す。受講生全員が自
分自身で NC 装置を操作し加工を行なった。全員が事故なく加工を行うことができた。加
工したカムの例を図 3.29 に示す。 
 
  
図 3.28 受講生によるカム加工の様子 
 
 57 
 
図 3.29 受講生が加工したカム例 
 
CAD 応用（演習）の課題として表 3.8 に示した課題を実施した。1 グループ 4 名程度の
グループを作った。まず，受講生は，模造紙を使って課題をどの様に取り組むのか，段取
りや役割分担などをまとめた。構想がまとまった段階で他のグループに対して発表を行い，
アイディアの交換を行なった。演習課題における作品例を図 3.30 に示す。この受講生が考
案し作成した教材は，リンク機構について学習するための演示教材であり，長さを調整し
て動きをシミュレーションすることができる。 
 
(a)自転車模型     (b)ワイパー模型 
図 3.30 演習課題における作品例（リンク機構） 
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3.6 結言 
 本章では，教科専門力の要素における「技術科の内容に関する資質・能力」，「PCK」，「学
び続ける資質・能力」を向上させることをねらった教科専門教育として，機構学習を題材
としたデジタルものづくり学習プログラムの開発を行った。まず，学習プログラムの目標
として，次の 3 点を設定した。1 点目は，デジタルものづくりに関する知識・技能を修得さ
せることである。2 点目は，デジタルものづくりを活用して教材・教具を考案・作製するな
ど，学校教育に適応させる活動を通して，PCK を向上させることである。3 点目は，デジ
タルものづくりに関する学習意欲と活用意欲を高めることである。次に，開発する学習プ
ログラムの基本方針として，以下の 6 つの方針を立てた。 
(1) 設計から製作までのプロセスを通して学習させる 
(2) 複数の部品から構成される立体モデルを制作させる 
(3) シミュレーションや製図，加工などに立体モデルを活用させる 
(4) 教材・教具の考案・作製など学校教育での活用について検討させる 
(5) 課題は，模倣的課題，改作的課題，創作的課題の順に設ける 
(6) デジタルものづくりの利用方法や利用効果を資料で明示する 
 以上の目標と方針に則り，基本となる学習プログラムを提案した。基本となる学習プロ
グラムの特徴は以下の 3 点である。(1)教員養成におけるデジタルものづくり学習の題材と
して機構の設計・製作を提案している。(2)実習・演習課題として，技術科の学習内容を基
に，デジタルものづくりに関する知識・技能の修得と学校教育での活用を意図した課題を
設けている。(3)学習環境として，学校教育での導入を想定したソフトウェアと加工機械を
用いている。次に，技術科教員養成の現状を考慮した実践事例として，以下の 3 つのモデ
ルと提案した。 
1) 卓上加工機械を用いた実践事例 
2) シミュレーションやグループワークを重視した実践事例 
3) 産業向け工作機械を用いた実践事例 
 これらの実践を通した学習効果の検証を行った。その結果，開発したデジタルものづく
り学習プログラムについて，以下のことが分かった。 
・教科専門に関する知識・技術として，デジタルものづくりに関する知識・技能の向上
ができる 
・デジタルものづくりに関する知識・技能を活用した教材・教具の考案や製作から，PCK
の向上に寄与できる 
・デジタルものづくりに関する学習意欲や活用意欲の向上ができる 
 また，3 つの実践事例において上記の結果が得られたことから，本研究で提案した学習プ
ログラムは，現状の技術科教員養成環境において学習効果が期待できる。また，この学習
方法は，他の教科専門教育においても流用することができる学習方法である。 
 第 2 章で述べたように，教員の資質・能力は授業という文脈によって活用される。第 3
章において，知識・技能の向上や学習・活用意欲の向上が確認できたが，実際の学校教育
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において，それらを発揮し子供の学力形成に寄与できるか明言することはできない。した
がって，本研究で開発した学習プログラムの実質的な評価として，修得した資質・能力が
生徒の学力形成に繋がるのか確認する必要がある。そこで，本研究で開発した学習プログ
ラムの受講生である技術科教員が実施する，デジタルものづくりを活用した教育実践の評
価を行う必要があると考えた。 
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第 4 章 中学校実践を通した教員養成における教科専門教育の評価 
 
4.1 緒言 
国内の教員養成おける教科専門教育に関する研究は，いくつかの教科で見られる 95),96),97)。
その中には，技術科教員養成における教科専門教育に関する研究もある 98),99),100),101),102)。こ
れらの研究においては，学習内容や学習方法，教材・教具など様々な観点から，より良い
教科専門教育を目指した取り組みが行われている。しかし，教員養成における教科専門教
育の学習効果を，学校教育における授業実践を通して検討する研究はほとんど見られない。
教員を目指す学生が教員養成で修得した資質・能力は，教員養成の目的たる学校教育にお
いて活用される。したがって，学校教育での活用をもって評価されるべきである。もちろ
ん，教員養成では特定の教科専門教育以外にも様々な学習機会がある。さらに，同時期に
学内外におけるノンフォーマル教育やインフォーマル教育の機会がある。加えて，教員と
して採用された後も様々な学習機会がある。こうしたことから，特定の教科専門教育の効
果のみを検証することは難しい。こうした前提があったとしても，教科専門教育を通して
修得した知識・技能や学習意欲，活用意欲が，学校教育という文脈においてどのように活
用され，生徒の学力形成に寄与するのか検討することは意義あるものであると考えた。 
本章では，第 3 章で開発した学習プログラムの実質的な効果を検討するため，学習プロ
グラム受講者を対象とした追跡調査を行なう。ここでは，対象教員を技術科の経営する専
門家として捉える。そして，対象教員が経営する技術科における，デジタルものづくりを
活用した授業実践を調査することとした。加えて，対象教員に対するインタビュー調査を
行うこととした。これらの調査を通して，対象教員が経営する技術科においてデジタルも
のづくりを活用した際の効果および，対象教員のデジタルものづくりに対する学習意欲や
活用意欲について明らかにする。 
 
4.2 技術科の授業におけるデジタルものづくりの活用 
教員養成において開発した学習プログラムの実質的な効果を検討する授業実践を調査す
るにあたり，実践事例を次に 2 種類に分けて検討することとした。1 つ目は，デジタルもの
づくりを生徒が活用する場合である。この事例においては，授業の目的に応じて，生徒は
デジタルものづくりを活用した学習を行う。教員は，機器やソフトウェアの準備を行うと
ともに，授業中におけるデジタルものづくりに関する知識・技能の指導を行うことが想定
される。2 つ目は，デジタルものづくりを教員が活用する場合である。この事例においては，
教員がワークシートの作成や教材や教具の開発に活用することが考えられる。 
 
4.2.1 生徒が活用する事例 
(1)木製品の設計・製作（生徒事例１） 
 生徒事例１は，技術的課題解決力の育成をねらった設計･製作学習として構想された，再
設計過程を含む設計･製作学習である。技術的課題力とは，問題を技術的視点で設定し，課
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題化して，一定の制約のもとで，ものづくり等を通して，最適化を図りつつ解決する能力
である。日本産業技術教育学会は，「21 世紀の技術教育（改訂）」において，技術的課題解
決力の育成を技術科の重要な目的の 1 つとしている。同時に，図 4.1 に示すような技術科固
有の方法知であるとしている 103)。技術的課題解決力の育成は，図 4.1 に示す過程を連続的
に体験することで高められる。また，各過程における活動内容は表 4.1 に示す通りである
103),104)。次期学習指導要領に関する答申においても，問題解決の過程は，技術科における基
本的な学習過程としている 105)。 
 
図 4.1 技術教育固有の方法知 
 
表 4.1 各過程の活動内容 
過程 活動内容 
創造の動機 問題の発見，課題の設定 
設計･計画 課題の解決策の具体化 
製作（制作･育成） 解決活動の実践 
成果の評価 解決活動の振り返り 
 
設計･製作学習の対象として，内容 A「材料と加工に関する技術」を検討している。題材
としては，内容 A の題材として最も多く実施されている木製品の設計･製作を行う 61)。題材
の詳細については後述する。生徒事例１では，表 4.2 に示すように，問題解決の過程におけ
る成果の評価過程の後に，再び創造の動機過程と検討･設計過程（以下，再設計過程）を設
けている。再設計過程では，使用目的･使用条件を再確認したうえで，完成した製作品から
問題を発見し，課題の設定を行う。設定した課題に対し，製作品を改善する方策を検討し，
改善された製作品について提示する。この時に，自身の製作品から問題を発見することと，
改善策を具体的に表現することを重視する。加えて，問題解決の過程を一巡以上行うこと
で，問題解決の過程そのものを意識づけるようにしている。 
 
表 4.2 設計･製作学習の展開 
問題解決の過程 指導概要 
創造の動機 問題の発見，使用目的･使用条件の明確化，課題の設定 
設計･計画 設計，製図，模型製作，製作計画 
製作 加工方法，材料取り，部品加工，組み立て，接合，仕上げ 
成果の評価 製作品の評価 
再設計 
創造の動機 使用目的･使用条件の再確認，問題の発見，課題の設定 
検討･設計 改善策の提案，再設計 
創造の
動機
設計･
計画
製作･制作
･育成
成果の
評価
各過程の 
評価と修正 
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 設計･製作学習において，新たに再設計過程を設ける場合，時間数の制約から授業計画に
対する工夫が求められる。そこで生徒事例１では，設計･計画過程と再設計過程において，
3 次元 CAD を教具として位置づけ，モデリング機能を用いて学習を支援している。モデリ
ング機能とは，コンピュータ内の仮想 3 次元空間上に物体の形状を作る機能である。これ
により，限られた時間の中で，製作後に発見した問題に対する解決策を表現する再設計過
程を設けることができる。 
3 次元 CAD で制作した立体モデルは，紙にかかれた図面や 2 次元 CAD の図面より，直
感的に立体の特徴をつかみやすい。これにより，奥行きや厚みなど初学者にとって見落と
しがちな点を検討しやすく，設計の段階で問題の発見をしやすい。また，この分かりやす
さという点は，他者に説明する時にも有効であり，学習時に生徒同士の交流を活性化させ
ることが期待できる。さらに，寸法の変更を容易に行うことができ，短時間で試行錯誤を
重ねることができる。このことは，設計が長時間に渡るまたは設計を何度もし直す場合で
も有効である。保存されたファイルを開いた後，形状の把握が容易であり，活動の再開を
円滑に行える。加えて，再設計の際には，最初から立体モデルを制作するのではなく，設
計時に制作した立体モデルを書き換える。これにより，解決活動を振り返って発見した問
題の解決策を表現することを支援できる。これまでも製作後のまとめとして，製作品の改
善策を検討することはできた。しかし，そのアイディアを基に製作品を作り直すことは難
しい。3 次元 CAD を用いることで，仮想的な環境であるものの，図面やスケッチと比べる
とより製作に近い活動となると考えられる。 
生徒事例１では，設計･製作学習の題材として，木製品の設計･製作としている。設計･製
作するものは物入れとし，生徒それぞれが，自身の生活における問題を発見し課題を設定
してから具体的な製作品を決定する。材料には，杉集成材の板材を用いる。板材の寸法は，
1200mm×220mm×12mm である。このように，製作品の部品構成の自由度が高い題材に
おいては，直接的に立体で表せ，試行錯誤も容易な 3 次元 CAD の活用が適している。さら
に，板材を用いた設計･製作における製作品は，直方体もしくは，その一部の面を取ったり
穴を開けたりした部品から構成されることが多い。このことからモデリングの難易度は高
くない。したがって，3 次元 CAD を初めて使用する場合でも扱いやすい題材である。まず，
製作品の構想段階では，入れるものの大きさや数など使用目的･使用条件を整理し，製作品
の概観をスケッチで表す。3 次元 CAD を用いたモデリングの前に，製作品について使用目
的･使用条件の把握やイメージを持たせることで，目的を持ってモデリングできるように配
慮している。また，設計をまとめる際には，製作品を考えた時に工夫した点を社会的側面，
環境的側面，経済的側面から整理しまとめる。この際に用いるワークシートでは，社会的
側面として利便性と安全性，環境的側面として省材料と再利用，経済的側面として生産コ
ストをキーワードとして示す。製作後に改善点を考える際には，社会的側面，環境的側面，
経済的側面のいずれかを選び，その側面における改善策を提案する。このように，製作品
の工夫における観点を設定することで，自分の製作品における問題を見つけやすいように
配慮している。さらに，製作計画を立てる前に，製作品の模型製作を行う。模型は実寸で
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製作し，接合方法や材料取りの検討を行う際に活用する。本研究では，加工しやすさを考
慮して材料に EVA 樹脂の板を用いる。 
生徒事例１は，S 中学校にて 2016 年 7 月～2017 年 3 月に 1 年生 69 名を対象に行われた。
構 想 か ら 再 設 計 ま で の 授 業 の 流 れ を 表 4.3 に 示 す 。 3 次 元 CAD と し て ， 123D 
Design(Autodesk)を用いていた。123D Design は，直感的でわかりやすい UI および基本的
なモデリング機能を有する簡易的な 3 次元 CAD である。この 3 次元 CAD には，Window
版･Mac 版･iOS 版があり，いずれも無料で提供されているものである。ソフトの利用環境
としては，設計当初はタブレット端末(iPad)を用いたが，機器の借用事情により一部クラス
では途中からパソコン(Windows)を用いていた。再設計時にはすべてのクラスでパソコン
(Windows)を用いていた。それぞれの環境で制作したデータには互換性がある。タブレット
端末(iPad)とパソコン(Windows)は，いずれも生徒 1 人に対して 1 台ずつ使用できる環境で
あった。また，タブレット端末(iPad)は木工室で使用したが，パソコン(Windows)は S 中学
校のコンピュータ室に設置されているもののため，コンピュータ室で使用していた。 
 
表 4.3 授業実践の流れ 
授業時間 授業の内容 
1 アンケート１，問題発見・課題設定，製作品の決定・構想  
2 3 次元 CAD 導入課題 
3～4 製作品の設計（モデリングを含む） 
5～6 アンケート 2，製作品の模型製作 
7～11 板材製品の製作 
12 製作の評価 
13～14 アンケート 3，製作品の再設計（モデリングを含む），アンケート 4 
 
生徒実践１の学習効果を検証するため，アンケート調査結果および生徒の製作品につい
て考察をする。まず，アンケート調査について説明する。技術的課題解決力を直接的に測
定する方法は見当たらない。しかし，問題解決を繰り返し経験することが，その育成に繋
がるとされている。そこで，Moriyama ら（2001）が作成した「技術科教育における問題解
決経験尺度」106)（以下，問題解決経験尺度）を用いて，問題解決の経験を調査する。この
問題解決経験尺度は，「探究のプロセス」「プロジェクトマネジメント」「トラブルシューテ
ィング」「設計のプロセス」という４つの因子から構成される。加えて，森山（1995）が作
成した「学習意欲尺度」107)を用いて学習意欲の変化についても調査する。この学習意欲尺
度は「成就感･達成感への期待」「知的好奇心」「操作･活動への期待」「学習の意義理解」の
４つの因子から構成される。調査の時期は表 4.3 に示すように，題材の導入時におけるアン
ケート 1，3 次元 CAD を用いた設計･計画過程後のアンケート 2，成果の評価過程後のアン
ケート 3，3 次元 CAD を用いた再設計過程後のアンケート 4 の全 4 回実施する。なお，調
査時に質問紙の回答が成績に影響しないことを生徒に説明した上で，回答を求める。 
授業実践の期間に欠席等で各調査に回答しなかった生徒を分析データから除外した。そ
の結果，分析対象となったデータ数は，55 件となった。4 件法で求めた回答は，肯定的な
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回答から順に，4 点，3 点，2 点，1 点と得点化した。また，各アンケートの調査時期につ
いては，前述の表 4.3 に示す。授業実践の結果，各調査段階で得られた因子別尺度平均値の
推移を図 4.2，図 4.3 に示す。まず，問題解決経験について述べる。設計終了後に「探求の
プロセス」および「トラブルシューティング」に関して値が低くなっている。これは初め
て 3 次元 CAD を活用した際に，教員が用意した 3 次元 CAD の操作テキストの通りに操作
する場面が多かったこと，操作でつまずきがあった場合はすぐに周囲の生徒や教員へ聞く
ことが多かったことに関係していると考えられる。その後は，いずれの因子においてもよ
り高い値へ推移している様子が見られる。特にアンケート 2 からアンケート 3 にかけて，
すなわち製作活動を通して問題解決に関する多くの経験を得ていることが読み取れる。特
に，「プロジェクトマネジメント」，「トラブルシューティング」，「設計のプロセス」は，製
作後に実施したアンケート 3 で，3.60～3.65 といった比較的高い値を示しているため，そ
の後のアンケート 4 ではあまり向上していないことがわかる。次に，学習意欲の推移につ
いて述べる。値が大きく下がることなく，学習が進むにつれて全ての因子において向上が
確認された。設計後のアンケート２において，成就感･達成感への期待と比べると，他の３
つの因子には顕著な向上が見られないのは，初めて 3 次元 CAD を活用することに難しさを
感じていたことが考えられる。同じ 3 次元 CAD を活用した後であるアンケート 4 を見ると，
アンケート 2 の時と異なった推移の仕方が確認できる。このことからも 3 次元 CAD を用い
た学習においては，コンピュータやソフトウェアに対する学習レディネスが関わっている
ことが推察される。十分に活用できるようになることが，学習意欲の向上につながるので
はないかと考えられる。 
 
  
図 4.2 問題解決経験の平均値の推移     図 4.3 学習意欲の平均値の推移 
 
 学習を通した変化を調べるため，各調査間における因子別尺度平均値の伸び量として検
討した。それぞれの尺度における各調査間の伸び量を図 4.4，図 4.5 に示す。また，設計･
計画過程前後，製作および成果の評価過程前後，再設計過程前後における尺度別平均値の
差を調査するため，対応のある t 検定（両側）を行った。t 検定の結果を表 4.4，表 4.5，表
4.6 に示す。まず，問題解決経験について述べる。図 4.4 を見ると「探求のプロセス」につ
いては，設計後での伸び量は－0.08 と向上が見られなかった。しかし，その後は継続して
向上し高い値へ推移している。また，表 4.5 と表 4.6 に示すように製作および成果の評価過
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程前後，「再設計」過程前後では有意に向上していた。このことから，「探求のプロセス」
に関しては，3 次元 CAD の操作を含む材料と加工に関する知識･技能が習得されていくこ
とによって，再設計過程では「探求のプロセス」に関連する活動が行なえるようになった
と考えられる。「プロジェクトマネジメント」に関しては，図 4.4 に示す通り，製作および
成果の評価過程後に 0.30 と大きく向上し，表 4.5 に示す通りその前後における差は有意で
あったことが確認できた。また，再設計過程後においても高い状態を維持していることが
分かった。このことから，製作の評価を通して，再設計過程における活動の方針がはっき
りしていたため，段取りについて検討できるようになった生徒が多かったことが推察され
る。「トラブルシューティング」に関しても，図 4.4 および表 4.5 に示すように「プロジェ
クトマネジメント」と同様に製作および成果の評価過程前後で有意で向上が確認できた。
その後，再設計過程後も高い状態を維持しながら，わずかであるが向上していた。「設計の
プロセス」に関しては，図 4.4 に示すように他の因子と異なり，設計･計画過程の段階から
向上が見られた。その後も，製作過程や成果の評価過程，再設計過程と段階を追う毎に向
上していることが分かった。そして，表 4.4 と表 4.5 に示すように設計･計画過程と製作お
よび成果の評価過程において有意に向上していることが分かった。 次に，学習意欲につ
いて述べる。図 4.5 に示すように製作および成果の評価過程前後で向上が見られ，表 4.5 に
示すようにその前後における差は，「成就感･達成感への期待」，「知的好奇心」，「学習の意
義理解」の因子で有意であった。その後，表 4.6 に示す通り再設計過程においても高い値へ
収束している。このことから，製作および成果の評価過程において高められた学習意欲が，
その後に再設計過程を設けることにより，一層高められたことが分かった。また，表 4.6 に
示すように，再設計過程においても「成就感･達成感への期待」，「知的好奇心」，「学習の意
義理解」に関する向上は，有意な結果であった。 
 
  
図 4.4 問題解決経験の各調査間の伸び量   図 4.5 学習意欲の各調査間の伸び量 
 
  
-0.08 
0.00 
-0.09 
0.18 0.15 
0.30 0.34 
0.20 
0.14 
0.02 0.04 0.06 
-0.10
0.00
0.10
0.20
0.30
0.40尺
度
得
点
の
平
均
値
の
差
アンケート１・２間 アンケート２・３間 アンケート３・４間
-0.03 -0.02 
0.05 
-0.02 
0.18 
0.13 0.10 0.09 
0.28 
0.24 
0.12 
0.22 
-0.10
0.00
0.10
0.20
0.30
0.40尺
度
得
点
の
平
均
値
の
差
アンケート１・２間 アンケート１・３間 アンケート１・４間
 66 
表 4.4 「設計･計画」過程前後の差 
因子 
平均値 (S.D.) 
t 
p 
両側 アンケート 1 アンケート 2 
探究のプロセス 3.29 (0.54)  3.21 (0.60)  1.09  n.s. 
プロジェクトマネジメント 3.35 (0.53)  3.35 (0.49)  0.08  n.s. 
トラブルシューティング 3.35 (0.58)  3.26 (0.65)  1.19  n.s. 
設計のプロセス 3.26 (0.46)  3.44 (0.49)  2.74  * * 
成就感･達成感への期待 3.45 (0.50)  3.42 (0.52)  0.48 n.s. 
知的好奇心 3.36 (0.54)  3.34 (0.53)  0.38 n.s. 
操作･活動への期待 3.55 (0.49)  3.60 (0.49)  0.79 n.s. 
学習の意義理解 3.42 (0.46)  3.40 (0.52)  0.28 n.s. 
**p<.01 
表 4.5 「製作」および「成果の評価」過程前後の差 
因子 
平均値 (S.D.) 
t 
p 
両側 アンケート 2 アンケート 3 
探究のプロセス 3.21 (0.60)  3.36 (0.53)  4.22 * * 
プロジェクトマネジメント 3.35 (0.49)  3.65 (0.39)  5.64 * * 
トラブルシューティング 3.26 (0.65)  3.60 (0.39)  4.87 * * 
設計のプロセス 3.44 (0.49)  3.64 (0.31)  3.77 * * 
成就感･達成感への期待 3.42 (0.52)  3.63 (0.43)  5.51 * * 
知的好奇心 3.34 (0.53)  3.49 (0.50)  4.69 * * 
操作･活動への期待 3.60 (0.49)  3.65 (0.44)  1.14 n.s. 
学習の意義理解 3.40 (0.52)  3.51 (0.55)  3.61 * * 
**p<.01 
表 4.6 「再設計」過程前後の差 
因子 
平均値 (S.D.) 
t 
p 
両側 アンケート 3 アンケート 4 
探究のプロセス 3.36 (0.53)  3.50 (0.44)  3.01 * * 
プロジェクトマネジメント 3.65 (0.39)  3.67 (0.34)  0.59 n.s. 
トラブルシューティング 3.60 (0.39)  3.64 (0.42)  1.03 n.s. 
設計のプロセス 3.64 (0.31)  3.70 (0.31)  1.58 n.s. 
成就感･達成感への期待 3.63 (0.43)  3.73 (0.36)  2.33 * * 
知的好奇心 3.49 (0.50)  3.60 (0.46)  2.59 *  
操作･活動への期待 3.65 (0.44)  3.67 (0.43)  0.46 n.s. 
学習の意義理解 3.51 (0.55)  3.64 (0.44)  2.32 *  
*p<.05 **p<.01 
 
再設計過程終了後に行った 3 次元 CAD に関する自由記述の結果について，回答を要約す
るために，質的データである文章を計量的に分析するために開発されている KH Coder を
用いた。KH Coder は，様々な分野で用いられている分析ソフトである 108)。自由記述の質
問毎に，Jaccard 距離を用いた Ward 法による階層的クラスター分析を行った。分析結果を
表 4.7 に示す。なお，1 つの回答が複数のクラスターに重複してまたぐことはない。質問 1
においては，3 次元 CAD を使ったモデリングを通して学んだこととして，「作品のイメー
ジを膨らませることの大切さ」が最も多く見られた。次いで，「形状を考えることの大変さ」，
「製作前に立体モデルを作ることの大切さ」，「技術の進歩」，「コンピュータの使い方」が
見られた。このことから，3 次元 CAD を用いたモデリングは，特に製作品の形状を検討す
ることの意義等を学ぶことを支援していたと考えられる。質問 2 においては，3 次元 CAD
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を使った感想として，特に「自分の考えを表すのに便利だ」，「3 次元 CAD を使うことは楽
しかった」，「3 次元 CAD の操作が難しかった」が多く見られた。次いで「イメージが膨ら
んだ」がみられた。このことから，生徒にとって 3 次元 CAD を使うことは，便利さという
メリットを感じさせるとともに，楽しさや難しさといった感情を喚起させることが考えら
れる。 
 
 表 4.7 自由記述による回答の要約 
質問 1：3 次元 CAD を使ったモデリングを通して学んだことは何ですか。 
1) 作品のイメージを膨らませることの大切さ（16 件） 
2) 形状を考えることの大変さ（9 件） 
3) 製作前に立体モデルを作ることの大切さ（8 件） 
4) 技術の進歩（8 件） 
5) コンピュータの使い方（6 件） 
質問 2：3 次元 CAD を使った感想を書いてください。 
1) 自分の考えを表すのに便利だ（16 件） 
2) 3 次元 CAD を使うことは楽しかった（16 件） 
3) 3 次元 CAD の操作が難しかった（13 件） 
4) イメージが膨らんだ（2 件） 
  
次に生徒の製作品の事例より検討する。図 4.6 は生徒がモデリング機能を活用して，設計
を行っている様子である。この際，タブレット端末を用いた。設計過程や再設計過程では，
設計内容や機器，3 次元 CAD の使い方について交流している様子が見られた。代表的な生
徒の事例から，授業実践について説明する。生徒のワークシートより，製作品で解決しよ
うとした生活における問題は，「リビングのテーブルにいい加減に置かれた，リモコンとテ
ィッシュ箱を整理する」であった。生徒は，この問題を解決するために「ティッシュ･リモ
コン入れ」を構想した。設計時に制作した立体モデルを図 4.7 の(a)に示す。生徒は製作品
に入れるもののサイズを確認した上で，利便性として収納しやすさ，取り出しやすさから
寸法を検討している。この立体モデルを元に，製作をした製作品が図 4.7 の(b)である。設
計時に検討した部品の配置が，製作品にも反映されていることが分かる。生徒は，成果の
評価過程で，再度使用目的･使用条件について振り返った後，製作品の改善について検討し
た。この活動を通して，製作品を社会的側面である利便性や安全性の観点から，よりよく
するためのアイディアを再設計過程で 3 次元 CAD を活用し表現した。再設計時の立体モデ
ルを図７の(c)に示す。図 4.7 の(b)で示した製作品と比較すると両脇に取っ手が付けられ，
底に穴があけられている。この例では，生徒が製作品に対する改善点として「持ち手をつ
くり持ちやすくする」，「ティッシュ箱を取りやすいように穴を開ける」ことを挙げていた。
このように，生徒は設計や再設計において，解決策を表現するために 3 次元 CAD を活用で
きることを確認した。 
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図 4.6 CAD を用いて設計を行う様子 
  
(a) 設計時の立体モデル例     (b) 完成した製作品例   (c) 再設計時の立体モデル例 
図 4.7 製作品の例 
  
 生徒事例１では，中学校技術科において，問題解決の学習過程に 3 次元 CAD のモデリン
グ機能を用いた設計･再設計過程を含む，設計･製作学習の提案を行ない，その学習効果を
調査することを目的とした。提案した設計･製作学習の特徴は以下の通りである。(1)技術的
課題解決力の育成に着目し，技術的課題解決の過程の中で再設計過程を設けている。(2)設
計過程および再設計過程を支援する教具として 3 次元 CAD を用い，モデリング機能を活用
した設計活動を行っている。中学校１年生を対象に授業実践を行ない，アンケート調査お
よび生徒の製作品より学習効果について検討した。その結果，(1)3 次元 CAD は，生徒の設
計･再設計のアイディアの表現および学習意義の理解を支援できることが分かった。(2)設
計･製作学習に再設計過程を設けることで，特に「探究のプロセス」に関する経験が向上す
ることが分かった。(3)再設計過程を設けることで，より学習意欲が向上することが分かっ
た。 
 
(2)LED 照明の設計・製作（生徒事例２） 
 生徒事例２は，デジタル工作機械を活用し，技術的課題解決力の育成することをねらっ
た設計・製作学習として構想された。デジタルものづくりとして，3 次元 CAD と 3D プリ
ンタを活用した設計・製作学習である。 
 設計・製作学習の対象として，内容 B「エネルギー変換に関する技術」（以下，エネルギ
ー変換の技術）を検討している。エネルギー変換の技術では，設計活動の充実を図った題
材の開発が行われている。藤川・安藤（2012）は，容易に回路設計が行える精選された部
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品と，使用目的・使用条件に即した設計を可能とするワークシートから構成された題材の
開発を行っている 109)。この題材では，LED2 個と 3P トグルスイッチ，モーメンタリプッ
シュスイッチの組み合わせによって回路設計を行わせている。また，中原・森山・上野（2016）
は，生徒の工夫，想像力の育成を目的とした，個々が構想・設計の学習を十分に行うこと
のできる題材の開発を行っている 110)。この題材においては，抵抗器，ダイオード，LED，
コンデンサ，トランジスタ，CdS，モータ，ニクロム線，スイッチ，電池，手回し発電機な
ど多様な電子部品を用いる。多くの部品の取扱いは学習難易度を上げる要因と考えられる
が，この教材では必要な電子部品をブロックに接着し，電子ブロック化することで，アイ
ディアの具現化を支援する工夫を行っている。また回路の構想にシミュレータの活用も行
っている。こうした先行研究においては，製作品として据え置き型の照明機器が多くみら
れる。また，筐体の多くは，既製品の空き容器などを再利用したものである。 
 生徒事例２の設計・製作題材は，先行研究を参考にしたLED照明機器であった。本題材
の特徴は以下の4点である。 
１）デジタルものづくりを教具として活用した学習支援 
本題材においては，デジタルものづくりに用いられる技術は，学習を支援する教具とし
て捉えて活用している。したがって，デジタルものづくりに関する知識・技能は，設計・
製作学習における活用のために修得し，それらの修得自体を目的としていない。筐体の製
作を3Dプリンで行うことで，製作品の回路や筐体の構想・設計に重点を置くことができる
ようにしている。 
２）回路設計と筐体設計による機能の実現 
 本題材では，回路設計と筐体設計の2つを行う。先行研究を参考にした回路設計を実施す
るとともに，デジタルものづくりを活用した筐体設計を行う。これら2つの設計を行い，問
題解決のアイディアを具体化していく。 
３）制約条件を明確にした自由設計課題 
 まず，回路の設計では，LED2個と3Pトグルスイッチ，モーメンタリプッシュスイッチ，
ボタン電池(RC2032)2個の組み合わせによって使用目的や条件に合わせて回路を検討する。
これらの電子部品の指定が，回路設計における制約条件となる。ボタン電池には図4.8に示
す薄型の電池ケースを用いている。薄型の電池を用いることで，筐体へ組み込む際のレイ
アウトの自由度を高めるようにしている。筐体設計における制約条件としては，筐体寸法
の上限を50mm×50mm×100mmとしている。 
 
    
 
（a）外観と外寸       （b）ケース内の電ボタン電池 
図4.8 ボタン電池ケース 
23mm 
52mm 
t=5mm 
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４）センター方式による機器導入負担の軽減 
 室伏（2017）では，3Dプリンタの管理は教員への負担が大きいと指摘している111)。この
ことが，3Dプリンタ導入の敷居はまだ低いとは言えない状況の要因の1つとなっていると考
えられる。この課題に対し本教材では，3Dプリンタでの出力を学外での施設に委託するセ
ンター方式の採用している。また，3Dプリンタがどのようなものなのかといった解説には，
製作品の出力動画を用いることとしている。 
 生徒事例２は，S中学校にて2017年2月から2017年6月に2年生55名を対象に行われた。構
想から製作までの授業の流れを表4.10に示す。３次元CADとして，生徒事例１と同様に
123D Design(Autodesk)を用いていた。使用環境は，生徒１人に対して１台ずつ使用できる
パソコン(Windows)であった。3Dプリンタには，図4.9に示す卓上型のUP Plus 2を用いた。
UP Plus 2の仕仕様を表4.11に示す。加工データの作成および加工シミュレーションには，
加工機械に付属するソフトウェアを使用する。 
 
表 4.10 授業実践の流れ 
授業時間 授業の内容 
1～2 LED 照明機器の構想・設計 
3～4 LED 照明機器の筐体のモデリング 
5～6 LED 照明機器の回路製作，組み込み 
7 設計・製作の振り返り，まとめ 事後アンケート 
 
 
図 4.9 UP Plus 2 の外観 
 
表 4.11 3D プリンタの仕様 
卓上 3D プリンタ：UP Plus 2 
加工材料 ABS，PLA 樹脂 
ノズル直径 0.40mm 
加工サイズ 140(W)×140(D)×130(H) mm 
積層ピッチ 0.15 /0.20 /0.25 /0.30 /0.35 /0.40mm 
出力速度 10～100cm3／h 
電源の要件 100～240V，200W 
外形寸法 244(W)×260(D)×350(H) mm 
付属ソフト UP 
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 生徒事例２の学習効果を検証するため，アンケート調査結果および生徒の製作品につい
て考察する。まず，アンケート調査について説明する。アンケート調査で使用する尺度と
して，生徒実践１と同様に「問題解決経験尺度」と「学習意欲尺度」を用いる。アンケー
ト調査の時期は，表 4.10 に示す授業の流れのうち，「LED 照明機器の構想・設計」前の事
前アンケート，「LED 照明機器の筐体のモデリング」後の中間アンケート，「設計・製作の
振り返り，まとめ」後の事後アンケートの全３回を実施する予定であった。しかし，天候
やインフルエンザによる授業の遅延により，学年をまたいだ授業実践となり，中間アンケ
ートを行うことができなかった。また，クラス替えがあったため，調査結果は事前アンケ
ートと事後アンケートの対応はとれていない。 
 事前アンケート，事後アンケートの調査結果を集計した。分析対象となったデータ数は，
事前アンケートで 27 件，事後アンケートで 55 件となった。4 件法で求めた回答は，肯定的
な回答から順に，４点，3 点，2 点，1 点と得点化した。各調査段階で得られた尺度得点の
平均値の推移を図 4.10，図 4.11 に示す。また，事前アンケートと事後アンケートの尺度得
点の平均値の差を調査するため，対応のない t 検定（両側）を行った。t 検定の結果を表 4.12
に示す。まず，問題解決経験について述べる。事後アンケートでは，「プロジェクトマネジ
メント」に関して値が低くなっている。これは，授業実践が年度を跨いで行われたため，
全体の段取りや計画を見通すことが困難であったと考えられる。他の因子については，「プ
ロジェクトマネジメント」と比べて変化が少ない。また，表 4.12 に示す通り，いずれの因
子においても事前アンケートと事後アンケートの差に有意差を確認できなかった。次に学
習意欲の推移について述べる。学習意欲はすべての因子において，学習意欲が維持されて
いることが確認できた。 
 
  
図 4.10 問題解決経験の平均値の推移     図 4.11 学習意欲の平均値の推移 
 
表 4.12 事前・事後の差 
因子 
平均値 (S.D.) 
t 
p 
両側 事前 事後 
探究のプロセス 3.04(0.60) 3.03(0.60) 0.14 n.s. 
プロジェクトマネジメント 3.27(0.48) 3.11(0.59) 1.35 n.s. 
トラブルシューティング 3.17(0.66) 3.13(0.57) 0.03 n.s. 
設計のプロセス 3.07(0.43) 3.14(0.52) 0.59 n.s. 
成就感･達成感への期待 3.20(0.50) 3.24(0.48) 0.30 n.s. 
知的好奇心 3.16(0.62) 3.20(0.52) 0.27 n.s. 
操作･活動への期待 3.43(0.55) 3.41(0.45) 0.17 n.s. 
学習の意義理解 3.12(0.66) 3.21(0.61) 0.61 n.s. 
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 事後アンケートにおけるデジタルものづくりに関する自由記述の結果について述べる。
自由記述の質問項目を表 4.13 に示す。自由記述の結果を整理するために，KH Coder を用
いて共起ネットワーク図を作成した。共起ネットワーク図では，出現パターンに似通った
語，すなわち共起の程度が強い語を線で結んだネットワーク図を描いている 112)。この図で
は，単に語がお互いに近くに布置されているというだけでは，それらの後の間に強い共起
関係があることを意味しない。重要なのは銭で結ばれているかどうかである。共起の強度
について，Jaccard 係数を用いて計算している。また，色分けは社会ネットワーク分析にお
ける中心性を示している。それぞれの後がネットワーク構造の中で，どの程度中心的な役
割を果たしているのかを示すものである。水色・白・ピンクの順に中心性が高くなること
を示している。加えて，円の大きさは頻出度を示すものである。円が大きいほど頻出の語
である。 
 図 4.12 に示す CAD に関する自由記述では，作るや便利といった単語を中心となってい
る。作ることに関しては，パソコンを使って，製作品のイメージ表象に関わって活用でき
ることが印象に残っていたことが推察される。また，「便利」という語は「考える」や「表
す」といった語と共起していることから，考えたり表したりすることが学習活動にあり，
その活動を通して便利さを感じたことが推察される。同時に，「難しい」という語が共起し
ていることから，考えたり表したりする活動に難しさを感じていることも推察される。 
 図 4.13 に示す 3D プリンタに関する記述では，「作る」が中心的な語である。しかし，実
際の製作の活動に関連するものは少ない。これは，センター方式によって，生徒自身が 3D
プリンタを操作していないためである。また，CAD と異なり，難しさに関する記述はない
です。これもセンター方式によるものであると推察される。 
 図 4.14 に示すデジタルものづくりの学習に関する記述では，3D プリンタが中心的な語
である。3D プリンタを中心に，デジタルものづくりの利便性に関連する語が共起されてい
る。利便性として，自分が考えた形状を作れることに関しての記述も多くみられ，技術の
発達やそれによる恩恵に関して学んだと考えていることが分かった。 
 
表 4.13 自由記述の質問項目 
No. 質問項目 
1 3 次元 CAD は，あなたにとってどのような技術か 
2 3D プリンタは，あなたにとってどのような技術か 
3 デジタルものづくりの活用から，あなたが学んだことは何か 
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図 4.12  CAD に関する自由記述の共起ネットワーク（中心性） 
 
図 4.13 3D プリンタに関する自由記述の共起ネットワーク（中心性） 
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図 4.14 デジタルものづくりの学習に関する自由記述の共起ネットワーク（中心性） 
 
 次に生徒の製作品事例より検討する。生徒の製作品例を図 4.15 に示す。授業中や制作し
た 3D データの履歴から，LED やスイッチの配置について検討している様子が見られた。
また，手加工では難しい形状を作る生徒もいた。一方で，自由に拡大縮小が可能な 3 次元
CAD におけるモデリングで，寸法の感覚がつかみ難くく，組み立てが難しいことから製作
品を作り直す場面もあった。 
 
  
図 4.15 LED 照明の製作品例 
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4.2.2 教員が活用する事例 
(1)製作課題の説明（教員事例１） 
 教員事例１は，S 中学校にて 2015 年 5 月～7 月に 1 年生 87 名を対象に行われてた。授業
実践の流れを表 4.14 に示す。授業目標は，第 1 学年のガイダンスの一部として，技術が生
活の向上や産業の継承と発展に果たしている役割，技術の発展と環境との関係に興味を持
たせることである。教員による立体モデルの制作には，3 次元 CAD として Sketch Up Make 
2015 が用いられた。Sketch Up Make 2015 は，サーフェイスモデルのモデリングが可能な
3DCAD で，Trimble 社から無償版が提供されている。木工，インテリア，３D プリント，
建築まで幅広い分野を想定している。３D プリンタには，生徒事例 2 と同様の図 4.9 に示す
UP Plus 2 を用いた。 
 
表 4.14 授業実践の流れ 
授業時間 授業の内容 
1 
事前アンケート， 
製作する冶具の説明，のこぎり引き練習 
中間アンケート 
2～3 冶具の製作 
4 
冶具の製作方法についての技術評価 
事後アンケート 
 
 学習活動として，のこぎり引き用冶具の製作を行う。１時間目の製作する冶具の説明に，
図 4.16 に示す 3 次元 CAD でモデリングした立体モデルを活用する。冶具の機能や形状を
説明する際に，図 4.17 のようにプロジェクタで投影しながら説明を行った。この際に，も
のづくりにおける図面の役割や 3 次元 CAD の活用についても解説した。 
 
 
図 4.16 授業で使用した冶具の形状の立体モデル 
 
 
図 4.17 3 次元 CAD の画面をプロジェクタで投影する様子 
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 また，4 時間目の技術評価では，自身が製作した治具と 3D プリンタで製作した治具の製
作方法について技術評価を行った。この際に，FA(Factory Automation)化や 3D プリンタ，
技術評価について解説も行った。技術評価の観点については，手加工の木製冶具と自動加
工のプラスチック製冶具を例にして，それぞれの社会的側面や経済的側面，環境的側面の
情報を資料として提示した。生徒はその資料をもとに技術評価を行っていた。 
 
    
        (a)木製・手加工            (b)プラスチック製・自動加工 
図 4.18 のこぎり引き用の冶具 
 
教員事例２の学習効果を検証するため，アンケート調査結果について考察する。アンケ
ート調査について説明する。アンケート調査は，事前，中間，事後の全 3 回行った。アン
ケート調査の時期は，表 4.14 に示す通りである。アンケートの質問項目として，表 4.15 に
示す授業目標に関連する興味と，デジタルものづくりの活用した授業に関する項目を設け
た。 
 
表 4.15 事前・中間・事後の質問項目 
No. 質問項目 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
 
9 
10 
11 
12 
技術が生活の向上や産業の継承と発展に果たしている役割への興味 
技術の発達と環境との関係への興味 
3 次元 CAD の活用，技術が生活の向上や産業の継承と発展に果たしている役割に興味がわいた※ 
3 次元 CAD の活用により，技術の発達と環境との関係に興味がわいた※ 
3 次元 CAD の活用により，授業がわかりやすかった※ 
3 次元 CAD の活用により，授業は楽しかった※ 
3 次元 CAD の活用により，授業の内容をもっと知りたいと思った※ 
3D プリンタの活用により，技術が生活の向上や産業の継承と発展に果たしている役割に興味がわ
いた※ 
3D プリンタの活用により，技術の発達と環境との関係に興味がわいた※ 
3D プリンタの活用により，授業がわかりやすかった※ 
3D プリンタの活用により，授業は楽しかった※ 
3D プリンタの活用により，授業の内容をもっと知りたいと思った※ 
※事後アンケートのみ 
  
 事前アンケート，中間アンケート，事後アンケートの調査結果を集計した。授業実践の
期間に欠席等で各調査に回答しなかった生徒を分析データから除外した。その結果，分析
対象となったデータ数は，84 件となった。5 件法で求めた回答は，肯定的な回答から順に，
5 点，4 点，3 点，2 点，1 点と得点化した。各調査段階で得られた質問項目１と質問項目２
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の得点の平均値の推移を図 4.19 に示す。質問項目１と質問項目２のいずれも，調査段階ご
とに向上していることがわかる。事前アンケートと中間アンケート，中間アンケートと事
後アンケート，事前アンケートと事後アンケートの得点平均値の差を調査するため，対応
のある t 検定（両側）を行った。t 検定の結果を表 4.16 に示す。授業実践の前後では，「技
術が生活の向上や産業の継承と発展に果たしている役割への興味」と「技術の発達と環境
との関係への興味」のどちらとも有意な差であり，全４時間の授業と通して，授業目標に
応じた興味を高められた。また，事前アンケートと中間アンケートの差も有意であり，３
次元 CAD の説明や３次元 CAD を用いた冶具の説明は，授業目標に応じた興味を高めるこ
とに有効であったと考えられる。さらに，冶具製作と技術評価の活動前後にあたる，中間
アンケートと事後アンケートの差では，「技術の発達と環境との関係への興味」に関して有
意であった。冶具製作と技術評価の活動では，特に「技術の発達と環境との関係への興味」
を高められたと考えられる。 
 
 
図 4.19 質問項目１・質問項目２の得点平均値の推移 
 
表 4.16 各調査間の差 
 質問項目 No. t 
p 
両側 
事前・事後 
1 4.00 ** 
2 3.22 ** 
事前・中間 
1 2.35 * 
2 2.27 * 
中間・事後 
1 1.16 n.s. 
2 1.80 * 
*p<.05 **p<.01 
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 次に，事後アンケートで行った，デジタルものづくりの活用した授業に関する質問の結
果について述べる。質問項目１や質問項目２と同様に，5 件法で求めた回答は，肯定的な回
答から順に，5 点，4 点，3 点，2 点，1 点と得点化した。得点の平均値を図 4.19 と図 4.20
に示す。3 次元 CAD と 3D プリンタのいずれでも，ほとんどの項目で 4 以上の高い値を示
している。特に「わかりやすさ」や「楽しさ」の項目で，高い値を示している。 
 
 
図 4.19 事後アンケートの平均値（3 次元 CAD の活用について） 
 
 
図 4.20 事後アンケートの平均値（3D プリンタの活用について） 
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(2)LED 栽培装置の設計・製作（教員事例２） 
 教員事例２は，S 中学校で実施された栽培を通した学習における授業環境の整備事例であ
る。事例の授業展開を表 4.17 に示す。この授業における栽培環境は 3 つ用意されており，
水耕栽培と LED 栽培装置を使った水耕栽培，そして土を使った容器栽培であった。LED 栽
培装置について説明する。LED 栽培装置は，安全かつ安定な食料の供給を目的とした生産
システムである植物工場などで用いられる技術である。一般に養液栽培を利用し LED の光
で生育を促進する。図 4.21 に示すような教材もいくつか見られる。さらに，LED 栽培装置
は，「エネルギー変換」や「計測・制御」などの内容と関連を持たせた学習や生物育成に関
するリテラシー教育栽培に関する学習として注目されている 113),114),115)。 
 対象教員は，教員事例２にあたり設計・製作の基本方針として次の３つを決めていた。(1)
従来の水耕栽培キットを流用し，栽培技術の比較検討を行なうことができる。(2)１つ１つ
を個別に管理できる。(3)生育状況に応じて LED 照射装置の高さを変えることができる。
これらの基本方針をもとに，3 次元 CAD を用いて設計を行った。教員による立体モデルの
制作には，教員事例１同様に，3 次元 CAD として Sketch Up Make 2015 が用いられた。３
D プリンタには，生徒事例 2 と同様の図 4.９に示す UP Plus 2 を用いた。 
 
表 4.17 授業実践の流れ 
授業時間 授業の内容 
1 イメージマップ，生物育成に関するガイダンス 
2～3 ジグソー活動を取り入れた環境負荷に関する学習 
4～6 リーフレタス植え付け，iPad を利用した栽培記録 
7～9 生物育成分析チャートを利用した栽培管理作業 
10 iPad を利用した環境負荷に関するまとめ 
11 比較･検討可能な具体物とルーブリックを用いた 生物育成に関する技術の適切な評価活用 
 
 
図 4.21 LED 栽培装置教材の例 116) 
 
 対象教員がモデリングした部品の立体モデルを図 4.22 に示す。対象教員は，これまで授
業で使用していた水耕栽培キットに設置することを踏まえて，形状や寸法を決定している。
対象教員が製作した LED 栽培装置の部品を図 4.23 に示す。装置は 3 つの部品から構成さ
れている。1 つ目は，LED 照射装置である。これはブレットボード上に回路を作っている。
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赤と青の LED それぞれ 10 個ずつ並列接続した回路である。電源には USB AC アダプタを
用いている。2 つ目は，取付具 1 である。これは先ほどの LED 照射装置を設置するために使用
する。3 つ目は，取付具 2 である。これは LED 照射装置を乗せた取付具 1 を水耕栽培キット上
部に固定するために使用する。水耕栽培キットに LED 栽培装置を設置すると図 4.24 のようにな
る。取付具 2 を複数重ねることで，作物の高さに合わせて LED 照射装置の位置を高くすること
ができる。 
 
 
図 4.22 対象教員がモデリングした部品の立体モデル（一部） 
 
     
(a)LED 照射装置(82×53mm)      (b)取付具 1(φ100×22mm)      (c)取付具部品 2(φ104×38mm) 
図 4.23 対象教員が製作した LED 栽培装置の部品 
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図 4.24 LED 栽培装置を取り付けた水耕栽培キット 
  
 図 4.25 は，栽培 3 週目の LED 栽培装置の有無を比較した栽培記録写真である。生育の
差が確認できる。生徒が記録した葉長や草丈からも，その差は確認できた。また，LED 照
射装置には，電力計を取付て使用した電気量およびその価格を情報として提供している。
このことから，生徒は，水耕栽培と LED 栽培装置を使った水耕栽培，そして土を使った容
器栽培のそれぞれの特徴を把握できたと考える。このことから，対象教員は，技術評価の
具体的な対象として LED 栽培装置の設置を行うという，デジタルものづくりを活用した学
習環境の整備をできた。 
教員事例２について 2016 年に行われた日本産業技術教育学会機械分科会・金属加工分科
会合同研究会において報告したところ，中学校教員による活用方法として積極的であるこ
とが評価された。また，対象教員は LED 栽培装置の改良についても積極的に検討していた。 
 
  
図 4.25 LED 栽培装置の有無を比較した栽培記録写真の例 
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4.3 対象教員へのインタビュー調査 
対象教員のデジタルものづくりに対する興味・関心や学習意欲や活用意欲について明ら
かにするため，インタビュー調査を行った。インタビュー形式は，半構造化インタビュー
である。インタビューは，2017 年 8 月 7 日に対象教員の勤務校にて実施した。実施時間は
45 分であった。主な質問項目を表 4.18 に示す。それぞれの質問後に，その事柄について良
いことや困っていること，今後どうしたいか，どうなったらいいか質問をした。 
 
表 4.18 インタビュー調査の質問項目 
No. 質問項目 
1 CAD と 3D プリンタは，あなたにとってどのような技術か 
2 デジタルものづくりを活用した授業における生徒の学びについてどう思うか 
3 自身のデジタルものづくりに関する学習状況・環境についてどう思うか 
4 教員の協働と，CAD や３D プリンタという技術の関係についてどう思うか 
 
 インタビュー調査の質問毎の回答を文字に起こし，Jaccard 距離を用いた Ward 法による
階層的クラスター分析を行った。分析結果を表 4.19 に示す。CAD については，学校や家で
活用できる技術であると考えている。特に学校での活用については，実際に活用した木材
加工の授業の試作を具体例に挙げている。一方で，授業での活用においては，十分に使え
るようになるまでの技能修得に敷居が高いと考えていたり，導入の手続きの手間がかかる
と考えていたりしている。3D プリンタについては，CAD で作ったデータの活用方法の一
つとして肯定的に捉えている。個人が購入できるほどに身近になったことについても指摘
している。一方で，出力時間がかかることや，学校に設置されていないことからすぐに使
用できないことなど，現状の使用環境に不満を持っていることが分かる。生徒の学びにつ
いては，CAD がどのような技術なのかを伝えることができたという実感を持っていること
が分かる。一方で，生徒の技能の修得については反省点があると考えていることが分かる。
事例では１年生から順にデジタルものづくり技術を導入していた。生徒が活用することを
通して学ぶということを重要視していたが，学校環境上の制約によって活用が難しいとい
うことがあったと察される。今後の活用については肯定的に考えており，どのように授業
に役立てたいかということについて検討している。教員自身の学習については，授業や生
活の中で活用できるといった成果について良い実感を得ている。より良い形で活用したい
と考えており，今後の活用や学習についても意欲的であることが分かる。教員の協働につ
いては，デジタルものづくりの活用によって良い授業づくりにつながると肯定的に捉えて
いる。一方で現状については厳しく捉えており，デジタルものづくりを活用するための人
材や設備の不足を課題と考えている。教員養成における学習プログラムでは，設計時に作
成した立体モデルを活用したシミュレーションや自動加工を積極的に活用した。こうした
デジタルものづくりの特徴を生かした学習経験から，設備の不足を感じていることが考え
られる。また，教員養成でのデジタルものづくりについて学習を振り返り，その学習から
得られたものを肯定的に捉えていることが分かる。 
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 表 4.19 インタビュー調査による回答の要約 
質問 1：デジタルものづくり（CAD）について 
・作る形を確認するもの 
・自分が学校や家で活用する 
・木材加工の授業の試作に活用できるイメージ 
・現状として十分使えるようになるには敷居が高い 
・学校現場への導入は，手続きが手間で時間が必要 
質問 2：デジタルものづくり（3D プリンタ）について 
・立体物を出力する技術 
・CAD で作ったデータを使えるのは基本的に良いこと 
・身近になり，購入できるようになった 
・出力に時間がかかり困る 
・学校にあるようになってほしい 
質問 3：生徒の学習について 
・今ある技術として CAD を伝えることができた 
・学習の下地がないので，操作を修得する時間が足りない 
・操作面が十分でないため，達成感が下がったと考えられる 
・思い通りにいかず，質問におわれてしまった 
・より良いものづくり，自分のイメージの実現に活用したい 
質問 4：教員自身の学習について 
・自分の授業や日常で使えるので良い 
・CAD で作ったデータを元に実際に作っている 
・日常的に活用できるようになったのは良かった 
・特性や役割を踏まえて適切な学習場面を設定したい 
質問 5：教員の協働との関連について 
・協働を CAD や 3D プリンタでできる題材があれば，よい授業が生まれる 
・学校には人と物と知識が不足しているため，協働が難しい 
・知識や物が整い，協働できる環境になれば良い 
・大学院に行かなければ分からなかったこと，できなかった関係性がある 
 
4.4 結言 
本章では，第 3 章で開発した学習プログラムの実質的な効果を検討するため，学習プロ
グラム受講者を対象とした追跡調査を行った。まず，デジタルものづくりを活用した授業
実践例を通した調査を行った。次に，対象教員に対するインタビュー調査を行った。 
対象教員がデジタルものづくりを導入した授業において，生徒がデジタルものづくりを
活用した授業実践からは，以下の結果が得られた。 
(1)生徒の設計･再設計のアイディアを表現および学習意義の理解を 3 次元 CAD によっ
て支援できること 
(2)デジタルものづくりを活用し，設けた再設計過程では，特に「探究のプロセス」に関
する経験が向上すること 
(3)再設計過程を設けることで，より学習意欲が向上すること 
(4)デジタル工作機械の活用により，製作品の形状の自由度の向上すること 
(5)学習活動を通して，技術発達による利便性や活用効果を実感できること  
教員がデジタルものづくりを活用した実践からは，以下の結果が得られた。 
(1)デジタルものづくりを授業目標に応じて，教材・教具開発や学習環境の整備に活用で
きること 
(2) 教材・教具開発や学習環境の整備での活用を通して，新しい技術のメリット・デメ
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リット等に関する教員自身の学習を支援すること 
 生徒や教員の活用事例からは，デジタルものづくりに関する資質・能力を技術科の目的
を踏まえつつ，生徒の学力形成のために授業という文脈に合わせて変形させていることが
わかる。 
さらに，教員に対するインタビュー調査からは，以下の結果が得られた。 
(1)技術科におけるデジタルものづくりの活用や学習に意欲的であること 
(2)デジタルものづくりの活用に関する学校教育の現状に課題意識を持っていること 
 (1)のことから，デジタルものづくりに関する興味・関心が維持されていることがわかる。
また，自己の教育実践について反省的に捉え，より良い教育実践のために技術科の内容に
関する資質・能力を高めようと考えていることが分かる。(2)のような現状への課題意識は，
第 2 章で述べた現代的な教員像の 1 つである批判的実践家との関連があると考えられる。
この反省の対象は，自身が働きかけやすい学級や学校での活動ではなく，学校よりも大き
な権限を持つ団体等に対して向けられるものである。こうした批判的思考を持つことは，
学び続ける意思を持つことに繋がり，結果的に子供たちの学力を高めることに繋がる。ま
た，設備不足を指摘する中で，３次元 CAD を設計・再設計で活用するといったデジタルも
のづくりの特徴を生かした授業を考えるきっかけになった一面もあるだろう。 
これらの結果より，本研究で開発した学習プログラムの実質的な効果として次のことが
いえる。まず，教員養成におけるデジタルものづくり学習プログラムを通して修得したデ
ジタルものづくりに関する知識・技能は，技術科における生徒の学力形成を目的とした授
業運営や教材・教具の開発に役立てることができる。また，デジタルものづくりを教科経
営に活用できていることから，教科専門に関する知識・技能と PCK を同時に働かせること
ができていることが分かった。さらに，教員養成におけるデジタルものづくりを活用した
学習プログラムで修得したデジタルものづくりに関する学習意欲や活用意欲の維持が期待
できる。これらのことから，第 3 章で開発したデジタルものづくり学習プログラムは，技
術科教員に求められる教科専門力の要素における「技術科の内容に関する資質・能力」，
「PCK」，「学び続ける資質・能力」を向上に対して，有効な方法の１つであることが確認
できた。
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第 5 章 結論 
 
 本研究では，デジタルものづくりを題材とし，技術科教員の教科専門力の向上を目指し
た教科専門教育の提案を目的とした。技術科教員養成における教科専門教育で修得する資
質・能力を検討し，教員養成におけるデジタルものづくり学習プログラムの開発を行い，
学校教育における実質的効果の検証を行った。得られた成果は以下の通りである。 
 第 2 章においては，すべての教員に求められる資質・能力について整理したうえで，特
に技術科を担当する教員として求められる資質・能力について論じた。結果として，技術
科教員に求められる教科専門力の要素として，①技術科の内容に関する資質・能力，②技
術科の目的・価値に関する資質・能力，③PCK，④学び続ける資質・能力，⑤協働する資
質・能力，⑥カリキュラム・マネジメントに関する資質・能力が挙げられることが分かっ
た。教科専門に関する学習においては，前述の技術科教員に求められる教科専門力の要素
における①を中心に，③，④も考慮した学習を行うことが考えられた。しかし，教科経営
者として技術科教員に求められる資質・能力の向上に関しては，あまり検討されていない
ことから，教科専門教育における学習内容の改善と，学校教育に適応させる学習方法への
改善が必要であった。加えて，開発した学習プログラムの学校教育における効果を評価す
るため，技術科における実践事例の開発が必要であった。 
 第 3 章においては，教員養成における教科専門の授業を通した教科専門力の向上を目指
した学習について考察した。具体的には，機構学習を題材としたデジタルものづくり学習
プログラムの開発を行った。技術科教員養成の類型から開発した 3 つの実践事例を実施し，
この学習プログラムの教育効果を検証した。その結果，開発した学習プログラムは，技術
科教員に求められる教科専門力の要素における①技術科の内容に関する資質・能力，③PCK，
④学び続ける資質・能力に関連して，次のことが分かった。(1)デジタルものづくりに関す
る知識・技能の向上ができる。(2)PCK の向上に寄与できる。(3)デジタルものづくりに関
する学習意欲や活用意欲の向上ができる。 
 第 4 章においては，第 3 章で開発した学習プログラムの学校教育における実質的な効果
を検討した。まず，学習プログラムの受講生を調査対象教員とした。次に，対象教員の経
営する技術科において，デジタルものづくりを生徒あるいは教員が活用する事例を調査し
た。また，対象教員に対するインタビュー調査を実施した。その結果，教員養成における
デジタルものづくりを活用した学習プログラムで修得した知識・技能は，授業運営や教材・
教具の開発に役立てることができることが分かった。このことから，PCK を働かせてデジ
タルものづくりに関する知識・技能を活用できていることが分かった。デジタルものづく
りに関する学習意欲や活用意欲の維持が期待できることが分かった。これらのことから，
第 3 章で開発した学習プログラムは，技術科教員に求められる教科専門力の要素における
①技術科の内容に関する資質・能力，③PCK，④学び続ける資質・能力の向上に対して，
有効であることが分かった。 
 本研究では，技術科教員の教科専門力の向上を目指し，技術科教員養成においてデジタ
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ルものづくりの活用する教科専門学習を提案した。提案した教科専門学習は，学習内容を
学校教育において活用することを前提とした学習プログラムである。この学習プログラム
は，教員養成と学校教育における授業実践を通して評価を行った。その結果，本研究で提
案した学習プログラムは，技術科教員に求められる教科専門力の要素における①技術科の
内容に関する資質・能力，③PCK，④学び続ける資質・能力の向上方法の 1 つであること
が分かった。また，教員養成における教科専門学習の実質的評価として，学校教育からの
フィードバックによる評価を提案し，今後の教科専門の改善に貢献した。 
今後の研究として，技術科における活用事例の開発および活用事例を踏まえた現職教員
向けデジタルものづくりの学習プログラムの開発を行いたい。また，技術科教員養成にお
ける学習プログラムの改善も行い，より良い教科専門学習の開発を行いたい。加えて，学
校教育で活用することを前提とした教科専門学習の開発や改善は，技術科だけの課題では
ない。本研究を事例とし，他の教科の教科専門学習の開発も検討できる。
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1.本書の概要- 
使用ソフト： 
「Autodesk Inventor Professional 2015」 
Autodesk 製の機械系 3D CAD ソフト。Inventor は単に図面の作成を行なうだけでなく，
簡易的なシミュレーションや部品間の干渉解析，プレゼンテーション機能を有する。 
教育機関，教員，学生はライセンスを申請することで，無料で利用することができる。 
※冊子内の図は Autodesk Inventor Professional 2012 のものを使用しています。 
 
課題： 
3DCAD の基本的操作要素であるスケッチ，幾何拘束，寸法拘束，フィーチャー含むパー
ツファイル1を作成し，それらを組み立てたアセンブリファイル2を作成する。 
 
  
                                                     
1 Inventor での拡張子は.ipt。 
2 アセンブリ（Assembly）とは，組み立ての意味。Inventor の拡張子は.iam。 
図 1 課題完成図 
 【付-3】 
＜始める前に：3 次元 CAD におけるモデリングの流れ＞ 
3 次元図面を描く方法は，モデリングという作業によって行う。モデリングは，基本的に
スケッチという平面上に図面を描き，それを立体化し編集する。 
 
① ファイルの新規作成 
② スケッチ作成 
任意の平面（作図平面）に立体の断面形状を作画する。 
③ フィーチャー化（立体化） 
 作成したスケッチを押し出したり，回転させたりすることで，3 次元化を行う。 
④ スケッチフィーチャ 
 配置フィーチャ（例：面取りフィーチャ）によるモデル編集をする。 
 
 
 
  
図 2 モデリングの流れ 
 【付-4】 
2.課題内容 
2.1 車輪の作成 
〈課題要素〉 
・.ipt ファイルの作成 
・スケッチ（円） 
・フィーチャー（押し出し） 
・作図平面の選択 
・寸法拘束（直径） 
 
  
はじめに，最も基本的な作業であるファイルの作成から学ぶ。車輪の作成では，比較的
容易な円のスケッチを扱う。フィーチャー作成では，押し出し3を使用し，スケッチした図
形を押し出す。また，フィーチャーにさらに 2D スケッチを行なう。その後，押し出しによ
り穴をあける。 
①[すべてのプログラム]→[Autodesk]→[Autodesk Inventor 2015]→[Autodesk Inventor 
Professional 2015]を選択し，ソフトウェアを起動する。 
②起動すると，スタートアップ画面が表示される。上にある[起動]→[新規]を選択，クリッ
クする。(図 4) 
 
図 4 スタートアップ画面 
                                                     
3 平面に描いた図を押し出して立体にする機能 
図 3 車輪 
 【付-5】 
 
③新規を選択すると，新規ファイルダイアログが開く。[規定]タブ→[Standard.ipt]を選択
し，[OK ボタン]をクリックする。(図 5) 
 
 
図 5 新規ファイルダイアログ 
 
④［スケッチ］タブが選択された状態で，新規ファイルが開かれる。[作成]→[円]をクリッ
クする。(図 6) 
 
 
図 6 円ツール 
 
 【付-6】 
 
⑤グラフィックスウィンドウ4までカーソルを持ってき，原点(X0.0 Y0.0)クリックする。 
⑥マウスを動かすことで，直径を指定することができる。半角入力で「15」5とキーボード
で入力し Enter を押し，直径 15.0mm の円を作成する。(図 7) 
 
 
図 7 円描画 
 
⑦[終了]→[スケッチ終了]を選択し，スケッチを終了する。 
⑧[作成]→[押し出し]→[範囲]の入力フォームに「5」を入力し，[OK ボタン]をクリックす
ると直径 15.0mm，高さ 5mm のフィーチャーが作成される。(図 8) 
 
                                                     
4 図面が表示されるスペース。モデリングはこのスペースで行われる。 
5 基本的に単位は「mm」に設定されています。 
 【付-7】 
 
図 8 押し出しによるフィーチャー作成 
 
⑨[スケッチ]→[2D スケッチを作成]→円柱上のフィーチャーの上面を選択する(スケッチ 2
が作成される)。(図 9) 
 
 
図 9 フィーチャー平面に対するスケッチ 
 
⑩[作成ボタン]→[円]ツールをクリックする 
⑪原点(X0.0 Y0.0)クリックする。半角入力で「2.5」と入力し，直径 2.5mm の円を作成す
る。 
⑫[終了]→[スケッチ終了]を選択し，スケッチを終了する。 
⑬[作成]→[押し出しをクリックしてから，先ほど作成した円スケッチをクリックする。[範
囲]の[距離]の横にある▼をクリック→[すべて]を選択→[OK ボタン]をクリック。フィーチ
ャーに直径 2.5mm の穴を開けることができる。 
 【付-8】 
  
 【付-9】 
 
図 10 押し出しを使った穴作成 
 
⑭ファイルの保存は，左上の I(インベンターアイコン)をクリックし，[名前をつけて保存]
を選択する。 
⑮「車輪.ipt」と名前をつけて保存する。 
 
 
＜少し休憩：視点を動かす＞ 
画面上で立体を扱う時には視点の操作は重要である。 
モデリングしたものをさまざまな視点から見るには以下の方法がある。 
・[F2]+[マウス左ドラッグ] 
上下左右に視点を動かすことができる。 
・[F3]+[マウス左ドラッグ] 
スームイン，ズームアウトを行なうことができる。 
・[F4]+[マウス左ドラッグ] 
画面の中央を軸に視点を回転させることができる。 
  
 【付-10】 
2.2 車軸の作成 
〈課題要素〉 
・スケッチ（線分） 
・寸法拘束（直線） 
・幾何拘束（垂直） 
・フィーチャー（回転） 
 
 ここでは，寸法拘束と幾何拘束を意識しながら
スケッチを行なう。また，押し出しの他に回転を
用いてフィーチャーを作成することを学ぶ。 
 
①新規パーツファイル(.ipt)を作成する。[作成]→[線分]をクリックする。(図 12) 
 
 
図 12 線分ツール 
 
②原点(X0.0 Y0.0)クリックする。マウスを上の方に引き，「90.00deg」と表示された状態で，
半角入力で「1.25」と入力し,Enter を押して線分を引く。(図 13) 
※[Tab]で入力項目(長さと角度)を変更できる。※引き続き，線分の端から線分を引ける。 
 
 
図 13 線分描画 
 
図 11 車軸 
 【付-11】 
③同じ要領で下図の寸法でスケッチを作成する。(図 14) 
※線分を選択し，右クリックするとメニューが表示される。[拘束を表示]をクリックすると
拘束条件を見ることができる。 
 
 
図 14 車軸スケッチ 
 
④[終了]→[スケッチ終了]を選択し，スケッチを終了する。 
⑤[作成]→[回転]をクリックしてから，軸となる線分をクリックし，[OK ボタン]をクリッ
ク。すると，棒状のフィーチャーを作成することができる。(図 15) 
 
 
図 15 回転によるフィーチャー作成 
 
⑥ファイルの保存は， [名前をつけて保存]から保存する。 
⑦「車軸.ipt」と名前をつけて保存する。 
  
 【付-12】 
2.3 車体部品の作成 
〈課題要素〉 
・スケッチ（長方形） 
・ラフスケッチ 
・フィレット 
 
 スケッチには，円や線分の他に長方形があること
を学ぶ。また，先に長方形であるという幾何拘束を
行なってから，寸法拘束を行なう方法を学ぶ。フィ
ーチャーの角処理としてフィレットを行なう。 
 
①新規パーツファイル(.ipt)を作成する。[作成]→[長方形]をクリックする。(図 17) 
 
 
図 17 長方形ツール 
 
②今回はラフスケッチをしてから，寸法拘束を行なう方法でスケッチ行なう。寸法を気に
せず，原点から X、Y ともに正の方向に長方形を作図する。 
③[拘束]ボタン→[寸法]を選択する。(図 18) 
 
図 18 寸法拘束ツール 
 
 
図 16 車体部品 
 【付-13】 
④寸法拘束(寸法を指定)する辺をクリックし選択する。するとその辺の寸法が表示される。
(図 19)※ドラッグすることで，寸法線の位置を調節できる。 
 
 
図 19 寸法の表示 
 
⑤寸法を表示させた後，寸法をクリックすると入力ウィンドウが開く。 
⑥任意の寸法を入力することで，寸法拘束をする。ここでは，横 10mm，縦 3.5mm とする。
(図 20) 
 
 
図 20 寸法の指定 
 
⑦[終了]→[スケッチ終了]を選択し，スケッチを終了する。 
⑧[作成]→[押し出し]をクリックしてから，距離 4mm と指定し押し出す。 
⑨[修正]→[フィレット]を選択する。(図 21) 
 
 
図 21 フィレット加工ツール 
 
 
 【付-14】 
⑩R の値を 1mm にして，上面の長辺をクリックするとフィレット加工ができる。Enter を
押すと確定される。(図 22) 
 
 
図 22 フィレット加工 
 
⑩ファイルの保存は， [名前をつけて保存]から保存する。 
⑪「車体部品.ipt」と名前をつけて保存する。 
  
 【付-15】 
2.4 車体の作成 
〈課題要素〉 
・スケッチ（トリム） 
・面取り 
 
 今まで学んできたスケッチ方法である長方形と円
を用いて線を引き，トリムで切り取りを行なう。さ
らにフィーチャーに対して作図平面を選択し，スケ
ッチする際に座標を指定して円や長方形をかくこと
を行なう。 
 
①新規パーツファイル(.ipt)を作成する。[長方形]，[円]ツールを使って下図のスケッチを
作成する。(図 24) 
 
 
図 24 車体スケッチ 
 
②[修正]→[トリム]を選択する。(図 25) 
 
 
図 25 トリムツール 
 
 
図 23 車体 
 【付-16】 
③切り取りたい線をダブルクリックする。今回は下図の破線部 2 箇所を切り取る。(図 26) 
 
 
図 26 線分の切り取り 
 
④切り取りが終えたら，スケッチを終了する。 
⑤[押し出し]で 10mm 押し出す。 
⑥作成されたフィーチャーの上面に 2D スケッチを作成する。 
⑦[円]ツールで直径 5mm の円を 2 つ作成する。今回は中心座標を指定して作成する。 
 [円]ツールを選択した後に，Tab キーを押すことで，座標を入力できる。1 つ目は X10mm，
Y5mm，2 つ目は X30mm，Y5mm で作成する。作成後、スケッチを終了する。(図 27) 
 
 
図 27 座標指定によるスケッチ 
  
 【付-17】 
⑧作成した 2 つの円に対し[押し出し]を使って，穴を開ける。スケッチの選択時に，2 つの
円を選択し，OK ボタンをクリックする。 (図 28) 
 
 
図 28 車体穴あけ 
 
⑨角 2 つにフィレット加工(5mm)を行なう。(図 29) 
 
 
図 29 車体フィレット加工 
 
 【付-18】 
⑩[スケッチ]→[2D スケッチを作成]をクリックし，下図にあるフィーチャー側面を選択す
る。(図 30) 
 
 
図 30 スケッチ平面の選択 
 
⑪先ほど選択した側面に[長方形]スールを使ってスケッチをする。寸法は下図を参考。(図
31) 
 
図 31 側面へのスケッチ 
 
 
 
 【付-19】 
⑫スケッチを終了し，[押し出し]を使って 2mm 凹ませる。(図 32) 
 
 
図 32 押し出しによる凹み作成 
 
⑬ファイルの保存は， [名前をつけて保存]から保存する。 
⑭「車体.ipt」と名前をつけて保存する。 
  
 【付-20】 
2.5 アセンブリ 
〈課題要素〉 
・コンポネート配置 
・メイト拘束 
・挿入拘束 
 
 .iam ファイルの作成を行なう。コンピュータ上で組
み立てるために，拘束条件を設定していく。 
 
①[新規]→[規定タブ]→[ Standard.iam]を選択し，
[OK ボタン]をクリックする。(図 34) 
 
 
図 34 iam ファイル作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 33 アセンブリ 
 【付-21】 
②新規ファイルが開かれたら，左上の[コンポーネント]→[配置]を選択する。(図 35) 
 
 
図 35 コンポーネントの配置 
 
③作成したパーツファイル(.ipt)を開く。 
※2 つ以上配置したい場合は，追加する個数だけ左クリックする。今回は下図に示す個数だ
け配置する。(図 36) 
④配置が終了したら右クリックでメニューを表示し[完了]をクリックする。 
 
 
図 36 コンポーネントの配置完了 
 
 
 【付-22】 
⑤車体と軸をアセンブリする。 [位置]→[拘束]を選択し，[アセンブリ]タイプから[挿入]
を選び，エッジをそれぞれクリックする。[適用]を押すと挿入される。(図 37，図 38) 
 
 
図 37 アセンブリ 挿入 
 
 
図 38 挿入完了 
 
⑥もう片方の軸と車輪 4 つも同様に，アセンブリしていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【付-23】 
⑦車体と車体部品をアセンブリする。[アセンブリ]→[位置]→[拘束]を選択し，タイプから
[メイト]を選び，接する側の面を 2 箇所選び，クリックする。[適用]を押すとメイトされる。
(図 39) 
⑧メイト(メイト，フラッシュ)を用いて車体に部品を固定する。 
 
 
図 39 アセンブリ メイト 
 
 
図 40 課題完成図 
 
 【付-24】 
付録 2.カム製作テキスト 
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カム製作テキスト 
 
 
 【付-25】 
 
目次 
０．カム設計の手順とは 
１．カム曲線をかく 
２．基礎円をモデリングする 
３．カムをモデリングする 
４．カム機構の組み立て（アセンブリ） 
５．カム機構のシミュレーション 
６．図面の出力 
 
 
  
 【付-26】 
０.カムの設計手順 
 カム機構は一般的に以下の手順で設計される。 
(1) 機構（受動節とカムの形状）の選択をする。 
(2) 出力運動の詳細を決定する。 
(3) 機構諸元（仕様，スペック）を決定する。 
(4) 幾何特性の詳細確認（各仕様が許容範囲か否か）をする。 
(5) 強度，耐久性，剛性などの確認をする。 
 
  
 【付-27】 
１．カム曲線をかく 
 先述の設計手順の（1）に含まれる工程である。まず，回転角ごとに基礎円からの変位 
（受動軸を何 mm 上昇または下降させるか）に点を打つ。打った点を直線で結ぶ。 
 
 
 
図 1 カム曲線図の記入例 
 
 
 
カム曲線図をもとにして、カムの外形をかいてみる。※0°の時の変位は 0mm とする。 
 
図 2 カム外形作図 
 【付-28】 
＜3 次元 CAD におけるモデリングの流れ＞ 
⑤ ファイルの新規作成 
⑥ スケッチ作成：任意の平面（作図平面）に立体の断面形状を作画する。 
⑦ フィーチャ化（立体化）：作成したスケッチを押し出したり，回転させたりすることで，
3 次元化を行う。 
⑧ スケッチフィーチャ： 配置フィーチャ（例：面取りフィーチャ）によるモデル編集 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 モデリングの流れ 
 【付-29】 
２．基礎円をモデリングする 
① Autodesk Inventor Professional 2015 を起動する。 
②  [Standard.ipt]を選択し，新規ファイルを作成する。 
＜スケッチでの円の描画＞ 
③ 新規ファイルが開かれたら,[2D スケッチを開始]をクリックし，XY 平面を選択する。
（図 4） 
④ 画面右上の[作成]→[円]をクリックする。（図 4） 
 
 
図 4 円ツール 
 
⑤ 原点（X0.000 Y0.000）を中心とする直径 10.0mm の円を作成する。座標や寸法の値は，
マウスを動かすことで指定できるが，キーボードの[Tab]キーを押し数値入力で指定す
る。（図 5） 
 
 
図 5 円の描画 
 
⑥ 画面右上にある[終了]→[スケッチ終了]を，スケッチを終了する。 
＜押し出しによるフィーチャの作成＞ 
⑦  [作成]→[押し出し]で押し出しダイアログが開く。ダイアログ内の[範囲]の入力を[距
離]にしてから，フォームに「9.0mm」と入力し，[OK ボタン]をクリックすると直径
10.0mm，高さ 9.0mm のフィーチャが作成される。 
⑧  作成したフィーチャ（カム基礎円）の上面に対して，2D スケッチを作成する。（図 6） 
 
 
 
 【付-30】 
 
 
 
⑨ 先ほどと同様に，原点を中心にした直径 6.0mm の円のスケッチを作成する。 
⑩ スケッチを終了し，押し出しを行う。ダイアログ内の[範囲]の入力を[すべて]にして，
切り抜く。（図 7） 
⑪ ファイルに名前をつけて保存する。 
 
 
図 7 押し出しによる切り抜き 
 
 
 
 
図 6 フィーチャに対するスケッチ 
 【付-31】 
＜幾何拘束と寸法拘束＞ 
スケッチに長さや角度，図形どうしの関係などの条件を与えることを拘束条件という。そ
のうち，線分や円弧などに，直交や接線などの幾何学的な拘束条件を与えるものを幾何拘
束といい，寸法を指定するものを寸法拘束という。 
 
図 8 幾何拘束と寸法拘束 
  
 【付-32】 
３．カムをモデリングする 
①  [Assembly]もしくは[Standard.iam]を選択し，アセンブリファイル（.iam）を作成する 。
（図 9） 
 
 
図 9 iam ファイルの新規作成 
 
  
 【付-33】 
＜パーツファイルの配置＞ 
② 新規ファイルが開かれたら，左上の[コンポーネント]→[配置]を選択，さきほど保存し
た基礎円のファイルを開く。 
③ カム軸が表示されたら，左クリックで配置をし，右クリックでメニューを開き，［完了］
をクリックする。 
④ 配置ができたら，ファイルを保存する。 
 
 
図 10 配置されたパーツファイル 
 
＜カムを描画する＞ 
⑤ [デザイン]（または，[設計]）→[動力伝達]→[円板カム]をクリックする。 
新しいウィンドウとして「円板カム コンポーネント ジェネレータ」が開く。（図 11） 
 
 
図 11 円板カム 
 【付-34】 
⑥ 円柱面としてカム基礎円の側面を選択する。開始平面としてカム基礎円の上面を選択
する。 
開始平面の右側アイコンもクリックする。（図 12） 
 
 
図 12 円柱面と開始平面の選択 
  
 【付-35】 
⑦ 𝛚𝐅,𝛚𝐅𝟐 , 𝛚𝐅𝟑  をクリックし，それぞれの曲線を非表示にする。y（変位）とγ（圧
力角）の曲線のみが表示されるようにする。（図 13） 
⑧ カムの各値は、「基礎円半径」に「5.0」，「カムの幅」を「9.0mm」に設定する。（図 13） 
⑨ フォロワの各値は「ローラの半径」を「2.5mm」，「ローラの幅」を「5.0mm」に設定す
る。（図 13） 
 
 
図 13 コンポーネントジェネレータ 
 
＜カムの圧力角＞ 
回転板カムに直動フォロワを使用する時，カムとフォロワとの共通法線方向が，フォロワ
の運動方向に対してなす角を圧力角ψという。一般に，圧力角は小さい程よいとされてい
る。逆に大きいとフォロワの運動方向の力のベクトルが
小さくなってしまいフォロワを動かすことができない
（図 14 右）。限界値は直動フォロワの場合，一般に 30°
とされている。しかし，実際には 30°ですでに動かない
ことが多い。この限界値は，軸受長さや軸受けまでの距
離により異なる。 
 
図 14 圧力角 
 【付-36】 
⑩ セグメントを選択し，[前に追加]もしくは[後に追加]を使って，カム曲線図の区切りを
設定する。 
⑪ 最初に作成したカム曲線図を参考に，「回転終了の位置」での「最大リフト量」にその
位置における基礎円からの変位を入力する。（図 15） 例）90°で 15mm 
 
 
図 15 セグメント追加と最大リフト量 
 
⑫ [計算]を押し，各値を確認したあと、[OK]ボタンをクリックする。 
⑬ カムの各種値を再設定する場合は図 16 の様に行う。 
 
 
図 16 カムの各種値の再設定 
 
 
 
 【付-37】 
⑭ 画面左にあるツリーのうち「円板カム」をクリックして開き，カムの上面にスケッチ
を行う。（図 17） 
⑮ 基礎円に穴を開けた時と同様に，カムの中心に 6mm の穴を開ける。（図 18） 
⑯ ファイルを保存する。ファイルの保存は， [保存]を選択し、④で保存したアセンブリ
ファイルに上書きする。 
 
 
図 17 フィーチャへのスケッチ 
 
 
図 18 押し出しを使った穴あけ 
 
 【付-38】 
４．カム機構の組み立て（アセンブリ） 
① 配布されたカム機構のアセンブリファイル（カム機構.iam）を開く。 
② さきほど作成したカムを配置する。 
＜アセンブリ：メイト＞ 
③ [アセンブリ]→[拘束]をクリックする。 
④ タイプの中からメイトを選択し，カム機構の軸と，カムの穴の軸を拘束する。（図 19） 
 
 
図 19 アセンブリ：メイト 
 
＜アセンブリ：正接＞ 
⑤ [アセンブリ]→[拘束]をクリックする。 
⑥ [拘束を指定]というウィンドウが開いた，[タッチ]をいうタブをクリックし，受動軸の
曲面と，カムの側面を拘束する。（図 20） 
 
 
図 20 アセンブリ：タッチ 
 
 【付-39】 
５．カム機構のシミュレーション 
＜ジョイントで関係を定義する＞ 
① [アセンブリ]→[ジョイント]をクリックする。 
② [タイプ]は「回転」，[ギャップ]は「-41.0 mm」に設定する。（図 21） 
③ [接続]でカムの穴と，カム機構の軸受の穴を選択する。 
 
 
図 21 アセンブリ：ジョイント 
 
＜シミュレーション＞ 
④ 画面左側にあるツリーの中から先ほど設定した[回転]を探し，右ク
リックでメニューを開く。（図 22） 
⑤ メニューの中から[ドライブ]をクリックする。 
⑥ 開始の角度と，終了の角度を入力し，再生する。（図 23） 
⑦ エラーがでる場合は，カムのパーツファイルを開き，コンポーネン
トジェネレータでカムの形状を調整する。 
 
 
 図 23 ドライブの実行 
 【付-40】 
 
  
＜3 次元 CAD における 2 次元図面作成の流れ＞ 
① 新規画面ファイルの作成 
出力先の用紙に相当する図面シートを
作成する。 
② ベースビューの配置 
図面シート上に 3 次元パーツアセンブリなどのモデルをもとにしたベースビューを
最初に配置する。 
③ 各種投影図の配置 
必要な投影図を配置する。各種投影図を図面ビューという。パーツアセンブリをある
一定方向から平面上に投影した図である。 
④ 寸法・注記の設定 
必要に応じて寸法や注釈，製図記号などを追加し，図面を完成させる。 
 
 
図 24 3 次元図面作成の流れ 
 【付-41】 
６．図面の出力 
①  [Drawing]もしくは[Standard.idw]を選択し，図面ファイルを作成する （図 25） 
＜投影図の配置＞ 
② 図面シートが作成されたら，［ビューを配置］→［ベース］をクリックする。 
③ 図面ビューのウィンドウが開いたら， をクリックし，カムのファイル（.iam）を開
く。（図 24） 
 
 
図 25 図面ビューウィンドウ 
 
④ フィーチャが表示されたら，配置する場所でクリックすると，投影図が描画される。（図
26） 
⑤ ベースビューが配置されたあと，カーソルを図面シート上で動かすと各種投影図（図
面ビュー）が表示される。任意の場所でクリックすることで配置される。 
 
 
図 26 投影図の配置  
 【付-42】 
＜寸法の記入＞ 
⑥ ［注釈］→［寸法］をクリックしてから，正面図のカム軸をクリックすると寸法が表
示される。寸法を配置する場所でもう一度クリックする。寸法編集ウィンドウが表示
されるので［OK］をクリックし寸法を確定する。 
⑦ カムの穴径や基礎円径，中心線などを記入する。 
＜カム曲線図の描画＞ 
⑧ カムのファイル（iam）をもう一度開き，カム曲線の編集画面（円板カム コンポネー
ト ジェネレータ）を開く。 
⑨ [グラフデータをファイルに保存]をクリックし，「結果.txt」を保存する。（図 27） 
 
 
図 27 グラフデータの保存 
 
⑩ 「結果.txt」をエクセルなどの表計算ソフトで開き，縦軸が変位，横軸がカム回転角の
グラフを作る。このグラフを図として保存する。 
⑪ 図面のファイルに戻り，[管理]→[挿入]→[オブジェクトを挿入]をクリックし，[ファ
イルから作成]を選択して先ほどのファイルを図面に挿入する。 
  
 【付-43】 
 
図 26 完成した図面の一例 
 
 【付-44】 
付録 3.CAM テキスト 
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 【付-45】 
1.概要 
使用ソフト： 
「ESPRIT 2012」もしくは「ESPRIT 2013」 
 
課題：CAM を用いて，加工シミュレーションと NC コードの出力をする。 
 
2.課題内容 
2.1.加工条件と工具経路の作成 
① ESPRIT の起動をする。 
② [ファイル]→[開く]から「カム.iam」を選択し開く。 
 
 
図 41 ファイルを開く 
 
③ ワイヤー付シェーディング表示を選択する。 
 
 
図 42 ワイヤー付シェーディング表示選択 
 
 
図 43 ワイヤー付シェーディング表示完了 
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④ フィーチャー作成 
1. 右下の「サブエレメント」と「HI」が有効になっているか確認する。 
文字が黒くない場合は無効状態。有効でない場合は，クリックして有効にする。 
 
 
図 44 サブエレメントと HI の有効化 
 
2.  [フィーチャ作成-フィーチャ編集]をクリックして，フィーチャ作成関係のリボン
を出してから，[ポケット加工]を選択。 
 
 
図 45 フィーチャ作成・編集 
 
3. カム軸の上で左クリックをすると，図 6 にあるような「マウス」と「？」が出て
くる。フィーチャとして登録したいエレメントが出てくるまで，右クリックをす
る。左クリックするとフィーチャとして登録される。ここでは，カム軸のエッジ
にあるループを選択する。作成したフィーチャは一覧に表示される(図 7)。 
 
 
図 46 エレメントの選択            図 47 フィーチャ一覧 
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4. 同じ要領でカム部分のエレメントからループを選択し，フィーチャとして登録する。 
 
 
図 48 カム部分エレメント選択 
 
 
図 49 フィーチャ作成完了 
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⑤ 工具読み出す。工具タブの[開く]から「カム加工.etl」を開く。 
※ファイルはあらかじめ各パソコンに保存されているか，配布される。 
 
 
図 50 工具タブ 
 
⑥ 加工条件作成 
1. フィーチャ一覧から，カム軸部分に作られたフィーチャ作成を選択する。 
2. ミリングに切り替える(図 11) 
 
 
     図 51 ミリングに切替え 
 
3. [2.5 軸ミル加工]メニューが出てくる。メニューから[フェースミル加工]を選ぶ。 
 
 
   図 52 フェースミル加工選択 
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4. 以下，通りに加工条件を設定する。 
＜ツール選択＞ 
工具 ID：ブルエンドミルΦ12 
＜送りと回転＞ 
回転 RPM：6000 
XY 送り速度 PM：1200 
Z 送り速度 PM：600  
＜加工条件設定＞ 
条件設定：ジグザグ 
1 つのパス：いいえ 
ブリッジ移動：円弧 
ステップオーバー，工具径比率％：20.0 
オーバーハング，工具径比率％：50.0 
＜深さ＞ 
深さ合計：-20.00 
増分深さ：1.00 
スタート深さ：-22.00 
相対深さのリトラクト：サーフェイスクリ
アランス 
増分深さ算出方法：一定 
 
 
5. 入力完了したら，[✔OK]をクリックする。工具経路が赤い線で表示される。（図
14） 
 
 
図 14 加工経路の表示 
 
図 53 加工条件入力画面の例  
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6. もう一度，カム軸部分を選択し，「フェースミル加工」を作成する。 
＜ツール選択＞ 
工具 ID：ブルエンドミルΦ12 
＜送りと回転＞ 
回転 RPM：6000 
XY 送り速度 PM：1200 
Z 送り速度 PM：600  
＜加工条件設定＞ 
条件設定：ジグザグ 
1 つのパス：いいえ 
ブリッジ移動：円弧 
ステップオーバー，工具径比率％：20.0 
オーバーハング，工具径比率％：50.0 
島を含む：はい 
＜深さ＞ 
深さ合計：0.00 
増分深さ：1.00 
スタート深さ：-20.00 
相対深さのリトラクト：サーフェイスクリアランス 
増分深さ算出方法：一定 
＜島フィーチャ＞ 
カム部分のフィーチャーを選択（例：2 ポケット加工（2）） 
 
2.2.加工シミュレーション 
① [シミュレーション]を選択してから，[シミュレーションパラメータ]をクリックする。 
 
 
図 15 シミュレーションメニュー 
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② パラメータ画面が表示されたら，[ソリッド]タブを図 16 の通りに設定する。[フィーチ
ャ選択]では，カム軸に作成したフィーチャを選択する。 
 
 
図 16 シミュレーションパラメータ 
 
③ 入力したら[追加]をクリックしてから，[OK]をクリックする。 
④ シミュレーションメニューにある[▶]をクリックすると，加工シミュレーションが開始
される。 
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2.3.NC コード作成 
① [共通加工定義]を選択してから，[NC コード]をクリックする。 
 
 
図 17 共通加工定義メニュー 
 
② NC 出力設定を図 18 の通りに設定する。ポストプロセッサーは[…]をクリックすると
選択画面が開く。NC ファイル名の○○には名前を入れる。[OK]をクリックすると確
認画面が表示され，もう一度[OK]をクリックすると NC コードが出力される。 
 
 
図 18 NC 出力設定 
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付録 4.車模型図面 
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付録 5.カム模型図面１ 
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付録 6.カム模型図面２ 
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